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愛媛県職員委員会規則の一部を改正する規則

愛媛県職員委員会規則（昭和２４年愛媛県規則第１２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。
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改 正 後 改 正 前

（組織）

第２条 省略

２ 省略

３ 委員は、次に掲げる者については、知事が任命又は委嘱する。

�・� 省略

� 教育長

� 省略

� 省略

（組織）

第２条 省略

２ 省略

３ 委員は、次に掲げる者については、知事が任命又は委嘱する。

�・� 省略

� 省略

� 教育長

� 省略

附 則

この規則は、平成２７年４月１日から施行する。

��������������
�愛媛県規則第１８号
中国残留邦人等に対する支援給付に関する規則等の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２７年３月３１日

愛媛県知事 中 村 時 広

中国残留邦人等に対する支援給付に関する規則等の一部を改正する規則

（中国残留邦人等に対する支援給付に関する規則の一部改正）

第１条 中国残留邦人等に対する支援給付に関する規則（平成２０年愛媛県規則第４１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

中国残留邦人等に対する支援給付、特定配偶者に対する配偶

者支援金等に関する規則

（趣旨）

第１条 この規則は、中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永

住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する

法律（平成６年法律第３０号。以下「法」という。）、中国残留邦

人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び

特定配偶者の自立の支援に関する法律施行令（平成８年政令第１８

号）及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した

中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律施行規

則（平成６年厚生省令第６３号）に定めるもののほか、特定中国残

留邦人等に対する支援給付（法第１４条第１項に規定する支援給付

（中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支

援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法律第１２７号。

以下「１９年改正法」という。）附則第４条第１項に規定する支援

給付及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成２５年法律第

１０６号）附則第２条第１項又は第２項の規定によりなお従前の例

によることとされた支援給付を含む。）をいう。以下同じ。）及

び特定配偶者に対する配偶者支援金（法第１５条第１項の配偶者支

援金をいう。以下同じ。）に関し必要な事項を定めるものとす

る。

（委任）

第２条 法第１４条第４項（法第１５条第３項及び１９年改正法附則第４

条第２項において準用する場合を含む。）においてその例による

ものとされた生活保護法（昭和２５年法律第１４４号。以下「例によ

る生活保護法」という。）第１９条第４項の規定に基づき、知事

は、例による生活保護法第２４条から第２９条まで、第３０条、第３１

条、第３３条から第３７条の２まで、第４８条第４項、第６２条第３項及

中国残留邦人等に対する支援給付に関する規則

（趣旨）

第１条 この規則は、中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住

帰国後の自立の支援に関する法律

（平成６年法律第３０号。以下「法」という。）、中国残留邦

人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法

律施行令 （平成８年政令第１８

号）及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律施行規則

（平成６年厚生省令第６３号）に定めるもののほか、特定中国残

留邦人等に対する支援給付（法第１４条第１項に規定する支援給付

（中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支

援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法律第１２７号。

以下「改正法 」という。）附則第４条第１項に規定する支援

給付及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成２５年法律第

１０６号）附則第２条第１項又は第２項の規定によりなお従前の例

によることとされた支援給付を含む。）をいう。以下同じ。）及

び特定配偶者に対する配偶者支援金（法第１５条第１項の配偶者支

援金をいう。以下同じ。）に関し必要な事項を定めるものとす

る。

（委任）

第２条 法第１４条第４項（改正法 附則第４

条第２項において準用する場合を含む。）においてその例による

ものとされた生活保護法（昭和２５年法律第１４４号。以下「例によ

る生活保護法」という。）第１９条第４項の規定に基づき、知事

は、例による生活保護法第２４条から第２９条まで、第３０条、第３１

条、第３３条から第３７条の２まで、第４８条第４項、第６２条第３項及

改 正 後 改 正 前
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び第４項、第６３条、第７６条第１項、第７７条第２項、第７８条の２第

１項、第８０条並びに第８１条に規定する支援給付の決定及び実施に

関する事務を地方局長に委任する。

２ 例による生活保護法第１９条第４項の規定に基づき、知事は、例

による生活保護法第２４条から第２９条まで、第６２条第３項及び第４

項、第６３条、第７７条第２項、第７８条の２第１項、第８０条並びに第

８１条に規定する配偶者支援金の決定及び実施に関する事務を地方

局長に委任する。

３ 例による生活保護法第２０条の規定に基づき、知事は、例による

生活保護法第７７条第１項並びに第７８条第１項及び第２項に規定す

る事務を地方局長に委任する。

（備付書類）

第３条 地方局長は、被支援者（支援給付を受けている者をいう。

以下同じ。）ごとに次に掲げる書類を作成し、常にこれを整備し

なければならない。

� 省略

� 支援給付等台帳

� 支援給付等決定調書

� 支援給付金品等支給台帳

� 被支援者等記録表

２ 地方局長は、次に掲げる書類を作成し、常にこれを整備しなけ

ればならない。

� 省略

� 被支援者等番号索引簿

� 被支援者等番号登載簿

� 支援給付等申請書受理簿

�・� 省略

３ 省略

（決定通知書）

第６条 例による生活保護法第２４条第３項（同条第９項において準

用する場合を含む。）及び第２５条第２項に規定する書面の様式

は、支援給付及び配偶者支援金の開始又は変更を決定する場合に

あっては支援給付決定通知書（様式第９号）又は配偶者支援金決

定通知書（様式第９号の２）、却下する場合にあっては支援給付

申請却下通知書（様式第１０号）又は配偶者支援金申請却下通知書

（様式第１０号の２）とし、例による生活保護法第２６条に規定する

書面の様式は、支援給付廃止（停止）決定通知書（様式第１１号）

又は配偶者支援金廃止決定通知書（様式第１１号の２）とする。

（支援給付金品又は配偶者支援金の支給方法等）

第１１条 地方局長は、支援給付金品を交付し、又は配偶者支援金を

支給しようとするときは、当該職員をして被支援者又は受給者

（配偶者支援金の支給を受けている者をいう。以下同じ。）から

支援給付決定通知書若しくは配偶者支援金決定通知書又はこれら

に類するものの提示を求めさせなければならない。

２ 地方局長は、例による生活保護法第１９条第７項第３号の規定に

より、町長に依頼して支援給付金品を交付し、又は配偶者支援金

を支給しようとするときは、当該町長に対し当該交付又は当該支

給の日（以下「交付日等」という。）の３日前までに支援給付等

支給明細書（様式第１７号）２部を送付するとともに、その資金を

あらかじめ当該町長に交付しなければならない。

（町長の協力事務）

第１６条 省略

２～４ 省略

び第４項、第６３条、第７６条第１項、第７７条第２項、第７８条の２第

１項、第８０条並びに第８１条に規定する支援給付の決定及び実施に

関する事務を地方局長に委任する。

２ 例による生活保護法第２０条の規定に基づき、知事は、例による

生活保護法第７７条第１項 第７８条第１項及び第２項に規定す

る事務を地方局長に委任する。

（備付書類）

第３条 地方局長は、被支援者（支援給付を受けている者をいう。

以下同じ。）ごとに次に掲げる書類を作成し、常にこれを整備し

なければならない。

� 省略

� 支援給付台帳

� 支援給付決定調書

� 支援給付金品支給台帳

� 被支援者記録表

２ 地方局長は、次に掲げる書類を作成し、常にこれを整備しなけ

ればならない。

� 省略

� 被支援者番号索引簿

� 被支援者番号登載簿

� 支援給付申請書受理簿

�・� 省略

３ 省略

（決定通知書）

第６条 例による生活保護法第２４条第３項（同条第９項において準

用する場合を含む。）及び第２５条第２項に規定する書面の様式

は、支援給付及び配偶者支援金の開始又は変更を決定する場合に

あっては支援給付決定通知書（様式第９号）又は配偶者支援金決

定通知書（様式第９号の２ 、却下する場合にあっては支援給付

申請却下通知書（様式第１０号）又は配偶者支援金申請却下通知書

（様式第１０号の２）とし、例による生活保護法第２６条に規定する

書面の様式は、支援給付廃止（停止）決定通知書（様式第１１号）

又は配偶者支援金廃止決定通知書（様式第１１号の２）とする。

（支援給付金品又は配偶者支援金の支給方法等）

第１１条 地方局長は、支援給付金品を交付しよう

とするときは、当該職員をして被支援者等

（配偶者支援金の支給を受けている者をいう。以下同じ。）から

支援給付決定通知書又はこれ

に類するものの提示を求めさせなければならない。

２ 地方局長は、例による生活保護法第１９条第７項第３号の規定に

より町長 に依頼して支援給付金品を交付しよう

を支給しようとするときは、当該町長に対し当該交付の日

給の日（以下「交付日等」という。）の３日前までに支援給付支

給明細書 （様式第１７号）２部を送付するとともに、その資金を

あらかじめ当該町長に交付しなければならない。

（町長の協力事務）

第１６条 省略

２～４ 省略
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５ 町長が例による生活保護法第１９条第７項第３号の規定により、

被支援者に支援給付金品の交付を行い、又は受給者に配偶者支援

金の支給を行う場合は、当該町の会計管理者は、交付日等に当該

被支援者又は当該受給者から支援給付決定通知書若しくは配偶者

支援金決定通知書又はこれらに類するものの提示を求め、これら

と支援給付等支給明細書を照合の上、同明細書に従って支援給付

金品を交付し、又は配偶者支援金を支給するとともに、速やか

に、当該被支援者又は当該受給者の受領印のある同明細書を添え

て支援給付等交付金精算書（様式第３４号）を地方局長に提出しな

ければならない。

（繰替支弁）

第１９条 省略

２ 市町又は地方局は、例による生活保護法第７２条の規定による繰

替支弁をしたときは、支出した月の翌月末までに支援給付等繰替

支弁金計算書（様式第３８号）に支出に関する証拠書類の写しを添

付して、当該費用を支弁すべき市町又は地方局に、その費用の弁

償を請求しなければならない。

３ 省略

（負担金精算書）

第２０条 市長は、支援給付等負担金精算（調）書（様式第３９号）を

２部作成し、当該年度の歳入歳出決算書抄本を添付して、毎年６

月１０日までに知事に提出しなければならない。

２ 地方局長は、前項の支援給付等負担金精算（調）書に準じて精

算書を２部作成し、毎年６月１０日までに知事に提出しなければな

らない。

（経理状況調）

第２２条 市長及び地方局長は、毎月支援給付等経理状況調（様式第

４０号）を作成し、翌月１０日までに知事に提出しなければならな

い。

様式第１号（第４条関係） 要支援者転出通知書

省略

次の者は、当管内において中国残留邦人等の円滑な帰国の

促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自

立の支援に関する法律（平成６年法律第３０号）の規定による

支援給付を実施しておりましたが、貴管内に転出しましたか

ら、よろしくお取り計らいください。

省略

注１ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法

律第１２７号）附則の規定による支援給付にあっては、この

様式中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰

国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関す

る法律（平成６年法律第３０号）」とあるのは、「中国残留

邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に

関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法律第１２７

号）附則」とすること。

２ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成２５年法

律第１０６号）附則第２条第１項又は第２項の規定によりな

お従前の例によることとされた支援給付にあっては、この

様式中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰

国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関す

５ 町長が例による生活保護法第１９条第７項第３号の規定により被

支援者等に支援給付金品の交付を行う、又は受給者に配偶者支援

金の支給を行う場合は、当該町の会計管理者は、指定された交付

日に当該支援者等 から支援給付決定通知書又はこれ

支援金決定通知書又はこれらに類するものの提示を求め、これと

支援給付支給明細書 を照合の上、同明細書に従って支援給付

金品を交付する とともに、速やか

に、当該被支援者等 の受領印のある同明細書を添え

て支援給付交付金精算書 （様式第３４号）を地方局長に提出しな

ければならない。

（繰替支弁）

第１９条 省略

２ 市町又は地方局は、例による生活保護法第７２条の規定による繰

替支弁をしたときは、支出した月の翌月末までに支援給付繰替支

弁金計算書 （様式第３８号）に支出に関する証拠書類の写しを添

付して、当該費用を支弁すべき市町又は地方局に、その費用の弁

償を請求しなければならない。

３ 省略

（支援給付負担金精算書）

第２０条 市長は、支援給付負担金精算（調）書 （様式第３９号）を

２部作成し、当該年度の歳入歳出決算書抄本を添付して、毎年６

月１０日までに知事に提出しなければならない。

２ 地方局長は、前項の支援給付負担金精算（調）書 に準じて精

算書を２部作成し、毎年６月１０日までに知事に提出しなければな

らない。

（経理状況調）

第２２条 市長及び地方局長は、毎月支援給付経理状況調 （様式第

４０号）を作成し、翌月１０日までに知事に提出しなければならな

い。

様式第１号（第４条関係） 要支援者転出通知書

省略

次の者は、当管内において中国残留邦人等の円滑な帰国の

促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律

立の支援に関する法律（平成６年法律第３０号）の規定による

支援給付を実施しておりましたが、貴管内に転出しましたか

ら、よろしくお取り計らいください。

省略

注１ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法

律第１２７号）附則の規定による支援給付にあっては、この

様式中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国

後の自立の支援に関する法律

（平成６年法律第３０号）」とあるのは、「中国残留

邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に

関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法律第１２７

号）附則」とすること。

愛 媛 県 報平成２７年３月３１日 第２６５９号

３０２



る法律（平成６年法律第３０号）の規定による」とあるの

は、「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後

の自立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成２５

年法律第１０６号）附則第２条第１項（第２項）の規定によ

りなお従前の例によることとされた」とすること。

３ 省略

様式第２号（第５条関係） 支援給付申請書

省略

上記のとおり相違ないので、中国残留邦人等の円滑な帰国

の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の

自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０号）の規定によ

る支援給付を申請します。

省略

記入上の注意

１・２ 省略

３ 不実の申請その他不正な手段により支援給付を受けた

場合には、中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永

住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援

に関する法律第１４条第４項においてその例によるものと

された生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第８５条第１項

又は刑法（明治４０年法律第４５号）の規定によって処罰さ

れることがあります。

４ 省略

注１ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法

律第１２７号）附則の規定による支援給付にあっては、この

様式中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰

国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関す

る法律（平成６年法律第３０号）」とあるのは「中国残留邦

人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関

する法律の一部を改正する法律（平成１９年法律第１２７号）

附則」と、「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永

住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に

関する法律第１４条第４項」とあるのは「中国残留邦人等の

円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法

律の一部を改正する法律（平成１９年法律第１２７号）附則第

４条第２項において準用する中国残留邦人等の円滑な帰国

の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者

の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０号）第１４条

第４項」とすること。

２ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成２５年法

律第１０６号）附則第２条第１項又は第２項の規定によりな

お従前の例によることとされた支援給付にあっては、この

様式中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰

国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関す

る法律（平成６年法律第３０号）の規定による」とあるの

は、「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後

の自立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成２５

年法律第１０６号）附則第２条第１項（第２項）の規定によ

りなお従前の例によることとされた」とすること。

３ 省略

２ 省略

様式第２号（第５条関係） 支援給付申請書

省略

上記のとおり相違ないので、中国残留邦人等の円滑な帰国

の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律

（平成６年法律第３０号）の規定によ

る支援給付を申請します。

省略

記入上の注意

１・２ 省略

３ 不実の申請その他不正な手段により支援給付を受けた

場合には、中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住

帰国後の自立の支援に関する法律

第１４条第４項においてその例によるものと

された生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第８５条第１項

又は刑法（明治４０年法律第４５号）の規定によって処罰さ

れることがあります。

４ 省略

注１ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法

律第１２７号）附則の規定による支援給付にあっては、この

様式中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国

後の自立の支援に関する法律

（平成６年法律第３０号）」とあるのは「中国残留邦

人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関

する法律の一部を改正する法律（平成１９年法律第１２７号）

附則」と、「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住

帰国後の自立の支援に関する法律

第１４条第４項」とあるのは「中国残留邦人等の

円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法

律の一部を改正する法律（平成１９年法律第１２７号）附則第

４条第２項において準用する中国残留邦人等の円滑な帰国

の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律

（平成６年法律第３０号）第１４条

第４項」とすること。

２ 省略
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別紙１ 資産申告書

（表）省略

（裏）

省略

記入上の注意

１～５ 省略

６ 不実の申請その他不正な手段により支援給付を受けた

場合には、中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永

住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援

に関する法律第１４条第４項においてその例によるものと

された生活保護法第８５条第１項又は刑法の規定によって

処罰されることがあります。

注 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立

の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法律第

１２７号）附則の規定による支援給付にあっては、記入上の注

意６中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国

した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法

律」とあるのは、「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び

永住帰国後の自立の支援に関する法律の一部を改正する法律

（平成１９年法律第１２７号）附則第４条第２項において準用す

る中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中

国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律」と

すること。

別紙２（その１） 収入申告書（新規用）

（表）省略

（裏）

省略

記入上の注意

１～７ 省略

８ 不実の申請その他不正な手段により支援給付を受けた

場合には、中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永

住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援

に関する法律第１４条第４項においてその例によるものと

された生活保護法第８５条第１項又は刑法の規定によって

処罰されることがあります。

注 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立

の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法律第

１２７号）附則の規定による支援給付にあっては、記入上の注

意８中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国

した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法

律」とあるのは、「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び

永住帰国後の自立の支援に関する法律の一部を改正する法律

（平成１９年法律第１２７号）附則第４条第２項において準用す

る中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中

国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律」と

すること。

別紙２（その２） 収入申告書（継続用（一世世帯用））

（表）省略

（裏）

別紙１ 資産申告書

（表）省略

（裏）

省略

記入上の注意

１～５ 省略

６ 不実の申請その他不正な手段により支援給付を受けた

場合には、中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住

帰国後の自立の支援に関する法律

第１４条第４項においてその例によるものと

された生活保護法第８５条第１項又は刑法の規定によって

処罰されることがあります。

注 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立

の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法律第

１２７号）附則の規定による支援給付にあっては、記入上の注

意５中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後

の自立の支援に関する法律

」とあるのは、「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び

永住帰国後の自立の支援に関する法律の一部を改正する法律

（平成１９年法律第１２７号）附則第４条第２項において準用す

る中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立

の支援に関する法律 」と

すること。

別紙２（その１） 収入申告書（新規用）

（表）省略

（裏）

省略

記入上の注意

１～７ 省略

８ 不実の申請その他不正な手段により支援給付を受けた

場合には、中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住

帰国後の自立の支援に関する法律

第１４条第４項においてその例によるものと

された生活保護法第８５条第１項又は刑法の規定によって

処罰されることがあります。

注 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立

の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法律第

１２７号）附則の規定による支援給付にあっては、記入上の注

意８中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後

の自立の支援に関する法律

」とあるのは、「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び

永住帰国後の自立の支援に関する法律の一部を改正する法律

（平成１９年法律第１２７号）附則第４条第２項において準用す

る中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立

の支援に関する法律 」と

すること。

別紙２（その２） 収入申告書（継続用（一世世帯用））

（表）省略

（裏）
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省略

記入上の注意

１～７ 省略

８ 不実の申請その他不正な手段により支援給付を受けた

場合には、中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永

住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援

に関する法律第１４条第４項においてその例によるものと

された生活保護法第８５条第１項又は刑法の規定によって

処罰されることがあります。

注 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立

の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法律第

１２７号）附則の規定による支援給付にあっては、記入上の注

意８中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国

した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法

律」とあるのは、「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び

永住帰国後の自立の支援に関する法律の一部を改正する法律

（平成１９年法律第１２７号）附則第４条第２項において準用す

る中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中

国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律」と

すること。

別紙２（その３） 収入申告書（継続用（二世等世帯用））

（表）省略

（裏）

省略

記入上の注意

１～７ 省略

８ 不実の申請その他不正な手段により支援給付を受けた

場合には、中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永

住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援

に関する法律第１４条第４項においてその例によるものと

された生活保護法第８５条第１項又は刑法の規定によって

処罰されることがあります。

注 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立

の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法律第

１２７号）附則の規定による支援給付にあっては、記入上の注

意８中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国

した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法

律」とあるのは、「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び

永住帰国後の自立の支援に関する法律の一部を改正する法律

（平成１９年法律第１２７号）附則第４条第２項において準用す

る中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中

国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律」と

すること。

別紙３ 同意書

省略

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中

国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律の規

定による支援給付の決定若しくは実施又は同法第１４条第４項

においてその例によるものとされた生活保護法（以下「例に

よる生活保護法」という。）第７７条若しくは第７８条の規定の

省略

記入上の注意

１～７ 省略

８ 不実の申請その他不正な手段により支援給付を受けた

場合には、中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住

帰国後の自立の支援に関する法律

第１４条第４項においてその例によるものと

された生活保護法第８５条第１項又は刑法の規定によって

処罰されることがあります。

注 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立

の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法律第

１２７号）附則の規定による支援給付にあっては、記入上の注

意８中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後

の自立の支援に関する法律

」とあるのは、「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び

永住帰国後の自立の支援に関する法律の一部を改正する法律

（平成１９年法律第１２７号）附則第４条第２項において準用す

る中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立

の支援に関する法律 」と

すること。

別紙２（その３） 収入申告書（継続用（二世等世帯用））

（表）省略

（裏）

省略

記入上の注意

１～７ 省略

８ 不実の申請その他不正な手段により支援給付を受けた

場合には、中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住

帰国後の自立の支援に関する法律

第１４条第４項においてその例によるものと

された生活保護法第８５条第１項又は刑法の規定によって

処罰されることがあります。

注 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立

の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法律第

１２７号）附則の規定による支援給付にあっては、記入上の注

意８中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後

の自立の支援に関する法律

」とあるのは、「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び

永住帰国後の自立の支援に関する法律の一部を改正する法律

（平成１９年法律第１２７号）附則第４条第２項において準用す

る中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立

の支援に関する法律 」と

すること。

別紙３ 同意書

省略

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立

の支援に関する法律 の規

定による支援給付の決定若しくは実施又は同法第１４条第４項

においてその例によるものとされた生活保護法（以下「例に

よる生活保護法」という。）第７７条若しくは第７８条の規定の
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施行のために必要があるときは、私及び私の世帯員（以下

「私等」という。）の次に掲げる事項につき、貴地方局が官

公署、日本年金機構若しくは共済組合等（以下「官公署等」

という。）に対し、必要な書類の閲覧若しくは資料の提供を

求め、又は銀行、信託会社、私等の雇主その他の関係人（以

下「銀行等」という。）に報告を求めることに同意します。

省略

記入上の注意 省略

注１ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法

律第１２７号）附則の規定による支援給付にあっては、この

様式中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰

国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関す

る法律」とあるのは「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進

及び永住帰国後の自立の支援に関する法律の一部を改正す

る法律 （平成１９年法律第１２７号）附則」と、「同法」と

あるのは「同法附則第４条第２項において準用する中国残

留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留

邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律」とする

こと。

２ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成２５年法

律第１０６号）附則第２条第１項又は第２項の規定によりな

お従前の例によることとされた支援給付にあっては、この

様式中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰

国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関す

る法律の規定による」とあるのは「中国残留邦人等の円滑

な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律の

一部を改正する法律（平成２５年法律第１０６号）附則第２条

第１項（第２項）の規定によりなお従前の例によることと

された」と、「同法」とあるのは「中国残留邦人等の円滑

な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定

配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０

号）」とすること。

様式第３号（第５条関係） 支援給付変更申請書

省略

省略

上記のとおり中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永

住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関

する法律（平成６年法律第３０号）の規定による支援給付の変

更を申請します。

省略

記入上の注意 省略

注１ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法

律第１２７号）附則の規定による支援給付にあっては、この

様式中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰

国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関す

る法律（平成６年法律第３０号）」とあるのは、「中国残留

邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に

関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法律第１２７

施行のために必要があるときは、私及び私の世帯員（以下

「私等」という。）の次に掲げる事項につき、貴地方局が官

公署、日本年金機構若しくは共済組合等（以下「官公署等」

という。）に対し、必要な書類の閲覧若しくは資料の提供を

求め、又は銀行、信託会社、私等の雇主その他の関係人（以

下「銀行等」という。）に報告を求めることに同意します。

省略

記入上の注意 省略

注 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法

律第１２７号）附則の規定による支援給付にあっては、この

様式中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国

後の自立の支援に関する法律

」とあるのは、「中国残留邦人等の円滑な帰国の促

進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律の一部を改正

する法律（平成１９年法律第１２７号）附則」と、「同法」と

あるのは「同法附則第４条第２項において準用する中国残

留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留

邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律」とする

こと。

様式第３号（第５条関係） 支援給付変更申請書

省略

省略

上記のとおり中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住

帰国後の自立の支援に関する法律

（平成６年法律第３０号）の規定による支援給付の変

更を申請します。

省略

記入上の注意 省略

注 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法

律第１２７号）附則の規定による支援給付にあっては、この

様式中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国

後の自立の支援に関する法律

（平成６年法律第３０号）」とあるのは、「中国残留

邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に

関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法律第１２７
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号）附則」とすること。

２ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成２５年法

律第１０６号）附則第２条第１項又は第２項の規定によりな

お従前の例によることとされた支援給付にあっては、この

様式中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰

国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関す

る法律（平成６年法律第３０号）の規定による」とあるの

は、「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後

の自立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成２５

年法律第１０６号）附則第２条第１項（第２項）の規定によ

りなお従前の例によることとされた」とすること。

様式第４号（第５条、第１２条関係） 支援給付変更申請書（傷病

届）

省略

上記のとおり中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永

住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関

する法律（平成６年法律第３０号）の規定による支援給付の変

更を申請します。

省略

記入上の注意 省略

注１ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法

律第１２７号）附則の規定による支援給付にあっては、この

様式中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰

国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関す

る法律（平成６年法律第３０号）」とあるのは、「中国残留

邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に

関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法律第１２７

号）附則」とすること。

２ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成２５年法

律第１０６号）附則第２条第１項又は第２項の規定によりな

お従前の例によることとされた支援給付にあっては、この

様式中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰

国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関す

る法律（平成６年法律第３０号）の規定による」とあるの

は、「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後

の自立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成２５

年法律第１０６号）附則第２条第１項（第２項）の規定によ

りなお従前の例によることとされた」とすること。

様式第５号（第５条関係） 葬祭支援給付申請書

省略

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中

国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平

成６年法律第３０号）の規定による葬祭支援給付を受けたいの

で、証拠書類を添えて申請します。

省略

注１ 省略

２ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法

号）附則」とすること。

様式第４号（第５条、第１２条関係） 支援給付変更申請書（傷病

届）

省略

上記のとおり中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住

帰国後の自立の支援に関する法律

（平成６年法律第３０号）の規定による支援給付の変

更を申請します。

省略

記入上の注意 省略

注 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法

律第１２７号）附則の規定による支援給付にあっては、この

様式中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国

後の自立の支援に関する法律

（平成６年法律第３０号）」とあるのは、「中国残留

邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に

関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法律第１２７

号）附則」とすること。

様式第５号（第５条関係） 葬祭支援給付申請書

省略

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立

の支援に関する法律 （平

成６年法律第３０号）の規定による葬祭支援給付を受けたいの

で、証拠書類を添えて申請します。

省略

注１ 省略

２ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法
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律第１２７号）附則の規定による支援給付にあっては、この

様式中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰

国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関す

る法律（平成６年法律第３０号）」とあるのは、「中国残留

邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に

関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法律第１２７

号）附則」とすること。

３ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成２５年法

律第１０６号）附則第２条第１項又は第２項の規定によりな

お従前の例によることとされた支援給付にあっては、この

様式中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰

国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関す

る法律（平成６年法律第３０号）の規定による」とあるの

は、「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後

の自立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成２５

年法律第１０６号）附則第２条第１項（第２項）の規定によ

りなお従前の例によることとされた」とすること。

４ 省略

様式第６号（第５条、様式第２号、様式第５号関係） 給与証明書

（表）省略

（裏）

摘要 省略

記入要領 省略

注意

１ 省略

２ 事実と違ったことを証明した場合には、中国残留邦人

等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人

等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年

法律第３０号）第１４条第４項においてその例によるものと

された生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第８５条第１項

の規定により処罰されることがありますから御注意くだ

さい。

注 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立

の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法律第

１２７号）附則の規定による支援給付にあっては、注意２中

「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中

国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律」と

あるのは、「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰

国後の自立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成

１９年法律第１２７号）附則第４条第２項において準用する中国

残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留

邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律」とするこ

と。

様式第９号（第６条、第１１条、第１６条、様式第２６号 関

係） 支援給付決定通知書

省略

年 月 日付けで申請された中国残留邦人等の円滑

な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配

偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０号）の規

定による支援給付を、次のとおり開始（変更）することに決

定したから通知します。

省略

律第１２７号）附則の規定による支援給付にあっては、この

様式中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国

後の自立の支援に関する法律

（平成６年法律第３０号）」とあるのは、「中国残留

邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に

関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法律第１２７

号）附則」とすること。

３ 省略

様式第６号（第５条、様式第２号、様式第５号関係） 給与証明書

（表）省略

（裏）

摘要 省略

記入要領 省略

注意

１ 省略

２ 事実と違ったことを証明した場合には、中国残留邦人

等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関

する法律 （平成６年

法律第３０号）第１４条第４項においてその例によるものと

された生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第８５条第１項

の規定により処罰されることがありますから御注意くだ

さい。

注 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立

の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法律第

１２７号）附則の規定による支援給付にあっては、注意２中

「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立

の支援に関する法律 」と

あるのは、「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰

国後の自立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成

１９年法律第１２７号）附則第４条第２項において準用する中国

残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立支援に

関する法律 」とするこ

と。

様式第９号（第６条、第１１条、第１６条、様式第２６号、様式第２７号関

係） 支援給付決定通知書

省略

年 月 日付けで申請された中国残留邦人等の円滑

な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律

（平成６年法律第３０号）の規

定による支援給付を、次のとおり開始（変更）することに決

定したから通知します。

省略
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注１ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法

律第１２７号）附則の規定による支援給付にあっては、この

様式中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰

国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関す

る法律（平成６年法律第３０号）」とあるのは、「中国残留

邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に

関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法律第１２７

号）附則」とすること。

２ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成２５年法

律第１０６号）附則第２条第１項又は第２項の規定によりな

お従前の例によることとされた支援給付にあっては、この

様式中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰

国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関す

る法律（平成６年法律第３０号）の規定による」とあるの

は、「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後

の自立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成２５

年法律第１０６号）附則第２条第１項（第２項）の規定によ

りなお従前の例によることとされた」とすること。

３ 省略

様式第１０号（第６条関係） 支援給付申請却下通知書

省略

年 月 日付けで申請された中国残留邦人等の円滑

な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配

偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０号）の規

定による支援給付については、次の理由で支援給付できない

から却下します。

省略

注１ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法

律第１２７号）附則の規定による支援給付にあっては、この

様式中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰

国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関す

る法律（平成６年法律第３０号）」とあるのは、「中国残留

邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に

関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法律第１２７

号）附則」とすること。

２ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成２５年法

律第１０６号）附則第２条第１項又は第２項の規定によりな

お従前の例によることとされた支援給付にあっては、この

様式中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰

国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関す

る法律（平成６年法律第３０号）の規定による」とあるの

は、「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後

の自立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成２５

年法律第１０６号）附則第２条第１項（第２項）の規定によ

りなお従前の例によることとされた」とすること。

様式第１１号（第６条関係） 支援給付廃止（停止）決定通知書

注１ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法

律第１２７号）附則の規定による支援給付にあっては、この

様式中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国

後の自立の支援に関する法律

（平成６年法律第３０号）」とあるのは、「中国残留

邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に

関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法律第１２７

号）附則」とすること。

２ 省略

様式第１０号（第６条関係） 支援給付申請却下通知書

省略

年 月 日付けで申請された中国残留邦人等の円滑

な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律

（平成６年法律第３０号）の規

定による支援給付については、次の理由で支援給付できない

から却下します。

省略

注 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法

律第１２７号）附則の規定による支援給付にあっては、この

様式中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国

後の自立の支援に関する法律

（平成６年法律第３０号）」とあるのは、「中国残留

邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に

関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法律第１２７

号）附則」とすること。

様式第１１号（第６条関係） 支援給付廃止（停止）決定通知書
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省略

年 月 日付け 第 号により決定通知した中国残

留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦

人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法

律第３０号）の規定による支援給付を次のとおり廃止（停止）

したから通知します。

省略

注１ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法

律第１２７号）附則の規定による支援給付にあっては、この

様式中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰

国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関す

る法律（平成６年法律第３０号）」とあるのは、「中国残留

邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に

関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法律第１２７

号）附則」とすること。

２ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成２５年法

律第１０６号）附則第２条第１項又は第２項の規定によりな

お従前の例によることとされた支援給付にあっては、この

様式中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰

国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関す

る法律（平成６年法律第３０号）の規定による」とあるの

は、「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後

の自立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成２５

年法律第１０６号）附則第２条第１項（第２項）の規定によ

りなお従前の例によることとされた」とすること。

３ 省略

様式第１２号（第７条関係） 検診命令書等

省略 省略

注意

１ 省略

２ この検診命令は、中国残留邦人等の円滑な

帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人

等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律

（平成６年法律第３０号）第１４条第４項におい

てその例によるものとされた生活保護法（昭

和２５年法律第１４４号。以下「例による生活保

護法」という。）第２８条第１項の規定に基づ

くものです。

３・４ 省略

注 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立

の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法律第

１２７号）附則の規定による支援給付にあっては、注意２中

「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中

国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律」と

あるのは、「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰

国後の自立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成

１９年法律第１２７号）附則第４条第２項において準用する中国

残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留

邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律」とするこ

省略

年 月 日付け 第 号により決定通知した中国残

留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に

関する法律 （平成６年法

律第３０号）の規定による支援給付を次のとおり廃止（停止）

したから通知します。

省略

注１ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法

律第１２７号）附則の規定による支援給付にあっては、この

様式中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国

後の自立の支援に関する法律

（平成６年法律第３０号）」とあるのは、「中国残留

邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に

関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法律第１２７

号）附則」とすること。

２ 省略

様式第１２号（第７条関係） 検診命令書等

省略 省略

注意

１ 省略

２ この検診命令は、中国残留邦人等の円滑な

帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関

する法律

（平成６年法律第３０号）第１４条第４項におい

てその例によるものとされた生活保護法（昭

和２５年法律第１４４号。以下「例による生活保

護法」という。）第２８条第１項の規定に基づ

くものです。

３・４ 省略

注 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立

の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法律第

１２７号）附則の規定による支援給付にあっては、注意２中

「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立

の支援に関する法律 」と

あるのは、「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰

国後の自立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成

１９年法律第１２７号）附則第４条第２項において準用する中国

残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援

に関する法律 」とするこ
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と。

様式第１３号（第８条関係） 資料提供等依頼書

様式第１３号（その１）

（表）

省略

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中

国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平

成６年法律第３０号）の規定による支援給付の決定若しくは実

施又は同法第１４条第４項においてその例によるものとされた

生活保護法（昭和２５年法律第１４４号。以下「例による生活保護

法」という。）第７７条若しくは第７８条の規定の施行のために

必要がありますので、例による生活保護法第２９条第１項の規

定に基づき、次の事項について資料の提供等を求めます。

省略

（裏）

（参考）

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国し

た中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関す

る法律（抜粋）

省略

様式第１３号（その２）

（表）

省略

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立

の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法律第

１２７号）附則の規定による支援給付の決定若しくは実施又は同

法附則第４条第２項において準用する中国残留邦人等の円滑

な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配

偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０号）第１４

条第４項においてその例によるものとされた生活保護法（昭

和２５年法律第１４４号。以下「例による生活保護法」という。）

第７７条若しくは第７８条の規定の施行のために必要があります

ので、例による生活保護法第２９条第１項の規定に基づき、次

の事項について資料の提供等を求めます。

省略

（裏）

（参考）

省略

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国し

た中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関す

る法律（抜粋）

省略

様式第１４号（第９条関係） 扶養照会書

省略

あなたの に当たる さん（住所 ）は、中

国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残

留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６

年法律第３０号）の規定による支援給付を申請して（受けて）

いますが、同法第１４条第４項においてその例によるものとさ

と。

様式第１３号（第８条関係） 資料提供等依頼書

様式第１３号（その１）

（表）

省略

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立

の支援に関する法律 （平

成６年法律第３０号）の規定による支援給付の決定若しくは実

施又は同法第１４条第４項においてその例によるものとされた

生活保護法（昭和２５年法律第１４４号。以下「例による生活保護

法」という。）第７７条若しくは第７８条の規定の施行のために

必要がありますので、例による生活保護法第２９条第１項の規

定に基づき、次の事項について資料の提供等を求めます。

省略

（裏）

（参考）

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の

自立の支援に関する法律

（抜粋）

省略

様式第１３号（その２）

（表）

省略

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立

の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法律第

１２７号）附則の規定による支援給付の決定若しくは実施又は同

法附則第４条第２項において準用する中国残留邦人等の円滑

な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律

（平成６年法律第３０号）第１４

条第４項においてその例によるものとされた生活保護法（昭

和２５年法律第１４４号。以下「例による生活保護法」という。）

第７７条若しくは第７８条の規定の施行のために必要があります

ので、例による生活保護法第２９条第１項の規定に基づき、次

の事項について資料の提供等を求めます。

省略

（裏）

（参考）

省略

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の

自立の支援に関する法律

（抜粋）

省略

様式第１４号（第９条関係） 扶養照会書

省略

あなたの に当たる さん（住所 ）は、中

国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支

援に関する法律 （平成６

年法律第３０号）の規定による支援給付を申請して（受けて）

いますが、同法第１４条第４項においてその例によるものとさ
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れた生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４条では、民法

（明治２９年法律第８９号）に定められた扶養義務者による扶養

は、この法律に優先して行われるものとされております。

省略

注１ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法

律第１２７号）附則の規定による支援給付にあっては、この

様式中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰

国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関す

る法律（平成６年法律第３０号）」とあるのは「中国残留邦

人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関

する法律の一部を改正する法律 （平成１９年法律第１２７

号）附則」と、「同法第１４条第４項」とあるのは「同法附

則第４条第２項において準用する中国残留邦人等の円滑な

帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配

偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０号）第

１４条第４項」すること。

２ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成２５年法

律第１０６号）附則第２条第１項又は第２項の規定によりな

お従前の例によることとされた支援給付にあっては、この

様式中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰

国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関す

る法律（平成６年法律第３０号）の規定による」とあるのは

「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成２５年法

律第１０６号）附則第２条第１項（第２項）の規定によりな

お従前の例によることとされた」と、「同法」とあるのは

「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した

中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律

（平成６年法律第３０号）」とすること。

３ 省略

別紙 省略

様式第１４号の２（第９条関係） 扶養義務者への通知書

様式第１４号の２（その１）

省略

あなたの に当たる さん（住所 ）に対

して、中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国し

た中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律

（平成６年法律第３０号）の規定による支援給付の開始を決定

しますので、同法第１４条第４項においてその例によるものと

された生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第２４条第８項の規

定に基づき通知します。

省略

（参考）

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国し

た中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関す

る法律（抜粋）

省略

様式第１４号の２（その２）

れた生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４条では、民法

（明治２９年法律第８９号）に定められた扶養義務者による扶養

は、この法律に優先して行われるものとされております。

省略

注１ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法

律第１２７号）附則の規定による支援給付にあっては、この

様式中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国

後の自立の支援に関する法律

（平成６年法律第３０号）」とあるのは、「中国残留

邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に

関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法律第１２７

号）附則」と、「同法第１４条第４項」とあるのは「同法附

則第４条第２項において準用する中国残留邦人等の円滑な

帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律

（平成６年法律第３０号）第

１４条第４項」すること。

２ 省略

別紙 省略

様式第１４号の２（第９条関係） 扶養義務者への通知書

様式第１４号の２（その１）

省略

あなたの に当たる さん（住所 ）に対

して、中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の

自立の支援に関する法律

（平成６年法律第３０号）の規定による支援給付の開始を決定

しますので、同法第１４条第４項においてその例によるものと

された生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第２４条第８項の規

定に基づき通知します。

省略

（参考）

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の

自立の支援に関する法律

（抜粋）

省略

様式第１４号の２（その２）

愛 媛 県 報平成２７年３月３１日 第２６５９号

３１２



省略

あなたの に当たる さん（住所 ）に対

して、中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の

自立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法

律第１２７号）附則の規定による支援給付の開始を決定しますの

で、同法附則第４条第２項において準用する中国残留邦人等

の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び

特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０

号）第１４条第４項においてその例によるものとされた生活保

護法（昭和２５年法律第１４４号）第２４条第８項の規定に基づき通

知します。

省略

（参考）

省略

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国し

た中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関す

る法律（抜粋）

省略

様式第１４号の３（第９条関係） 報告依頼書

様式第１４号の３（その１）

省略

あなたの に当たる さん（住所 ）は、

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国

残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成

６年法律第３０号）の規定による支援給付を います

が、同法第１４条第４項においてその例によることとされた生

活保護法（昭和２５年法律第１４４号）では、民法（明治２９年法律

第８９号）に定められた扶養義務者による扶養は支援給付に優

先して行われるものとされており、民法に定める扶養義務を

履行することが可能と認められる扶養義務者が扶養義務を履

行していないときは、履行しない理由など支援給付の決定や

実施などのために必要な範囲で、扶養義務者に対して報告を

求めることができることとなっています。

省略

（参考）

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国し

た中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関す

る法律（抜粋）

省略

�
�
�
�
�

申請して��
�
�
�受 け て

様式第１４号の３（その２）

�
�
�
�
�

申請して��
�
�
�受 け て

省略

あなたの に当たる さん（住所 ）は、

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の

支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法律第１２７

号）附則の規定による支援給付を いますが、同法

附則第４条第２項において準用する中国残留邦人等の円滑な

帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶

者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０号）第１４条

第４項においてその例によることとされた生活保護法（昭和

省略

あなたの に当たる さん（住所 ）に対

して、中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の

自立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法

律第１２７号）附則の規定による支援給付の開始を決定しますの

で、同法附則第４条第２項において準用する中国残留邦人等

の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法

律 （平 成６年 法 律 第３０

号）第１４条第４項においてその例によるものとされた生活保

護法（昭和２５年法律第１４４号）第２４条第８項の規定に基づき通

知します。

省略

（参考）

省略

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の

自立の支援に関する法律

（抜粋）

省略

様式第１４号の３（第９条関係） 報告依頼書

様式第１４号の３（その１）

省略

あなたの に当たる さん（住所 ）は、

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の

支援に関する法律 （平成

６年法律第３０号）の規定による支援給付を います

が、同法第１４条第４項においてその例によることとされた生

活保護法（昭和２５年法律第１４４号）では、民法（明治２９年法律

第８９号）に定められた扶養義務者による扶養は支援給付に優

先して行われるものとされており、民法に定める扶養義務を

履行することが可能と認められる扶養義務者が扶養義務を履

行していないときは、履行しない理由など支援給付の決定や

実施などのために必要な範囲で、扶養義務者に対して報告を

求めることができることとなっています。

省略

（参考）

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の

自立の支援に関する法律

（抜粋）

省略

�
�
�
�
�

申請して��
�
�
�受 け て

様式第１４号の３（その２）

�
�
�
�
�

申請して��
�
�
�受 け て

省略

あなたの に当たる さん（住所 ）は、

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の

支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法律第１２７

号）附則の規定による支援給付を いますが、同法

附則第４条第２項において準用する中国残留邦人等の円滑な

帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律

（平成６年法律第３０号）第１４条

第４項においてその例によることとされた生活保護法（昭和
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２５年法律第１４４号）では、民法（明治２９年法律第８９号）に定め

られた扶養義務者による扶養は支援給付に優先して行われる

ものとされており、民法に定める扶養義務を履行することが

可能と認められる扶養義務者が扶養義務を履行していないと

きは、履行しない理由など支援給付の決定や実施などのため

に必要な範囲で、扶養義務者に対して報告を求めることがで

きることとなっています。

省略

（参考）

省略

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国し

た中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関す

る法律（抜粋）

省略

様式第１５号（第１０条関係） 被支援者入所（養護）依頼書

省略

次の者を中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰

国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する

法律（平成６年法律第３０号）第１４条第４項においてその例に

よるものとされた生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第３０条

第１項ただし書の規定により貴施設に入所させたく（貴家庭

で養護願いたく）依頼します。

省略

注１ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法

律第１２７号）附則の規定による支援給付にあっては、この

様式中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰

国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関す

る法律」とあるのは、「中国残留邦人等の円滑な帰国の促

進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律の一部を改正

する法律（平成１９年法律第１２７号）附則第４条第２項にお

いて準用する中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永

住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に

関する法律」とすること。

２ 省略

様式第１７号（第１１条、第１６条関係） 支援給付等支給明細書

地区（町） 月分支援給付等支給明細書（ 円 名渡し）

省略

支 援

配偶者

支援金
合 計

省略

円 円 円 省略

省略

省略

省略

省略

省略

����������������������������������������������������������
省略

省略

省略

省略

２５年法律第１４４号）では、民法（明治２９年法律第８９号）に定め

られた扶養義務者による扶養は支援給付に優先して行われる

ものとされており、民法に定める扶養義務を履行することが

可能と認められる扶養義務者が扶養義務を履行していないと

きは、履行しない理由など支援給付の決定や実施などのため

に必要な範囲で、扶養義務者に対して報告を求めることがで

きることとなっています。

省略

（参考）

省略

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の

自立の支援に関する法律

（抜粋）

省略

様式第１５号（第１０条関係） 被支援者入所（養護）依頼書

省略

次の者を中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国

後の自立の支援に関する法律

（平成６年法律第３０号）第１４条第４項においてその例に

よるものとされた生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第３０条

第１項ただし書の規定により貴施設に入所させたく（貴家庭

で養護願いたく）依頼します。

省略

注１ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法

律第１２７号）附則の規定による支援給付にあっては、この

様式中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国

後の自立の支援に関する法律

」とあるのは、「中国残留邦人等の円滑な帰国の促

進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律の一部を改正

する法律（平成１９年法律第１２７号）附則第４条第２項にお

いて準用する中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住

帰国後の自立の支援に関する法律

」とすること。

２ 省略

様式第１７号（第１１条、第１６条関係） 支援給付支給明細書

地区（町） 月分支援給付支給明細書 （ 円 名渡し）

省略

支 援
合 計

省略

円 円 省略

省略

省略

省略

省略

省略

����������������������������������������������������������
省略

省略

省略

省略
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注 省略

様式第１８号（第１２条、第１５条関係） 医療要否意見書

（表）省略

（裏）

記入要領

１ 省略

２ この意見書は、中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並

びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立

の支援に関する法律（平成６年法律第３０号。以下「法」

という。）の規定による医療支援給付を受けようとする

とき、又は現に受けている医療支援給付の停止若しくは

廃止を行う場合に必要となる大切な資料ですので、でき

るだけ詳しく、かつ、正確に記入してください。ただ

し、精神病の傷病による入院医療については別に定める

様式により記入していただくことになっております。

３～５ 省略

注意

１ この意見書を提示した患者で１新規のものは、新規に

法の規定による支援給付を申請している世帯の者ですか

ら、診察料等を患者から徴収してください。この意見書

を提示した患者で２継続のものは、法の規定による支援

給付を受けている世帯の者ですから、診察料等を患者か

ら徴収しないでください。

２ 患者に後日医療券が交付された場合には、その医療券

に基づき支払基金等あて請求してください。なお、診察

料等の徴収額がその医療券に記載されている「本人支払

額」の欄の金額を超過している場合には、その超過額を

患者に返してください。

３ 省略

４ 省略

注１ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法

律第１２７号）附則の規定による支援給付にあっては、記入

要領２中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住

帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関

する法律（平成６年法律第３０号。以下「法」という。）」

とあるのは「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住

帰国後の自立の支援に関する法律の一部を改正する法律

（平 成１９年 法 律 第１２７号。以 下「改 正 法」と い う。）附

則」と、注意１中「法 」とあるのは

「改正法附則 」とすること。

２ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成２５年法

律第１０６号）附則第２条第１項又は第２項の規定によりな

お従前の例によることとされた支援給付にあっては、記入

要領２中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住

帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関

注 省略

様式第１８号（第１２条、第１５条関係） 医療要否意見書

（表）省略

（裏）

記入要領

１ 省略

２ この意見書は、中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及

び永住帰国後の自立の支援に関する法律

（平成６年法律第３０号。以下「法」

という。）の規定による医療支援給付を受けようとする

とき、又は現に受けている医療支援給付の停止若しくは

廃止を行う場合に必要となる大切な資料ですので、でき

るだけ詳しく、かつ、正確に記入してください。ただ

し、精神病の傷病による入院医療については別に定める

様式により記入していただくことになっております。

３～５ 省略

注意

１ この意見書を提示した患者で１新規のものは、新規に

法の規定による支援給付を申請している世帯の者ですか

ら、診察料等を患者から徴収してください。この意見書

を提示した患者で２継続のものは、法の規定による支援

給付を受けている世帯の者ですから、診察料等を患者か

ら徴収しないでください。なお、患者に後日医療券が交

付された場合には、その医療券に基づき支払基金等あて

請求してください。この場合において、診察料等の徴収

額がその医療券に記載されている「本人支払額」の欄の

金額を超過している場合には、その超過額を患者に返し

てください。

２ 省略

３ 省略

注 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法

律第１２７号）附則の規定による支援給付にあっては、記入

要領２中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰

国後の自立の支援に関する法律

（平成６年法律第３０号。以下「法」という。）」

とあるのは「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住

帰国後の自立の支援に関する法律の一部を改正する法律

（平 成１９年 法 律 第１２７号。以 下「改 正 法」と い う。）附

則」と、注意１中「法の規定による支援給付」とあるのは

「改正法附則の規定による支援給付」とすること。
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する法律（平成６年法律第３０号。以下「法」という。）の

規定による」とあるのは「中国残留邦人等の円滑な帰国の

促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律の一部を改

正する法律（平成２５年法律第１０６号。以下「改正法」とい

う。）附則第２条第１項（第２項）の規定によりなお従前

の例によることとされた」と、注意１中「法の規定によ

る」とあるのは「改正法附則第２条第１項（第２項）の規

定によりなお従前の例によることとされた」とすること。

様式第１９号（第１２条関係） 精神疾患入院要否意見書

（表）省略

（裏）

記入要領 省略

注意

（精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法

律第１２３号）第２９条の措置入院に該当すると認められた場合

の連絡）

この意見書を提示した患者で、新たに入院しようとする

もの（社会保険又は自費等で入院していた者で引き続き中

国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国

残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平

成６年法律第３０号。以下「法」という。）の規定により入

院しようとするものを含む。）が精神保健及び精神障害者

福祉に関する法律第２９条の措置入院の要件に該当する病状

であると認められるに至ったときは、直ちにその旨を地方

局に連絡してください。また、既に法の規定により入院し

ている患者であっても、同条の措置入院の要件に該当する

病状であると認められるに至ったときは、直ちにその旨を

地方局に連絡してください。

上記の患者については、地方局長が都道府県知事に対し

て精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第２２条第１項

の申請を行いますが、その結果については、地方局長から

も必要な事項をお知らせいたします。

注１ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法

律第１２７号）附則の規定による支援給付にあっては、注意

中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国し

た中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法

律（平成６年法律第３０号。以下「法」という。）」とある

のは「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後

の自立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９

年 法 律 第１２７号。以 下「改 正 法」と い う。）附 則」と、

「法の規定により 」とあるのは「改正法

附則の規定により 」とすること。

２ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成２５年法

律第１０６号）附則第２条第１項又は第２項の規定によりな

お従前の例によることとされた支援給付にあっては、注意

中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国し

た中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法

律」とあるのは「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び

永住帰国後の自立の支援に関する法律の一部を改正する法

律（平成２５年法律第１０６号。以下「改正法」という。）附

様式第１９号（第１２条関係） 精神疾患入院要否意見書

（表）省略

（裏）

記入要領 省略

注意

（精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法

律第１２３号）第２９条の措置入院に該当すると認められた場合

の連絡）

この意見書を提示した患者で、新たに入院しようとする

もの（社会保険又は自費等で入院していた者で引き続き中

国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の

支援に関する法律 （平

成６年法律第３０号。以下「法」という。）の規定により入

院しようとするものを含む。）が精神保健及び精神障害者

福祉に関する法律第２９条の措置入院の要件に該当する病状

であると認められるに至ったときは、直ちにその旨を地方

局に連絡してください。また、既に法の規定により入院し

ている患者であっても、同条の措置入院の要件に該当する

病状であると認められるに至ったときは、直ちにその旨を

地方局に連絡してください。

上記の患者については、地方局長が都道府県知事に対し

て精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第２３条

の申請を行いますが、その結果については、地方局長から

も必要な事項をお知らせいたします。

注 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法

律第１２７号）附則の規定による支援給付にあっては、注意

中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の

自立の支援に関する法律

（平成６年法律第３０号。以下「法」という。）」とある

のは「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後

の自立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９

年 法 律 第１２７号。以 下「改 正 法」と い う。）附 則」と、

「法の規定により入院している患者」とあるのは「改正法

附則の規定により入院している患者」とすること。
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則第２条第１項（第２項）の規定によりなお従前の例によ

ることとされた同法による改正前の中国残留邦人等の円滑

な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律」

と、「法の規定により」とあるのは「改正法附則第２条第

１項（第２項）の規定によりなお従前の例によることとさ

れた改正法による改正前の法の規定により」とすること。

様式第２０号（第１２条関係） 給付要否意見書

様式第２０号（その１）

省略

記入上の注意

１ 省略

２ この意見書は、中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並

びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立

の支援に関する法律（平成６年法律第３０号）の規定によ

る医療支援給付の治療材料及び移送の給付を受けようと

するとき、又は現に受けている医療支援給付の停止若し

くは廃止を行う場合に必要となる大切な資料ですので、

できるだけ詳しく、かつ、正確に記入してください。

注１ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法

律第１２７号）附則の規定による支援給付にあっては、記入

上の注意２中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに

永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援

に関する法律（平成６年法律第３０号）」とあるのは、「中

国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の

支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法律第

１２７号）附則」とすること。

２ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成２５年法

律第１０６号）附則第２条第１項又は第２項の規定によりな

お従前の例によることとされた支援給付にあっては、記入

上の注意２中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに

永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援

に関する法律（平成６年法律第３０号）の規定による」とあ

るのは、「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰

国後の自立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平

成２５年法律第１０６号）附則第２条第１項（第２項）の規定

によりなお従前の例によることとされた」とすること。

様式第２０号（その２）

省略

記入上の注意

１ 省略

２ この意見書は、中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並

びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立

の支援に関する法律（平成６年法律第３０号）の規定によ

る医療支援給付の施術（柔道整復）の給付を受けようと

するとき、又は現に受けている医療支援給付の停止若し

くは廃止を行う場合に必要となる大切な資料ですので、

できるだけ詳しく、かつ、正確に記入してください。

３～５ 省略

注１ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

様式第２０号（第１２条関係） 給付要否意見書

様式第２０号（その１）

省略

記入上の注意

１ 省略

２ この意見書は、中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及

び永住帰国後の自立の支援に関する法律

（平成６年法律第３０号）の規定によ

る医療支援給付の治療材料及び移送の給付を受けようと

するとき、又は現に受けている医療支援給付の停止若し

くは廃止を行う場合に必要となる大切な資料ですので、

できるだけ詳しく、かつ、正確に記入してください。

注 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法

律第１２７号）附則の規定による支援給付にあっては、記入

上の注意２中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永

住帰国後の自立の支援に関する法律

（平成６年法律第３０号）」とあるのは、「中

国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の

支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法律第

１２７号）附則」とすること。

様式第２０号（その２）

省略

記入上の注意

１ 省略

２ この意見書は、中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及

び永住帰国後の自立の支援に関する法律

（平成６年法律第３０号）の規定によ

る医療支援給付の施術（柔道整復）の給付を受けようと

するとき、又は現に受けている医療支援給付の停止若し

くは廃止を行う場合に必要となる大切な資料ですので、

できるだけ詳しく、かつ、正確に記入してください。

３～５ 省略

注 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自
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立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法

律第１２７号）附則の規定による支援給付にあっては、記入

上の注意２中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに

永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援

に関する法律（平成６年法律第３０号）」とあるのは、「中

国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の

支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法律第

１２７号）附則」とすること。

２ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成２５年法

律第１０６号）附則第２条第１項又は第２項の規定によりな

お従前の例によることとされた支援給付にあっては、記入

上の注意２中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに

永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援

に関する法律（平成６年法律第３０号）の規定による」とあ

るのは、「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰

国後の自立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平

成２５年法律第１０６号）附則第２条第１項（第２項）の規定

によりなお従前の例によることとされた」とすること。

様式第２０号（その３）

省略

記入上の注意

１ 省略

２ この意見書は、中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並

びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立

の支援に関する法律（平成６年法律第３０号）の規定によ

る医療支援給付の施術（あん摩・マッサージ、はり・き

ゅう）の給付を受けようとするとき、又は現に受けてい

る医療支援給付の停止若しくは廃止を行う場合に必要と

なる大切な資料ですので、できるだけ詳しく、かつ、正

確に記入してください。

３～５ 省略

注１ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法

律第１２７号）附則の規定による支援給付にあっては、記入

上の注意２中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに

永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援

に関する法律（平成６年法律第３０号）」とあるのは、「中

国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の

支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法律第

１２７号）附則」とすること。

２ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成２５年法

律第１０６号）附則第２条第１項又は第２項の規定によりな

お従前の例によることとされた支援給付にあっては、記入

上の注意２中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに

永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援

に関する法律（平成６年法律第３０号）の規定による」とあ

るのは、「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰

国後の自立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平

成２５年法律第１０６号）附則第２条第１項（第２項）の規定

によりなお従前の例によることとされた」とすること。

立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法

律第１２７号）附則の規定による支援給付にあっては、記入

上の注意２中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永

住帰国後の自立の支援に関する法律

（平成６年法律第３０号）」とあるのは、「中

国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の

支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法律第

１２７号）附則」とすること。

様式第２０号（その３）

省略

記入上の注意

１ 省略

２ この意見書は、中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及

び永住帰国後の自立の支援に関する法律

（平成６年法律第３０号）の規定によ

る医療支援給付の施術（あん摩・マッサージ、はり・き

ゅう）の給付を受けようとするとき、又は現に受けてい

る医療支援給付の停止若しくは廃止を行う場合に必要と

なる大切な資料ですので、できるだけ詳しく、かつ、正

確に記入してください。

３～５ 省略

注 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法

律第１２７号）附則の規定による支援給付にあっては、記入

上の注意２中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永

住帰国後の自立の支援に関する法律

（平成６年法律第３０号）」とあるのは、「中

国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の

支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法律第

１２７号）附則」とすること。
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様式第２２号（第１２条関係） 診療依頼書（入院外）

省略

次の者については、中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並

びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支

援に関する法律（平成６年法律第３０号）の規定により、後

日、医療券を送付しますので、診療を依頼します。

省略

省略

注１ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法

律第１２７号）附則の規定による支援給付にあっては、この

様式中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰

国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関す

る法律（平成６年法律第３０号）」とあるのは、「中国残留

邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に

関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法律第１２７

号）附則」とすること。

２ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成２５年法

律第１０６号）附則第２条第１項又は第２項の規定によりな

お従前の例によることとされた支援給付にあっては、この

様式中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰

国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関す

る法律」とあるのは、「中国残留邦人等の円滑な帰国の促

進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律の一部を改正

する法律（平成２５年法律第１０６号）附則第２条第１項（第

２項）の規定によりなお従前の例によることとされた同法

による改正前の中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永

住帰国後の自立の支援に関する法律」とすること。

様式第２３号（第１３条関係） 医療券・調剤券

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住

帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立

の支援に関する法律（平成６年法律第３０号）医

療券・調剤券（ 年 月分）

省略

注１ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法

律第１２７号）附則の規定による支援給付にあっては、この

様式中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰

国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関す

る法律（平成６年法律第３０号）」とあるのは、「中国残留

邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に

関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法律第１２７

号）附則」とすること。

２ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成２５年法

律第１０６号）附則第２条第１項又は第２項の規定によりな

お従前の例によることとされた支援給付にあっては、この

様式中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰

国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関す

る法律」とあるのは、「中国残留邦人等の円滑な帰国の促

様式第２２号（第１２条関係） 診療依頼書（入院外）

省略

次の者については、中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及

び永住帰国後の自立の支援に関する法律

（平成６年法律第３０号）の規定により、後

日、医療券を送付しますので、診療を依頼します。

省略

省略

注 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法

律第１２７号）附則の規定による支援給付にあっては、この

様式中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国

後の自立の支援に関する法律

（平成６年法律第３０号）」とあるのは、「中国残留

邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に

関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法律第１２７

号）附則」とすること。

様式第２３号（第１３条関係） 医療券・調剤券

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰

国後の自立の支援に関する法律

（平成６年法律第３０号）医

療券・調剤券（ 年 月分）

省略

注１ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法

律第１２７号）附則の規定による支援給付にあっては、この

様式中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国

後の自立の支援に関する法律

（平成６年法律第３０号）」とあるのは、「中国残留

邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に

関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法律第１２７

号）附則」とすること。
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進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律の一部を改正

する法律（平成２５年法律第１０６号）附則第２条第１項（第

２項）の規定によりなお従前の例によることとされた同法

による改正前の中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永

住帰国後の自立の支援に関する法律」とすること。

３ 省略

４ 省略

様式第２４号（第１３条関係） 介護券

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住

帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立

の支援に関する法律（平成６年法律第３０号）介

護券（ 年 月分）

省略

注１ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法

律第１２７号）附則の規定による支援給付にあっては、この

様式中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰

国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関す

る法律（平成６年法律第３０号）」とあるのは、「中国残留

邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に

関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法律第１２７

号）附則」とすること。

２ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成２５年法

律第１０６号）附則第２条第１項又は第２項の規定によりな

お従前の例によることとされた支援給付にあっては、この

様式中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰

国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関す

る法律」とあるのは、「中国残留邦人等の円滑な帰国の促

進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律の一部を改正

する法律（平成２５年法律第１０６号）附則第２条第１項（第

２項）の規定によりなお従前の例によることとされた同法

による改正前の中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永

住帰国後の自立の支援に関する法律」とすること。

３ 省略

様式第２５号（第１３条関係） 治療材料券・治療材料費請求明細書

省略

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに

永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶

者の自立の支援に関する法律（平成６年法

律第３０号）治療材料券

省略 省

略

省略 省

略

注１ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法

律第１２７号）附則の規定による支援給付にあっては、この

様式中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰

国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関す

る法律（平成６年法律第３０号）」とあるのは、「中国残留

邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に

関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法律第１２７

２ 省略

３ 省略

様式第２４号（第１３条関係） 介護券

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰

国後の自立の支援に関する法律

（平成６年法律第３０号）介

護券（ 年 月分）

省略

注１ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法

律第１２７号）附則の規定による支援給付にあっては、この

様式中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国

後の自立の支援に関する法律

（平成６年法律第３０号）」とあるのは、「中国残留

邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に

関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法律第１２７

号）附則」とすること。

２ 省略

様式第２５号（第１３条関係） 治療材料券・治療材料費請求明細書

省略

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永

住帰国後の自立の支援に関する法律

（平成６年法

律第３０号）治療材料券

省略 省

略

省略 省

略

注 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法

律第１２７号）附則の規定による支援給付にあっては、この

様式中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国

後の自立の支援に関する法律

（平成６年法律第３０号）」とあるのは、「中国残留

邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に

関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法律第１２７
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号）附則」とすること。

２ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成２５年法

律第１０６号）附則第２条第１項又は第２項の規定によりな

お従前の例によることとされた支援給付にあっては、この

様式中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰

国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関す

る法律」とあるのは、「中国残留邦人等の円滑な帰国の促

進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律の一部を改正

する法律（平成２５年法律第１０６号）附則第２条第１項（第

２項）の規定によりなお従前の例によることとされた同法

による改正前の中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永

住帰国後の自立の支援に関する法律」とすること。

様式第２６号（第１３条、第１４条関係） 施術券・施術報酬請求明細書

様式第２６号（その１） あん摩・マッサージ

（表）

省略

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに

永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶

者の自立の支援に関する法律（平成６年法

律第３０号）施術券

省略 省

略

省略

（裏）省略

注１ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法

律第１２７号）附則の規定による支援給付にあっては、この

様式中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰

国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関す

る法律（平成６年法律第３０号）」とあるのは、「中国残留

邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に

関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法律第１２７

号）附則」とすること。

２ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成２５年法

律第１０６号）附則第２条第１項又は第２項の規定によりな

お従前の例によることとされた支援給付にあっては、この

様式中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰

国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関す

る法律」とあるのは、「中国残留邦人等の円滑な帰国の促

進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律の一部を改正

する法律（平成２５年法律第１０６号）附則第２条第１項（第

２項）の規定によりなお従前の例によることとされた同法

による改正前の中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永

住帰国後の自立の支援に関する法律」とすること。

様式第２６号（その２） 柔道整復

（表）

省略

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに

永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶

者の自立の支援に関する法律（平成６年法

律第３０号）施術券

省略 省

略

省略

号）附則」とすること。

様式第２６号（第１３条、第１４条関係） 施術券・施術報酬請求明細書

様式第２６号（その１） あん摩・マッサージ

（表）

省略

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永

住帰国後の自立の支援に関する法律

（平成６年法

律第３０号）施術券

省略 省

略

省略

（裏）省略

注 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法

律第１２７号）附則の規定による支援給付にあっては、この

様式中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国

後の自立の支援に関する法律

（平成６年法律第３０号）」とあるのは、「中国残留

邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に

関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法律第１２７

号）附則」とすること。

様式第２６号（その２） 柔道整復

（表）

省略

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永

住帰国後の自立の支援に関する法律

（平成６年法

律第３０号）施術券

省略 省

略

省略

愛 媛 県 報平成２７年３月３１日 第２６５９号

３２１



（裏）省略

注１ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法

律第１２７号）附則の規定による支援給付にあっては、この

様式中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰

国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関す

る法律（平成６年法律第３０号）」とあるのは、「中国残留

邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に

関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法律第１２７

号）附則」とすること。

２ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成２５年法

律第１０６号）附則第２条第１項又は第２項の規定によりな

お従前の例によることとされた支援給付にあっては、この

様式中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰

国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関す

る法律」とあるのは、「中国残留邦人等の円滑な帰国の促

進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律の一部を改正

する法律（平成２５年法律第１０６号）附則第２条第１項（第

２項）の規定によりなお従前の例によることとされた同法

による改正前の中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永

住帰国後の自立の支援に関する法律」とすること。

様式第２６号（その３） はり・きゅう

（表）

省略

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに

永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶

者の自立の支援に関する法律（平成６年法

律第３０号）施術券

省略 省

略

省略

（裏）省略

注１ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法

律第１２７号）附則の規定による支援給付にあっては、この

様式中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰

国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関す

る法律（平成６年法律第３０号）」とあるのは、「中国残留

邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に

関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法律第１２７

号）附則」とすること。

２ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成２５年法

律第１０６号）附則第２条第１項又は第２項の規定によりな

お従前の例によることとされた支援給付にあっては、この

様式中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰

国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関す

る法律」とあるのは、「中国残留邦人等の円滑な帰国の促

進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律の一部を改正

する法律（平成２５年法律第１０６号）附則第２条第１項（第

２項）の規定によりなお従前の例によることとされた同法

による改正前の中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永

住帰国後の自立の支援に関する法律」とすること。

（裏）省略

注 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法

律第１２７号）附則の規定による支援給付にあっては、この

様式中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国

後の自立の支援に関する法律

（平成６年法律第３０号）」とあるのは、「中国残留

邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に

関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法律第１２７

号）附則」とすること。

様式第２６号（その３） はり・きゅう

（表）

省略

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永

住帰国後の自立の支援に関する法律

（平成６年法

律第３０号）施術券

省略 省

略

省略

（裏）省略

注 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法

律第１２７号）附則の規定による支援給付にあっては、この

様式中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国

後の自立の支援に関する法律

（平成６年法律第３０号）」とあるのは、「中国残留

邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に

関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法律第１２７

号）附則」とすること。
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様式第２８号（第１４条関係） はり・きゅう受療連絡票

省略

次の者については、中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並

びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支

援に関する法律（平成６年法律第３０号）の規定により、は

り・きゅうを受療することを承認したので御連絡します。

省略

省略

注１ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法

律第１２７号）附則の規定による支援給付にあっては、この

様式中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰

国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関す

る法律（平成６年法律第３０号）」とあるのは、「中国残留

邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に

関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法律第１２７

号）附則」とすること。

２ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成２５年法

律第１０６号）附則第２条第１項又は第２項の規定によりな

お従前の例によることとされた支援給付にあっては、この

様式中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰

国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関す

る法律」とあるのは、「中国残留邦人等の円滑な帰国の促

進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律の一部を改正

する法律（平成２５年法律第１０６号）附則第２条第１項（第

２項）の規定によりなお従前の例によることとされた同法

による改正前の中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永

住帰国後の自立の支援に関する法律」とすること。

様式第２９号（第１５条関係） 施術初検料請求書

省略

記入要領 省略

注意

１ 給付要否意見書（様式第２０号（その２）及び同様式

（その３）に係るものに限る。以下同じ。）を提示した

患者で（１新規） のものは、新規に中国残留邦人等の

円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及

び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律

第３０号）の規定による支援給付の申請をしている世帯の

者ですから、初検料は、患者から徴収してください。給

付要否意見書を提示した患者で（２継続）のものは、現

在、同法の規定による支援給付を受けている世帯の者で

すから、初検料を患者から徴収しないでください。

２・３ 省略

注１ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法

律第１２７号）附則の規定による支援給付にあっては、注意

１中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国

した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する

法律（平成６年法律第３０号）」とあるのは「中国残留邦人

様式第２８号（第１４条関係） はり・きゅう受療連絡票

省略

次の者については、中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及

び永住帰国後の自立の支援に関する法律

（平成６年法律第３０号）の規定により、は

り・きゅうを受療することを承認したので御連絡します。

省略

省略

注 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法

律第１２７号）附則の規定による支援給付にあっては、この

様式中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国

後の自立の支援に関する法律

（平成６年法律第３０号）」とあるのは、「中国残留

邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に

関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法律第１２７

号）附則」とすること。

様式第２９号（第１５条関係） 施術初検料請求書

省略

記入要領 省略

注意

１ 給付要否意見書（様式第２０号（その２）及び同様式

（その３）に係るものに限る。以下同じ。）を提示した

患者で、（１新規）のものは、新規に中国残留邦人等の

円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する

法律 （平成６年法律

第３０号）の規定による支援給付の申請をしている世帯の

者ですから、初検料は、患者から徴収してください。給

付要否意見書を提示した患者で（２継続）のものは、現

在、同法 による支援給付を受けている世帯の者で

すから、初検料を患者から徴収しないでください。

２・３ 省略

注 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法

律第１２７号）附則の規定による支援給付にあっては、この

様式中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国

後の自立の支援に関する法律

（平成６年法律第３０号）」とあるのは、「中国残留邦
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等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関す

る法律の一部を改正する法律 （平成１９年法律第１２７号）

附則」と、「同法」とあるのは「同法附則」とすること。

２ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成２５年法

律第１０６号）附則第２条第１項又は第２項の規定によりな

お従前の例によることとされた支援給付にあっては、注意

１中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国

した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する

法律（平成６年法律第３０号）の規定による」とあるのは、

「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成２５年法

律第１０６号）附則第２条第１項（第２項）の規定によりな

お従前の例によることとされた」と、「同法の規定によ

る」とあるのは「同法附則第２条第１項（第２項）の規定

によりなお従前の例によることとされた」とすること。

様式第３０号（第１５条関係） 訪問看護に係る利用料請求書

省略

請

求

書

（利用者氏名）

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国し

た中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する

法律（平成６年法律第３０号）の規定により、

に係る上記明細書による訪問看護に係る利用料を請求し

ます。

省略

記入要領 省略

注１ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法

律第１２７号）附則の規定による支援給付にあっては、この

様式中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰

国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関す

る法律（平成６年法律第３０号）」とあるのは、「中国残留

邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に

関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法律第１２７

号）附則」とすること。

２ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成２５年法

律第１０６号）附則第２条第１項又は第２項の規定によりな

お従前の例によることとされた支援給付にあっては、この

様式中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰

国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関す

る法律」とあるのは、「中国残留邦人等の円滑な帰国の促

進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律の一部を改正

する法律（平成２５年法律第１０６号）附則第２条第１項（第

２項）の規定によりなお従前の例によることとされた同法

による改正前の中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永

住帰国後の自立の支援に関する法律」とすること。

様式第３１号（第１６条関係） 支援給付申請に伴う調査書

省略

別添のとおり中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永

住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関

人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関

する法律の一部を改正する法律（平成１９年法律第１２７号）

附則」と、「同法」とあるのは「同法附則」とすること。

様式第３０号（第１５条関係） 訪問看護に係る利用料請求書

省略

請

求

書

（利用者氏名）

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の

自立の支援に関する法律

（平成６年法律第３０号）の規定により、

に係る上記明細書による訪問看護に係る利用料を請求し

ます。

省略

記入要領 省略

注 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法

律第１２７号）附則の規定による支援給付にあっては、この

様式中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国

後の自立の支援に関する法律

（平成６年法律第３０号）」とあるのは、「中国残留

邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に

関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法律第１２７

号）附則」とすること。

様式第３１号（第１６条関係） 支援給付申請に伴う調査書

省略

別添のとおり中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住

帰国後の自立の支援に関する法律
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する法律（平成６年法律第３０号）の規定による支援給付申請

書を受け取ったので、同法第１４条第４項においてその例によ

るものとされた生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第２４条第

１０項の規定により支援給付に関する参考事項及び意見を添え

て送付します。

省略

注１ 省略

２ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法

律第１２７号）附則の規定による支援給付にあっては、この

様式中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰

国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関す

る法律（平成６年法律第３０号）」とあるのは「中国残留邦

人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関

する法律の一部を改正する法律（平成１９年法律第１２７号）

附則」と、「同法 」とあるのは「同法附則第

４条第２項において準用する中国残留邦人等の円滑な帰国

の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者

の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０号）」とす

ること。

３ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成２５年法

律第１０６号）附則第２条第１項又は第２項の規定によりな

お従前の例によることとされた支援給付にあっては、この

様式中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰

国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関す

る法律」とあるのは、「中国残留邦人等の円滑な帰国の促

進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律の一部を改正

する法律（平成２５年法律第１０６号）附則第２条第１項（第

２項）の規定によりなお従前の例によることとされた同法

による改正前の中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永

住帰国後の自立の支援に関する法律」とすること。

４ 省略

５ 省略

様式第３２号（第１６条関係） 被支援世帯票

省略

支 援 給 付 等 の 状 況

省略

葬祭

支援

氏 名 給付年月日 金 額 備 考

円

配偶

者支

援金

氏 名 給付年月日 金 額 備 考

円

注 省略

様式第３３号（第１６条関係） 被支援者状況変動報告書

（平成６年法律第３０号）の規定による支援給付申請

書を受け取ったので、同法第１４条第４項においてその例によ

るものとされた生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第２４条第

１０項の規定により支援給付に関する参考事項及び意見を添え

て送付します。

省略

注１ 省略

２ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法

律第１２７号）附則の規定による支援給付にあっては、この

様式中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国

後の自立の支援に関する法律

（平成６年法律第３０号）」とあるのは「中国残留邦

人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関

する法律の一部を改正する法律（平成１９年法律第１２７号）

附則」と、「同法第１４条第４項」とあるのは「同法附則第

４条第２項において準用する中国残留邦人等の円滑な帰国

の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律（平成６

年法律第３０号）第１４条第４項 」とす

ること。

３ 省略

４ 省略

様式第３２号（第１６条関係） 被支援世帯票

省略

支 援 給 付 の 状 況

省略

葬祭

支援

氏 名 給付年月日 金 額 備 考

円

注 省略

様式第３３号（第１６条関係） 被支援者状況変動報告書
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省略

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中

国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平

成６年法律第３０号）の規定による被支援者の生計その他の状

況に、次のとおり変動があったので、同法第１４条第４項にお

いてその例によるものとされた生活保護法（昭和２５年法律第

１４４号）第１９条第７項第１号の規定により通報する。

省略

注１ 省略

２ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法

律第１２７号）附則の規定による支援給付にあっては、この

様式中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰

国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関す

る法律（平成６年法律第３０号）」とあるのは「中国残留邦

人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関

する法律の一部を改正する法律（平成１９年法律第１２７号）

附則」と、「同法 」とあるのは「同法附則第

４条第２項において準用する中国残留邦人等の円滑な帰国

の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者

の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０号）」とす

ること。

３ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成２５年法

律第１０６号）附則第２条第１項又は第２項の規定によりな

お従前の例によることとされた支援給付にあっては、この

様式中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰

国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関す

る法律」とあるのは、「中国残留邦人等の円滑な帰国の促

進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律の一部を改正

する法律（平成２５年法律第１０６号）附則第２条第１項（第

２項）の規定によりなお従前の例によることとされた同法

による改正前の中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永

住帰国後の自立の支援に関する法律」とすること。

４ 省略

５ 省略

様式第３４号（第１６条関係） 支援給付等交付金精算書

年 月 分支援給付等交付金精算書

省略

支援給付金の交付又は配偶者支援金の支給を 月 日

に 完了したから、中国残留邦人等に対する支援給付、

特定配偶者に対する配偶者支援金等に関する規則（平成２０年

愛媛県規則第４１号）第１６条第５項の規定により精算書を提出

する。

種類

区分

省略
支援給付

配 偶 者

支 援 金
計

支援給付金又は配

偶者支援金受入額

省略 円 円 円

省略

省略

省略

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立

の支援に関する法律 （平

成６年法律第３０号）の規定による被支援者の生計その他の状

況に、次のとおり変動があったので、同法第１４条第４項にお

いてその例によるものとされた生活保護法（昭和２５年法律第

１４４号）第１９条第７項第１号の規定により通報する。

省略

注１ 省略

２ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法

律第１２７号）附則の規定による支援給付にあっては、この

様式中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国

後の自立の支援に関する法律

（平成６年法律第３０号）」とあるのは「中国残留邦

人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関

する法律の一部を改正する法律（平成１９年法律第１２７号）

附則」と、「同法第１４条第４項」とあるのは「同法附則第

４条第２項において準用する中国残留邦人等の円滑な帰国

の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律（平成６

年法律第３０号）第１４条第４項 」とす

ること。

３ 省略

４ 省略

様式第３４号（第１６条関係） 支援給付交付金精算書

年 月 分支援給付交付金精算書

省略

標記支援給付金の交付又は配偶者支援金の支給を 月 日

に交付を完了したから中国残留邦人等に対する支援給付に関

する規則 （平成２０年

愛媛県規則第４１号）第１６条第５項の規定により精算書を提出

する。

種類

区分

省略
支 援 給 付 計

支 援 給 付 金

受 入 額

省略 円 円

省略

省略
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省略

注 省略

様式第３５号（第１７条関係） 入所被支援者状況変更届出書

省略

次の被支援者の状況に変更がありましたので、中国残留邦

人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等

及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第

３０号）第１４条第４項においてその例によるものとされた生活

保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４８条第４項の規定により届

け出ます。

省略

注１・２ 省略

３ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法

律第１２７号）附則の規定による支援給付にあっては、この

様式中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰

国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関す

る法律」とあるのは、「中国残留邦人等の円滑な帰国の促

進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律の一部を改正

する法律（平成１９年法律第１２７号）附則第４条第２項にお

いて準用する中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永

住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に

関する法律」とすること。

様式第３６号（第１８条関係） 審査（再審査）請求書

省略

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中

国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平

成６年法律第３０号）の規定に基づく 年 月 日付け

第 号の愛媛県知事（ 地方局長・ 市長・ 町

長）の処分（裁決）について不服ですから、審査（再審査）

を請求します。

省略

省略

注１・２ 省略

３ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法

律第１２７号）附則の規定による支援給付にあっては、この

様式中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰

国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関す

る法律（平成６年法律第３０号）」とあるのは、「中国残留

邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に

関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法律第１２７

号）附則」とすること。

４ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成２５年法

律第１０６号）附則第２条第１項又は第２項の規定によりな

お従前の例によることとされた支援給付にあっては、この

様式中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰

国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関す

る法律」とあるのは、「中国残留邦人等の円滑な帰国の促

省略

注 省略

様式第３５号（第１７条関係） 入所被支援者状況変更届出書

省略

次の被支援者の状況に変更がありましたので、中国残留邦

人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関す

る法律 （平成６年法律第

３０号）第１４条第４項においてその例によるものとされた生活

保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４８条第４項の規定により届

け出ます。

省略

注１・２ 省略

３ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法

律第１２７号）附則の規定による支援給付にあっては、この

様式中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国

後の自立の支援に関する法律

」とあるのは、「中国残留邦人等の円滑な帰国の促

進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律の一部を改正

する法律（平成１９年法律第１２７号）附則第４条第２項にお

いて準用する中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住

帰国後の自立の支援に関する法律

」とすること。

様式第３６号（第１８条関係） 審査（再審査）請求書

省略

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立

の支援に関する法律 （平

成６年法律第３０号）の規定に基づく 年 月 日付け

第 号の愛媛県知事（ 地方局長・ 市長・ 町

長）の処分（裁決）について不服ですから、審査（再審査）

を請求します。

省略

省略

注１・２ 省略

３ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法

律第１２７号）附則の規定による支援給付にあっては、この

様式中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国

後の自立の支援に関する法律

（平成６年法律第３０号）」とあるのは、「中国残留

邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に

関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法律第１２７

号）附則」とすること。
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進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律の一部を改正

する法律（平成２５年法律第１０６号）附則第２条第１項（第

２項）の規定によりなお従前の例によることとされた同法

による改正前の中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永

住帰国後の自立の支援に関する法律」とすること。

様式第３７号（第１９条関係） 繰替支弁施設指定申請書

省略

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中

国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平

成６年法律第３０号）第１４条第４項においてその例によるもの

とされた生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第７２条第１項の

規定による繰替支弁施設として指定されたいので、所在県及

び市の承諾書を添えて申請します。

省略

注１ 省略

２ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法

律第１２７号）附則の規定による支援給付にあっては、この

様式中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰

国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関す

る法律」とあるのは、「中国残留邦人等の円滑な帰国の促

進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律の一部を改正

する法律（平成１９年法律第１２７号）附則第４条第２項にお

いて準用する中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永

住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に

関する法律」とすること。

様式第３８号（第１９条関係） 支援給付等繰替支弁金計算書

省略

省略 施設

事務

費

配偶

者支

援金

合計

人
員

金
額

人
員

金
額

人
員

金
額

省略

注 省略

様式第３８号の２（第１９条の２関係） 徴収金納入申出書

省略

私は、不実の申請その他不正な手段により支援給付を受け

た場合は、中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰

国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する

法律（平成６年法律第３０号）第１４条第４項においてその例に

よるものとされた生活保護法（昭和２５年法律第１４４号。以下

「例による生活保護法」という。）第７８条の２の規定に基づ

き、交付される支援給付金品（金銭給付される支援給付費を

いう。以下同じ。）の額から、例による生活保護法第７８条第

１項の規定に基づく徴収金のうち貴地方局と協議して定める

額について、当該支援給付金品の交付期日をもって納入する

旨を申し出ます。

省略

様式第３７号（第１９条関係） 繰替支弁施設指定申請書

省略

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立

の支援に関する法律 （平

成６年法律第３０号）第１４条第４項においてその例によるもの

とされた生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第７２条第１項の

規定による繰替支弁施設として指定されたいので、所在県及

び市の承諾書を添えて申請します。

省略

注１ 省略

２ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法

律第１２７号）附則の規定による支援給付にあっては、この

様式中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国

後の自立の支援に関する法律

」とあるのは、「中国残留邦人等の円滑な帰国の促

進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律の一部を改正

する法律（平成１９年法律第１２７号）附則第４条第２項にお

いて準用する中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住

帰国後の自立の支援に関する法律

」とすること。

様式第３８号（第１９条関係） 支援給付繰替支弁金計算書

省略

省略 施設

事務

費

合計

人
員

金
額

人
員

金
額

省略

注 省略

様式第３８号の２（第１９条の２関係） 徴収金納入申出書

省略

私は、不実の申請その他不正な手段により支援給付を受け

た場合は、中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国

後の自立の支援に関する法律

（平成６年法律第３０号）第１４条第４項においてその例に

よるものとされた生活保護法（昭和２５年法律第１４４号。以下

「例による生活保護法」という。）第７８条の２の規定に基づ

き、交付される支援給付金品（金銭給付される支援給付費を

いう。以下同じ。）の額から、例による生活保護法第７８条第

１項の規定に基づく徴収金のうち貴地方局と協議して定める

額について、当該支援給付金品の交付期日をもって納入する

旨を申し出ます。

省略
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注 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立

の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法律第

１２７号）附則の規定による支援給付にあっては、この様式中

「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中

国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律」と

あるのは、「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰

国後の自立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成

１９年法律第１２７号）附則第４条第２項において準用する中国

残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留

邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律」とするこ

と。

様式第３９号（第２０条関係） 支援給付等負担金精算（調）書

年度 支援給付等負担金精算（調）書

省略

区 分 金 額 備 考

①

支

出

額

支 援 費

施設事務費及び委託

事 務 費

配 偶 者 支 援 金

小 計

省略

④ 国 庫 負 担 額

省略

合 計

配 偶 者 支 援 金 支 出 額 調

区 分 金 額 構成比率 備 考

配 偶 者 支 援 金

注１・２ 省略

３ 「④国庫負担額」の欄には、次に掲げる額の合計額を記

載すること。

� 「③国庫負担基本額」の欄に記載する額のうち、配偶

者支援金に係る国庫負担基本額

� 「③国庫負担基本額」の欄に記載する額のうち配偶者

支援金以外の費用に係る国庫負担基本額に、当該費用に

係る国庫負担率を乗じて得た額

４ 省略

様式第４０号（第２２条関係） 支援給付等経理状況調

年度 支援給付等経理状況調

省略

省略

合 計

配偶者支援金

注 省略

第２条 中国残留邦人等に対する支援給付に関する規則の一部を次のように改正する。

様式第９号の次に次の１様式を加える。

注 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立

の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法律第

１２７号）附則の規定による支援給付にあっては、この様式中

「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立

の支援に関する法律 」と

あるのは、「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰

国後の自立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成

１９年法律第１２７号）附則第４条第２項において準用する中国

残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援

に関する法律 」とするこ

と。

様式第３９号（第２０条関係） 支援給付負担金精算（調）書

年度 支援給付負担金精算（調）書

省略

区 分 金 額 備 考

①

支

出

額

支 援 費

施設事務費及び委託

事 務 費

小 計

省略

④ 国 庫 負 担 額

（③×国庫負担率）

省略

合 計

注１・２ 省略

３ 省略

様式第４０号（第２２条関係） 支援給付経理状況調

年度 支援給付経理状況調

省略

省略

合 計

注 省略
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様式第９号の２（第６条、第１１条、第１６条関係） 配偶者支援金決定通知書

愛 媛 県 報平成２７年３月３１日 第２６５９号

３３０



様式第１０号の次に次の１様式を加える。

愛 媛 県 報平成２７年３月３１日 第２６５９号

３３１



様式第１０号の２（第６条関係） 配偶者支援金申請却下通知書

愛 媛 県 報平成２７年３月３１日 第２６５９号

３３２



様式第１１号の次に次の１様式を加える。

愛 媛 県 報平成２７年３月３１日 第２６５９号

３３３



様式第１１号の２（第６条関係） 配偶者支援金廃止決定通知書

愛 媛 県 報平成２７年３月３１日 第２６５９号

３３４



様式第１３号に次のように加える。

愛 媛 県 報平成２７年３月３１日 第２６５９号

３３５



様式第１３号（その３）

（表）

愛 媛 県 報平成２７年３月３１日 第２６５９号

３３６



（裏）

愛 媛 県 報平成２７年３月３１日 第２６５９号

３３７



様式第１３号（その４）

愛 媛 県 報平成２７年３月３１日 第２６５９号

３３８



様式第１４号の２に次のように加える。

愛 媛 県 報平成２７年３月３１日 第２６５９号

３３９



様式第１４号の２（その３）

愛 媛 県 報平成２７年３月３１日 第２６５９号

３４０



様式第１４号の３に次のように加える。

愛 媛 県 報平成２７年３月３１日 第２６５９号

３４１



様式第１４号の３（その３）

愛 媛 県 報平成２７年３月３１日 第２６５９号

３４２



（愛媛県県営住宅管理条例施行規則の一部改正）

第３条 愛媛県県営住宅管理条例施行規則（昭和３５年愛媛県規則第１９号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（単身入居の資格）

第１条の２ 条例第５条の規則で定める者は、次の各号のいずれか

に該当する者とする。ただし、身体上又は精神上著しい障害があ

るために常時の介護を必要とし、かつ、居宅においてこれを受け

ることができず、又は受けることが困難であると認められる者を

除く。

�～� 省略

� 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第６条第１項に規定す

る被保護者又は中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住

帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する

法律（平成６年法律第３０号）第１４条第１項に規定する支援給付

（中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の

支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法律第１２７

号）附則第４条第１項に規定する支援給付及び中国残留邦人等

の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律

の一部を改正する法律（平成２５年法律第１０６号）附則第２条第

１項又は第２項の規定によりなお従前の例によることとされた

支援給付を含む。）を受けている者

�～� 省略

２・３ 省略

（単身入居の資格）

第１条の２ 条例第５条の規則で定める者は、次の各号のいずれか

に該当する者とする。ただし、身体上又は精神上著しい障害があ

るために常時の介護を必要とし、かつ、居宅においてこれを受け

ることができず、又は受けることが困難であると認められる者を

除く。

�～� 省略

� 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第６条第１項に規定す

る被保護者又は中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰

国後の自立の支援に関する法律

（平成６年法律第３０号）第１４条第１項に規定する支援給付

（中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の

支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法律第１２７

号）附則第４条第１項に規定する支援給付及び中国残留邦人等

の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律

の一部を改正する法律（平成２５年法律第１０６号）附則第２条第

１項又は第２項の規定によりなお従前の例によることとされた

支援給付を含む。）を受けている者

�～� 省略

２・３ 省略

（愛媛県公有財産及び債権に関する事務取扱規則の一部改正）

第４条 愛媛県公有財産及び債権に関する事務取扱規則（昭和３９年愛媛県規則第４９号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（履行延期の特約等に関する権限の地方局長への委任）

第４２条の２ 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）の保護費に係る

費用返還及び費用徴収並びに就労自立給付金に係る費用徴収並び

に中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残

留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法

律第３０号）の支援給付金品及び配偶者支援金に係る費用返還及び

費用徴収に関する債権については、前条に規定する知事の権限

を、所轄の地方局長に委任する。この場合において、同条中「知

事」とあるのは「地方局長」と読み替えるものとし、第４条の規

定は、適用しないものとする。

（履行延期の特約等に関する権限の地方局長への委任）

第４２条の２ 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）の保護費に係る

費用返還及び費用徴収並びに就労自立給付金に係る費用徴収並び

に中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残

留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法

律第３０号）の支援給付金品及び配偶者支援金に係る費用返還及び

費用徴収に関する債権については、前条に規定する知事の権限

を、所轄の地方局長に委任する。この場合において、同条中「知

事」とあるのは「地方局長」と読み替えるものとし、第４条の規

定は、適用しないものとする。

（麻薬及び向精神薬取締法施行細則の一部改正）

第５条 麻薬及び向精神薬取締法施行細則（昭和４０年愛媛県規則第２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表（第１４条関係）

費 用 徴 収 基 準

別表（第１４条関係）

費 用 徴 収 基 準

省略 省略

注１・２ 省略

３ 当該措置入院者又はその属する世帯員が生活保護法（昭

注１・２ 省略

３ 当該措置入院者又はその属する世帯員が生活保護法（昭

愛 媛 県 報平成２７年３月３１日 第２６５９号
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和２５年法律第１４４号）による保護又は中国残留邦人等の円

滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特

定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０

号）による支援給付を受けている場合には、所管の地方局

長（市の区域にあつては、市福祉事務所長）の証明によ

り、当該措置入院者の徴収月額は、零円とする。

４ 省略

和２５年法律第１４４号）による保護又は中国残留邦人等の円

滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律

定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０

号）による支援給付を受けている場合には、所管の地方局

長（市の区域にあつては、市福祉事務所長）の証明によ

り、当該措置入院者の徴収月額は、零円とする。

４ 省略

（児童福祉法第５６条の規定による費用徴収規則の一部改正）

第６条 児童福祉法第５６条の規定による費用徴収規則（昭和４１年愛媛県規則第１３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表（第４条関係）

徴収金基準額表

別表（第４条関係）

徴収金基準額表

各月初日の措置児童等の属する世帯

の階層区分

徴収金基準額

（月額）

各月初日の措置児童等の属する世帯

の階層区分

徴収金基準額

（月額）

階層

区分
定 義

入所

施設

母子生活支援施

設、児童自立支

援施設通所部、

情緒障害児短期

治療施設通所部

及び児童自立生

活援助事業所

階層

区分
定 義

入所

施設

母子生活支援施

設、児童自立支

援施設通所部、

情緒障害児短期

治療施設通所部

及び児童自立生

活援助事業所

Ａ

生活保護法（昭和２５年法律

第１４４号）による被保護世

帯（単給世帯を含む。）及

び中国残留邦人等の円滑な

帰国の促進並びに永住帰国

した中国残留邦人等及び特

定配偶者の自立の支援に関

する法律（平成６年法律第

３０号）による支援給付受給

世帯

省略

Ａ

生活保護法（昭和２５年法律

第１４４号）による被保護世

帯（単給世帯を含む。）及

び中国残留邦人等の円滑な

帰国の促進及び永住帰国後

の自立の支援に関する法律

（平成６年法律第

３０号）による支援給付受給

世帯

省略

Ｂ～Ｄ１４

省略

Ｂ～Ｄ１４

省略

備考 省略 備考 省略

注 省略 注 省略

（精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行細則の一部改正）

第７条 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行細則（昭和４１年愛媛県規則第３２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表（第１１条関係）

費 用 徴 収 基 準

別表（第１１条関係）

費 用 徴 収 基 準

省略 省略

注１・２ 省略

３ 当該措置入院者又はその属する世帯員が生活保護法（昭

和２５年法律第１４４号）による保護又は中国残留邦人等の円

滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特

注１・２ 省略

３ 当該措置入院者又はその属する世帯員が生活保護法（昭

和２５年法律第１４４号）による保護又は中国残留邦人等の円

滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律
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定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０

号）による支援給付を受けている場合には、所管の地方局

長（市の区域にあつては、市福祉事務所長）の証明によ

り、当該措置入院者の徴収月額は、零円とする。

４ 省略

様式第３号（第４条関係） 調査書

定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０

号）による支援給付を受けている場合には、所管の地方局

長（市の区域にあつては、市福祉事務所長）の証明によ

り、当該措置入院者の徴収月額は、零円とする。

４ 省略

様式第３号（第４条関係） 調査書

省略 省略

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並び

に永住帰国した中国残留邦人等及び特定

配偶者の自立の支援に関する法律（平成

６年法律第３０号）医療支援給付

省略 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び

永住帰国後の自立の支援に関する法律

配偶者の自立の支援に関する法律（平成

６年法律第３０号）医療支援給付

省略

省略 省略

（愛媛県訓練手当支給規則の一部改正）

第８条 愛媛県訓練手当支給規則（昭和４１年愛媛県規則第４１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（支給対象者）

第３条 訓練手当は、県内の公共職業安定所長の指示により、公共

職業能力開発施設又は職業訓練の実施等による特定求職者の就職

の支援に関する法律（平成２３年法律第４７号。以下「特定求職者支

援法」という。）第４条第１項の認定を受けた者（以下「公共職

業能力開発施設等」という。）の行う職業訓練を受けている次の

各号のいずれかに該当する求職者及び職場適応訓練を受けている

次の各号のいずれかに該当する求職者（以下「支給対象者」とい

う。）に対して支給する。

�～� 省略

� 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国

残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６

年法律第３０号）第１０条の永住帰国した中国残留邦人等及びその

親族等であつて、本邦に永住帰国した日から起算して１０年を経

過していないもの

� 北朝鮮当局によって拉致された被害者等の支援に関する法律

（平成１４年法律第１４３号）第２条第１項第５号に規定する帰国

被害者等であつて本邦に永住する意思を決定したと認められる

日から起算して１０年を経過していないもの及び同項に規定する

帰国した被害者であつてその配偶者（婚姻の届出をしていない

が、事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。）、子及び

孫が北朝鮮内にとどまつていること等永住の意思を決定するこ

とにつき困難な事情があると認められるもの

�～� 省略

２・３ 省略

（支給対象者）

第３条 訓練手当は、県内の公共職業安定所長の指示により、公共

職業能力開発施設又は職業訓練の実施等による特定求職者の就職

の支援に関する法律（平成２３年法律第４７号。以下「特定求職者支

援法」という。）第４条第１項の認定を受けた者（以下「公共職

業能力開発施設等」という。）の行う職業訓練を受けている次の

各号のいずれかに該当する求職者及び職場適応訓練を受けている

次の各号のいずれかに該当する求職者（以下「支給対象者」とい

う。）に対して支給する。

�～� 省略

� 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の

支援に関する法律 （平成６

年法律第３０号）第１０条の永住帰国した中国残留邦人等及びその

親族等であつて、本邦に永住帰国した日から起算して１０年を経

過していないもの

� 北朝鮮当局によって拉致された被害者等の支援に関する法律

（平成１４年法律第１４３号）第３条第２項 に規定する帰国

被害者等であつて本邦に永住する意思を決定したと認められる

日から起算して１０年を経過していないもの及び同項に規定する

帰国した被害者であつてその配偶者（婚姻の届出をしていない

が、事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。）、子及び

孫が北朝鮮内にとどまつていること等永住の意思を決定するこ

とにつき困難な事情があると認められるもの

�～� 省略

２・３ 省略

（療育の給付に要する費用の徴収に関する規則の一部改正）

第９条 療育の給付に要する費用の徴収に関する規則（昭和６２年愛媛県規則第２１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表（第３条関係）

徴 収 基 準 額 表

別表（第３条関係）

徴 収 基 準 額 表
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世帯の階層区分 療育の給付 世帯の階層区分 療育の給付

階層

区分
定 義

徴収基

準額

（月額）

加算基

準額

（月額）

階層

区分
定 義

徴収基

準額

（月額）

加算基

準額

（月額）

Ａ

生活保護法（昭和２５年法律第１４４

号）による被保護世帯（単給世帯

を含む。）及び中国残留邦人等の

円滑な帰国の促進並びに永住帰国

した中国残留邦人等及び特定配偶

者の自立の支援に関する法律（平

成６年法律第３０号）による支援給

付受給世帯

省略

Ａ

生活保護法（昭和２５年法律第１４４

号）による被保護世帯（単給世帯

を含む。）及び中国残留邦人等の

円滑な帰国の促進及び永住帰国後

の自立の支援に関する法律

者の自立の支援に関する法律（平

成６年法律第３０号）による支援給

付受給世帯

省略

Ｂ～Ｄ１９

省略

Ｂ～Ｄ１９

省略

備考 省略 備考 省略

注１ 省略

２ この表のＤ１階層からＤ１９階層までにおける「所得税の

額」とは、所得税法（昭和４０年法律第３３号）、租税特別措

置法（昭和３２年法律第２６号）及び災害被害者に対する租税

の減免、徴収猶予等に関する法律（昭和２２年法律第１７５

号）の規定並びに控除廃止の影響を受ける費用徴収制度等

（厚生労働省雇用均等・児童家庭局所管の制度に限る。）

に係る取扱いについて（平成２３年７月１５日付け雇児発０７１５

第１号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知。以下「取

扱通知」という。）の定めるところによつて計算された所

得税の額をいう。ただし、所得税の額を計算する場合に

は、次の規定は、適用しないものとする。

� 省略

� 租税特別措置法第４１条第１項、第２項及び第６項、第

４１条の２、第４１条の３の２第１項、第２項、第５項及び

第６項、第４１条の１９の２第１項、第４１条の１９の３第１項

及び第３項並びに第４１条の１９の４第１項及び第３項

に第４１条の１９の５第１項

� 省略

３～８ 省略

注１ 省略

２ この表のＤ１階層からＤ１９階層までにおける「所得税の

額」とは、所得税法（昭和４０年法律第３３号）、租税特別措

置法（昭和３２年法律第２６号）及び災害被害者に対する租税

の減免、徴収猶予等に関する法律（昭和２２年法律第１７５

号）の規定並びに控除廃止の影響を受ける費用徴収制度等

（厚生労働省雇用均等・児童家庭局所管の制度に限る。）

に係る取扱いについて（平成２３年７月１５日付け雇児発０７１５

第１号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知。以下「取

扱通知」という。）の定めるところによつて計算された所

得税の額をいう。ただし、所得税の額を計算する場合に

は、次の規定は、適用しないものとする。

� 省略

� 租税特別措置法第４１条第１項から第３項まで 、第

４１条の２、第４１条の３の２第１項、第２項、第４項及び

第５項、第４１条の１９の２第１項、第４１条の１９の３第１項

及び第２項、 第４１条の１９の４第１項及び第２項並び

に第４１条の１９の５第１項

� 省略

３～８ 省略

附 則

１ この規則は、公布の日から施行する。

２ この規則施行の際現に提出されている第１条の規定による改正前の中国残留邦人等に対する支援給付に関する規則様式第４号の規定に

よる支援給付変更申請書（傷病届）は、同条の規定による改正後の中国残留邦人等に対する支援給付、特定配偶者に対する配偶者支援金

等に関する規則様式第４号の規定による支援給付変更申請書（傷病届）とみなす。

��������������
�愛媛県規則第１９号
調理師法施行細則及び食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律施行細則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２７年３月３１日

愛媛県知事 中 村 時 広

調理師法施行細則及び食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律施行細則の一部を改正する規則

（調理師法施行細則の一部改正）

第１条 調理師法施行細則（昭和３４年愛媛県規則第５４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。
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改 正 後 改 正 前

（受験手続）

第１条 調理師法（昭和３３年法律第１４７号。以下「法」という。）

第３条第２号 に規定する調理師試験（以下「試験」とい

う。）を受けようとする者は、調理師試験受験願書（様式第１

号）に次に掲げる書類を添えて知事に提出しなければならない。

�～� 省略

第８条 省略

（書類の経由）

第９条 法、政令、省令及びこの規則の規定により知事又は知事を

経由して厚生労働大臣に提出する書類は、県内に住所を有する者

にあつては住所地を管轄する保健所長を経由し、県外に住所を有

する者にあつては直接提出しなければならない。

（受験手続）

第１条 調理師法（昭和３３年法律第１４７号。以下「法」という。）

第３条第１項第２号に規定する調理師試験（以下「試験」とい

う。）を受けようとする者は、調理師試験受験願書（様式第１

号）に次に掲げる書類を添えて知事に提出しなければならない。

�～� 省略

（副本の添付）

第８条 省令第５条及び省令第８条に規定する申請書又は省令第９

条に規定する届書には、それぞれ副本１通を添えるものとする。

第９条 省略

（書類の経由）

第１０条 法、政令、省令及びこの規則の規定により知事又は知事を

経由して厚生労働大臣に提出する書類は、県内に住所を有する者

にあつては住所地を管轄する保健所長を経由し、県外に住所を有

する者にあつては直接提出しなければならない。

（食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律施行細則の一部改正）

第２条 食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律施行細則（平成４年愛媛県規則第１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（書類の経由）

第５条 法、省令及びこの規則の規定により、知事に提出し、又は

知事が交付する書類は、別に定めがあるもののほか、愛媛県食肉

衛生検査センター所長を経由するものとする。ただし、法第１２条

第５項第３号の養成施設、同項第４号の講習会及び法第１６条第２

項に規定する認定小規模食鳥処理業者に係る書類については、所

轄の保健所長を経由するものとする。

（書類の経由）

第５条 法、省令及びこの規則の規定により、知事に提出し、又は

知事が交付する書類は、別に定めがあるもののほか、愛媛県食肉

衛生検査センター所長を経由するものとする。ただし、法第１２条

第５項第３号の養成施設、同項第４号の講習会及び法第１６条第２

項に規定する認定小規模食鳥処理業者に係る書類については、所

轄の保健所長を経由するものとする。

附 則

この規則は、平成２７年４月１日から施行する。

��������������
�愛媛県規則第２０号
児童福祉法施行細則及び児童福祉法第５６条の規定による費用徴収規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２７年３月３１日

愛媛県知事 中 村 時 広

児童福祉法施行細則及び児童福祉法第５６条の規定による費用徴収規則の一部を改正する規則

（児童福祉法施行細則の一部改正）

第１条 児童福祉法施行細則（昭和３５年愛媛県規則第２９号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（委任）

第１条 省略

２ 法第３２条第２項及び地方自治法第１５３条第２項の規定により、

次に掲げる知事の権限は、地方局長に委任する。

�～�の１１ 省略

�の１２ 法第３４条の１８の規定による病児保育事業 の開始、変更

並びに廃止及び休止の届出の受理に関すること。

（委任）

第１条 省略

２ 法第３２条第２項及び地方自治法第１５３条第２項の規定により、

次に掲げる知事の権限は、地方局長に委任する。

�～�の１１ 省略

�の１２ 法第３４条の１５の規定による家庭的保育事業の開始、変更

並びに廃止及び休止の届出の受理に関すること。

改 正 後 改 正 前
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�の１３ 法第３４条の１８の２第１項の規定による病児保育事業を行

う者 に対する報告の徴収及び立入検査に関すること。

�の１４ 法第３４条の１８の２第２項において準用する法第１８条の１６

第２項の規定による当該職員の身分を示す証明書の交付に関す

ること。

�の１５ 削除

�の１６ 法第３４条の１８の２第３項の規定による病児保育事業を行

う者 に対する事業の制限及び停止の命令に関すること。

�の１７・�の１８ 省略

�の１９ 法第３５条第１１項の規定による市町が設置する児童福祉施

設（乳児院、児童養護施設及び情緒障害児短期治療施設を除

く。）の廃止又は休止の届出の受理に関すること。

�の２０ 法第３５条第１２項の規定による国、県及び市町以外の者が

設置する児童福祉施設（乳児院、児童養護施設及び情緒障害児

短期治療施設を除く。）の廃止又は休止の承認に関すること。

�～�の２ 省略

�の３ 法第５８条第１項の規定による児童福祉施設（乳児院、児

童養護施設及び情緒障害児短期治療施設を除く。）の設置の認

可の取消しに関すること。

�～� 省略

� 法第５９条の２第１項及び第２項の規定による法第６条の３第

９項から第１２項までに規定する業務又は法第３９条第１項に規定

する業務を目的とする施設（以下「認可外保育施設」とい

う。）に係る届出の受理に関すること。

�～� 省略

３ 省略

（病児保育事業開始届出書）

第３８条の５ 法第３４条の１８第１項の規定による届出は、病児保育事

業開始届出書 （様式第３０号の１８）により行うものとする。

（病児保育事業変更届出書）

第３８条の６ 法第３４条の１８第２項の規定による届出は、病児保育事

業変更届出書 （様式第３０号の１９）により行うものとする。

（病児保育事業廃止届出書等）

第３８条の７ 法第３４条の１８第３項の規定による届出は、病児保育事

業廃止（休止）届出書 （様式第３０号の２０）により行うものとす

る。

（児童福祉施設設置、廃止、休止等の届出書等）

第３９条 省略

２ 法第３５条第１１項の規定による届出は児童福祉施設廃止（休止）

届出書（様式第３２号の２）により、施行規則第３８条第２項の規定

による申請は児童福祉施設廃止（休止）承認申請書（様式第３３

号）により行うものとする。

（措置費等の請求書）

第４５条 法第５０条第６号の２及び同条第７号に規定する費用（里親

への委託に要する費用を除く。）は児童福祉措置費請求書（様式

第３７号）により、当該月分についてその月の８日までに知事に請

�の１３ 法第３４条の１７第１項 の規定による家庭的保育事業を

行う市町に対する報告の徴収及び立入検査に関すること。

�の１４ 法第３４条の１７第２項 において準用する法第１８条の１６

第２項の規定による当該職員の身分を示す証明書の交付に関す

ること。

�の１５ 法第３４条の１７第３項の規定による家庭的保育事業を行う

市町に対する措置命令に関すること。

�の１６ 法第３４条の１７第４項 の規定による家庭的保育事業を

行う市町に対する事業の制限及び停止の命令に関すること。

�の１７・�の１８ 省略

�の１９ 法第３５条第６項の規定による市町が設置する児童福祉施

設（乳児院、児童養護施設及び情緒障害児短期治療施設を除

く。）の廃止又は休止の届出の受理に関すること。

�の２０ 法第３５条第７項の規定による国、県及び市町以外の者が

設置する児童福祉施設（乳児院、児童養護施設及び情緒障害児

短期治療施設を除く。）の廃止又は休止の承認に関すること。

�～�の２ 省略

�の３ 法第５８条 の規定による児童福祉施設（乳児院、児

童養護施設及び情緒障害児短期治療施設を除く。）の設置の認

可の取消しに関すること。

�～� 省略

� 法第５９条の２第１項及び第２項の規定による法第３９条

に規定

する業務を目的とする施設（以下「認可外保育施設」とい

う。）に係る届出の受理に関すること。

�～� 省略

３ 省略

（私立認定保育所選考方法届出書等）

第１７条の２ 施行規則第２４条の２第２項の規定による届出は、私立

認定保育所選考方法届出書（様式第１８号の２）によるものとす

る。

２ 前項の届出書は、私立認定保育所の所在地を管轄する地方局長

を経由しなければならない。

（家庭的保育事業開始届出書）

第３８条の５ 法第３４条の１５第１項の規定による届出は、家庭的保育

事業開始届出書（様式第３０号の１８）による ものとする。

（家庭的保育事業変更届出書）

第３８条の６ 法第３４条の１５第２項の規定による届出は、家庭的保育

事業変更届出書（様式第３０号の１９）による ものとする。

（家庭的保育事業廃止届出書等）

第３８条の７ 法第３４条の１５第３項の規定による届出は、家庭的保育

事業廃止（休止）届出書（様式第３０号の２０）による ものとす

る。

（児童福祉施設設置、廃止、休止等の届出書等）

第３９条 省略

２ 法第３５条第６項の規定による届出は児童福祉施設廃止（休止）

届出書（様式第３２号の２）により、施行規則第３８条第２項の規定

による申請は児童福祉施設廃止（休止）承認申請書（様式第３３

号）による ものとする。

（措置費等の請求書）

第４５条 法第５０条第６号の３及び同条第７号に規定する費用（里親

への委託に要する費用を除く。）は児童福祉措置費請求書（様式

第３７号）により、当該月分についてその月の８日までに知事に請
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求しなければならない。ただし、医療費については、診療報酬請

求明細書により毎翌月の１０日までに知事に請求しなければならな

い。

２ 省略

様式第２３号の４（第２３条の４関係） 養育里親（専門里親）・養子

縁組希望里親・親族里親家庭調査票

省略

申

請

者

に

つ

い

て

の

事

項

省略

欠格

事由

該当

の有

無

省略 欠格

事由

該当

の有

無

省略

３ 児童福祉法（昭和２２年

法律第１６４号）、児童買

春、児童ポルノに係る行

為等の規制及び処罰並び

に児童の保護等に関する

法律（平成１１年法律第５２

号）、社会福祉法（昭和

２６年法律第４５号）、児童

扶養手当法（昭和３６年法

律第２３８号）、特別児童扶

養手当等の支給に関する

法律（昭和３９年法律第

１３４号）、児童手当法（昭

和４６年法律第７３号）、平

成２２年度等における子ど

も手当の支給に関する法

律（平成２２年法律第１９

号）、平成２３年度におけ

る子ども手当の支給等に

関する特別措置法 （平

成２３年法律第１０７号）、就

学前の子どもに関する教

育、保育等の総合的な提

供の推進に関する法律

（平成１８年法律第７７号）

又は子ども・子育て支援

法（平成２４年法律第６５

号）の規定により罰金の

刑に処せられ、その執行

を終わり、又は執行を受

けることがなくなるまで

の者

省

略

３ 児童福祉法、児童買

春、児童ポルノに係る行

為等の規制及び処罰並び

に児童の保護等に関する

法律、社会福祉法、児童

扶養手当法、特別児童扶

養手当等の支給に関する

法律、児童手当法、平成

２２年度等における子ども

手当の支給に関する法律

、平成２３年度における子

ども手当の支給等に関す

る特別措置法、就学前の

子どもに関する教育、保

育等の総合的な提供の推

進に関する法律又は子ど

も・子育て支援法の規定

により罰金の刑に処せら

れ、その執行を終わり、

又は執行を受けることが

なくなるまでの者

省

略

省略 省略

省略

注 省略

第２条 児童福祉法施行細則の一部を次のように改正する。

様式第１８号の２を削る。

様式第３０号の１８から様式第３０号の２０までを次のように改める。

求しなければならない。ただし、医療費については、診療報酬請

求明細書により毎翌月の１０日までに知事に請求しなければならな

い。

２ 省略

様式第２３号の４（第２３条の４関係） 養育里親（専門里親）・養子

縁組希望里親・親族里親家庭調査票

省略

申

請

者

に

つ

い

て

の

事

項

省略

欠格

事由

該当

の有

無

省略 欠格

事由

該当

の有

無

省略

３ 児童福祉法（昭和２２年

法律第１６４号）、児童買

春、児童ポルノに係る行

為等の規制及び処罰並び

に児童の保護等に関する

法律（平成１１年法律第５２

号）、社会福祉法（昭和

２６年法律第４５号）、児童

扶養手当法（昭和３６年法

律第２３８号）、特別児童扶

養手当等の支給に関する

法律（昭和３９年法律第

１３４号）、児童手当法（昭

和４６年法律第７３号）、平

成２２年度等における子ど

も手当の支給に関する法

律（平成２２年法律第１９

号）又は平成２３年度にお

ける子ども手当の支給等

に関する特別措置法（平

成２３年法律第１０７号）

の規定により罰金の

刑に処せられ、その執行

を終わり、又は執行を受

けることがなくなるまで

の者

省

略

３ 児童福祉法、児童買

春、児童ポルノに係る行

為等の規制及び処罰並び

に児童の保護等に関する

法律、社会福祉法、児童

扶養手当法、特別児童扶

養手当等の支給に関する

法律、児童手当法、平成

２２年度等における子ども

手当の支給に関する法律

又は平成２３年度における

子ども手当の支給等に関

する特別措置法

の規定

により罰金の刑に処せら

れ、その執行を終わり、

又は執行を受けることが

なくなるまでの者

省

略

省略 省略

省略

注 省略

愛 媛 県 報平成２７年３月３１日 第２６５９号

３４９



様式第３０号の１８（第３８条の５関係） 病児保育事業開始届出書

愛 媛 県 報平成２７年３月３１日 第２６５９号
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様式第３０号の１９（第３８条の６関係） 病児保育事業変更届出書

愛 媛 県 報平成２７年３月３１日 第２６５９号
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様式第３０号の２０（第３８条の７関係） 病児保育事業廃止（休止）届出書

愛 媛 県 報平成２７年３月３１日 第２６５９号

３５２



（児童福祉法第５６条の規定による費用徴収規則の一部改正）

第３条 児童福祉法第５６条の規定による費用徴収規則（昭和４１年愛媛県規則第１３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（目的）

第１条 この規則は、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下

「法」という。）第５６条第２項に規定する費用のうち、法第５０条

第６号、第６号の２及び第７号から第７号の３までに規定する費

用の徴収について定めることを目的とする。

（費用の徴収）

第２条 知事、地方局長又は児童相談所長は、法第２２条第１項の規

定による助産の実施又は法第２３条第１項本文の規定による母子保

護の実施（以下「助産の実施等」という。）をした場合、法第２７

条第１項第３号の規定による措置又は同条第２項の規定による委

託をした場合、法第３３条の６第１項の規定による児童自立生活援

助の実施をした場合及び県の設置する助産施設又は母子生活支援

施設（以下「県設置施設」という。）において市町長（地方自治

法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の２２第１項の中核市の長を除

く。以下同じ。）が助産の実施等をした場合において、法第５０条

第６号、第６号の２及び第７号から第７号の３までに規定する費

用を、この規則の定めるところにより、当該助産の実施等又は措

置若しくは委託をした妊産婦、母子及び児童（以下「措置児童

等」という。）又はそれらの扶養義務者（以下「納入義務者」と

いう。）から徴収するものとする。

（目的）

第１条 この規則は、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下

「法」という。）第５６条第２項に規定する費用のうち、法第５０条

第６号、第６号の３及び第７号から第７号の３までに規定する費

用の徴収について定めることを目的とする。

（費用の徴収）

第２条 知事、地方局長又は児童相談所長は、法第２２条第１項の規

定による助産の実施又は法第２３条第１項本文の規定による母子保

護の実施（以下「助産の実施等」という。）をした場合、法第２７

条第１項第３号の規定による措置又は同条第２項の規定による委

託をした場合、法第３３条の６第１項の規定による児童自立生活援

助の実施をした場合及び県の設置する助産施設又は母子生活支援

施設（以下「県設置施設」という。）において市町長（地方自治

法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の２２第１項の中核市の長を除

く。以下同じ。）が助産の実施等をした場合において、法第５０条

第６号、第６号の３及び第７号から第７号の３までに規定する費

用を、この規則の定めるところにより、当該助産の実施等又は措

置若しくは委託をした妊産婦、母子及び児童（以下「措置児童

等」という。）又はそれらの扶養義務者（以下「納入義務者」と

いう。）から徴収するものとする。

附 則

この規則は、平成２７年４月１日から施行する。

��������������
�愛媛県規則第２１号
愛媛県身体障害者福祉法施行細則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２７年３月３１日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県身体障害者福祉法施行細則の一部を改正する規則

愛媛県身体障害者福祉法施行細則（昭和３４年愛媛県規則第２４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

様式第３（第６条関係）

身体障害者診断書・意見書（ 障害用）

省略

聴覚・平衡・音声・言語又はそしやくの機能障害の状態及び所見

様式第３（第６条関係）

身体障害者診断書・意見書（ 障害用）

省略

聴覚・平衡・音声・言語又はそしやくの機能障害の状態及び所見

省略 省略

１「聴覚障害」の状態及び所見

� 省略 � 省略

� 省略

� 省略

� 身体障害者手帳（聴覚障害）の所持状況 有・無

（注）聴覚障害で２級の診断をする場合のみ該当する方

を○で囲むこと。

２～４ 省略

１「聴覚障害」の状態及び所見

� 省略 � 省略

� 省略

� 省略

２～４ 省略

省略 省略

省略

別紙 省略

省略

別紙 省略
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附 則

（施行期日）

１ この規則は、平成２７年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ 改正後の愛媛県身体障害者福祉法施行細則様式第３聴覚・平衡・音声・言語又はそしやくの機能障害の状態及び所見の項の規定は、こ

の規則の施行の日以後の診断に係る書類について適用し、同日前の診断に係る書類については、なお従前の例による。

３ この規則施行の際現にある改正前の愛媛県身体障害者福祉法施行細則様式第３聴覚・平衡・音声・言語又はそしやくの機能障害の状態

及び所見の項の規定による書類の用紙は、当分の間、これを訂正して使用することができる。

��������������
�愛媛県規則第２２号
愛媛県立子ども療育センター使用規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２７年３月３１日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県立子ども療育センター使用規則の一部を改正する規則

愛媛県立子ども療育センター使用規則（平成１９年愛媛県規則第１９号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表第２（第５４条関係） 別表第２（第５４条関係）

名 称 区 分 単位 金 額 備考 名 称 区 分 単位 金 額 備考

省略 省略

文書料 普通証明書 １部 １，９４０円 省略 文書料 普通証明書 １部 １，８３０円 省略

省略 省略

省略 省略

自動車損害賠償保障法（昭和

３０年法律第９７号）に基づく明

細書

１部 ４，８６０円

自動車損害賠償保障法（昭和

３０年法律第９７号）に基づく明

細書

１部 ４，７５０円

省略 省略

附 則

１ この規則は、平成２７年４月１日から施行する。

２ 改正後の愛媛県立子ども療育センター使用規則別表第２の規定は、この規則の施行の日以後の文書の交付の申請に係る手数料について

適用し、同日前の文書の交付の申請に係る手数料については、なお従前の例による。

��������������
�愛媛県規則第２３号
愛媛県不動産特定共同事業者名簿等閲覧規則を次のように定める。

平成２７年３月３１日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県不動産特定共同事業者名簿等閲覧規則

（趣旨）

第１条 この規則は、不動産特定共同事業法（平成６年法律第７７号）第１３条の不動産特定共同事業者名簿その他書類（以下「名簿等」とい

う。）の閲覧に関し必要な事項を定めるものとする。

（閲覧所）

第２条 名簿等の閲覧の場所（以下「閲覧所」という。）は、愛媛県土木部道路都市局建築住宅課内に置く。

（休業日）

第３条 閲覧所の休業日は、愛媛県の休日を定める条例（平成元年愛媛県条例第３号）に規定する県の休日とする。

（閲覧時間）

第４条 閲覧所における閲覧時間は、県の執務時間とする。

（閲覧手続）
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第５条 名簿等を閲覧しようとする者は、閲覧所に備え付けてある閲覧簿に必要な事項を記入し、係員に申し出なければならない。

（閲覧上の遵守事項）

第６条 名簿等を閲覧する者（以下「閲覧者」という。）は、次に掲げる事項を遵守しなければならない。

� 名簿等は、所定の場所で閲覧し、外へ持ち出さないこと。

� 名簿等を亡失し、損傷し、若しくは汚損し、又はこれに加筆しないこと。

� 他の閲覧者に迷惑を及ぼさないこと。

� 名簿等の閲覧を終わったときは、確実に係員に返還すること。

� その他係員の指示に従うこと。

２ 知事は、閲覧者が前項の規定に違反した場合又はそのおそれがある場合には、その閲覧を禁止することがある。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

��������������
�愛媛県規則第２４号
愛媛県宅地建物取引業法施行細則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２７年３月３１日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県宅地建物取引業法施行細則の一部を改正する規則

愛媛県宅地建物取引業法施行細則（昭和５８年愛媛県規則第１８号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（手続の方法）

第４条 次の表の左欄に掲げる手続は、同表の右欄に掲げる書類を

送付し、又は提出することによつて行うものとする。

（手続の方法）

第４条 次の表の左欄に掲げる手続は、同表の右欄に掲げる書類を

送付し、又は提出することによつて行うものとする。

項 左 欄 右 欄 項 左 欄 右 欄

１ 省略 １ 省略

２ 法第１６条第１項の宅地建物

取引士資格試験 （以下

「試験」という。）の申込

み（法第１６条の２第１項の

規定による国土交通大臣の

指定を受けた者（以下「指

定試験機関」という。）に

試験事務を行わせる試験に

係るものを除く。）

宅地建物取引士資格試

験受験申込書 （様

式第３号）

２ 法第１６条第１項の宅地建物

取引主任者資格試験（以下

「試験」という。）の申込

み（法第１６条の２第１項の

規定による国土交通大臣の

指定を受けた者（以下「指

定試験機関」という。）に

試験事務を行わせる試験に

係るものを除く。）

宅地建物取引主任者資

格試験受験申込書（様

式第３号）

４ 省令第１４条の４第１項の規

定による登録をした旨の通

知

宅地建物取引士資格登

録簿登録通知書

（様式第５号）

４ 省令第１４条の４第１項の規

定による登録をした旨の通

知

宅地建物取引主任者資

格登録簿登録通知書

（様式第５号）

５ 省令第１４条の４第２項の規

定による登録を拒否した旨

の通知

宅地建物取引士資格登

録簿登録拒否通知書

（様式第６号）

５ 省令第１４条の４第２項の規

定による登録を拒否した旨

の通知

宅地建物取引主任者資

格登録簿登録拒否通知

書（様式第６号）

６ 省令第１４条の７第２項の規

定による変更の登録をした

旨の通知

宅地建物取引士資格登

録簿変更登録通知書

（様式第７号）

６ 省令第１４条の７第２項の規

定による変更の登録をした

旨の通知

宅地建物取引主任者資

格登録簿変更登録通知

書（様式第７号）

７ 法第２２条第１号の規定によ

る登録の消除の申請

宅地建物取引士資格登

録簿登録消除申請書

（様式第８号）

７ 法第２２条第１号の規定によ

る登録の消除の申請

宅地建物取引主任者資

格登録簿登録消除申請

書（様式第８号）
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８ 省令第１４条の８の規定によ

る登録を消除した旨の通知

宅地建物取引士資格登

録簿登録消除通知書

（様式第９号）

８ 省令第１４条の８の規定によ

る登録を消除した旨の通知

宅地建物取引主任者資

格登録簿登録消除通知

書（様式第９号）

９ 法第２２条の２第７項の規定

による宅地建物取引士証の

提出

宅地建物取引士証提出

書 （様式第１０号）

９ 法第２２条の２第７項の規定

による取引士主任者証 の

提出

宅地建物取引主任者証

提出書（様式第１０号）

１０ 法第２２条の２第８項の規定

による宅地建物取引士証の

返還請求

宅地建物取引士証返還

請求書 （様式第１１

号）

１０ 法第２２条の２第８項の規定

による取引士主任者証 の

返還請求

宅地建物取引主任者証

返還請求書（様式第１１

号）

１１～１３

省略

１１～１３

省略

２ 次の表の左欄に掲げる書類には、同表の右欄に掲げる書類を添

付しなければならない。

２ 次の表の左欄に掲げる書類には、同表の右欄に掲げる書類を添

付しなければならない。

項 左 欄 右 欄 項 左 欄 右 欄

１ 宅地建物取引士

資格試験受験申

込書

省令第１０条の５第６号に規定

する登録講習修了者にあつて

は、同号の登録講習修了者証明

書

１ 宅地建物取引主

任者資格試験受

験申込書

� 法第１６条第３項第１号に該

当する場合にあつては、卒業

証明書又はこれに代わる書面

� 法第１６条第３項第２号又は

第３号に該当する場合にあつ

ては、そのことを証する書面

２ 宅地建物取引士

資格登録簿登録

消除申請書

宅地建物取引士証 の交付

を受けている者にあつては、当

該宅地建物取引士証

２ 宅地建物取引主

任者資格登録簿

登録消除申請書

宅地建物取引主任者証の交付

を受けている者にあつては、当

該宅地建物取引主任者証

３ 省略 ３ 省略

様式第１号（第３条関係） 従事者変更届出書 様式第１号（第３条関係） 従事者変更届出書

省略 省略

省略 変 更 前 変 更 後 省略 変 更 前 変 更 後

従事する

者の数

うち専任の宅地

建物取引士の数

従事する

者の数

うち専任の宅地

建物取引士の数

従事する

者の数

うち専任の取引

主任者 の数

従事する

者の数

うち専任の取引

主任者 の数

省略 省略

省略 宅地建物取引士にあつて

は、その登録番号

省略 省略 取引主任者 にあつて

は、その登録番号

省略

省略 省略

注 １ １の「従事する者の数」の欄には、役員、専任の宅地

建物取引士その他の営業に従事する者のみならず、一般

管理部門に所属する者及び補助的な事務に従事する者を

含めた数を記入すること。

２・３ 省略

様式第３号（第４条関係） 宅地建物取引士資格試験受験申込書

注 １ １の「従事する者の数」の欄には、役員、専任の取引

主任者 その他の営業に従事する者のみならず、一般

管理部門に所属する者及び補助的な事務に従事する者を

含めた数を記入すること。

２・３ 省略

様式第３号（第４条関係） 宅地建物取引主任者資格試験受験申込

書

省略
宅地建物取引士資格試験受験申込書

省略
宅地建物取引主任者資格試験受験申込書

愛媛県

収入証

紙

私は、宅地建物取引士資格試験 を受けたいので申し込みま

す。私は、次に記入した事項が真実で、かつ、正確であることを

誓います。

省略

愛媛県

収入証

紙

私は、宅地建物取引主任者資格試験を受けたいので申し込みま

す。私は、次に記入した事項が真実で、かつ、正確であることを

誓います。

省略
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円を貼

付して

く

だ さ

い。

省略

省略 円をち

よう付

してく

だ さ

い。

省略

省略

４

現 住 所 □□□―□□□□

電話 ―

４
現 住 所 □□□―□□□□

電話 ―
５
勤 務 先

電話 ―

６

学

歴

学校名 所 在 地 在学期間 卒、中退別

年 月から

年 月まで
卒、中 退

５

勤 務 先

電話 ―

勤務先

名
免許証番号 在 職 期 間

職務

内容

７

実務

経験

（ ）第 号 年 月から 年 月まで

６
登録講習修了試験

合 格 年 月 日
年 月 日

（ ）第 号 年 月から 年 月まで

（ ）第 号 年 月から 年 月まで

省略 省略

注 １ 次の書類を添付すること。

� 登録講習修了者（宅地建物取引業法施行規則（昭和

３２年建設省令第１２号）第１０条の５第６号に規定する登

録講習修了者をいう。以下同じ。）にあつては、同号

の登録講習修了者証明書

� 省略

２ 省略

３ ６の「登録講習修了試験合格年月日」の欄は、登録講

習修了者である場合に記入すること。

４・５ 省略

別紙 受験票・整理票・合格通知書

（表） 省略

（裏）

注 １ 次の書類を添付すること。

� 宅地建物取引業法（昭和２７年 法 律 第１７６号。以 下

「法」という。）第１６条第３項第１号に該当する場合

にあつては、卒業証明書又はこれに代わる書面

� 法第１６条第３項第２号又は第３号に該当する場合に

あつては、そのことを証する書面

� 省略

２ 省略

３ ７の「実務経験」の欄に書き切れない場合は、別の用

紙に書くこと。

４・５ 省略

別紙 受験票・整理票・合格通知書

（表） 省略

（裏）

年 省略 宅地建物取引士資格試験 年 省略 宅地建物取引主任者資格試験

度宅

地建

物取

引士

資格

試験

省略

省略 写真貼付欄 合 格 通 知 書

あなたは、 年度宅地建物取引

士資格試験 に合格したので通知し

ます。

なお、合格証書は、あなたの受験申

込書を受け付けた地方局

において、 年 月 日から 年

月 日までの間に交付しますので、印

鑑とこの合格通知書を持参の上、受領

してください。

省略

（表に宛先 を記入してください。）

度宅

地建

物取

引主

任者

資格

試験

省略

省略 写真ちよう付欄 合 格 通 知 書

あなたは、 年度宅地建物取引

主任者資格試験に合格したので通知し

ます。

なお、合格証書は、あなたの受験申

込書を受け付けた地方局

において、 年 月 日から 年

月 日までの間に交付しますので、印

鑑とこの合格通知書を持参のうえ受領

してください。

省略

（表にあて先を記入してください。）

省略 省略

注 １ 省略

２ 写真は、受

験申込前６箇

月以内に脱帽

正面から上半

身を写したも

のを貼つてく

ださい。

３・４ 省略

注 １ 省略

２ 写真は、受

験申込前６箇

月以内に脱帽

正面から上半

身を写したも

のをはつてく

ださい。

３・４ 省略

注 省略

様式第５号（第４条関係） 宅地建物取引士資格登録簿登録通知書

（表） 省略

（裏）

注 省略

様式第５号（第４条関係） 宅地建物取引主任者資格登録簿登録通

知書

（表） 省略

（裏）

宅地建物取引士資格登録簿登録通知書

省略

年 月 日付けで申請のあつた宅地建物取引士

の資格登録については、宅地建物取引業法（昭和２７年法律

第１７６号）第１９条第２項の規定に基づき次のとおり登録したの

で、宅地建物取引業法施行規則（昭和３２年建設省令第１２号）

第１４条の４第１項の規定に基づき通知します。

省略

宅地建物取引主任者資格登録簿登録通知書

省略

年 月 日付けで申請のあつた宅地建物取引主任

者の資格登録については、宅地建物取引業法（昭和２７年法律

第１７６号）第１９条第２項の規定に基づき次のとおり登録したの

で、宅地建物取引業法施行規則（昭和３２年建設省令第１２号）

第１４条の４第１項の規定に基づき通知します。

省略
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省略 省略

注 省略

様式第６号（第４条関係） 宅地建物取引士資格登録簿登録拒否通

知書

注 省略

様式第６号（第４条関係） 宅地建物取引主任者資格登録簿登録拒

否通知書

宅地建物取引士資格登録簿登録拒否通知書

省略

年 月 日付けで申請のあつた宅地建物取引士資格

登録申請 については、次の理由により登録をすることが

できませんので、宅地建物取引業法施行規則（昭和３２年建設

省令第１２号）第１４条の４第２項の規定に基づき通知します。

省略

宅地建物取引主任者資格登録簿登録拒否通知書

省略

年 月 日付けで申請のあつた宅地建物取引主任者

資格登録申請については、次の理由により登録をすることが

できませんので、宅地建物取引業法施行規則（昭和３２年建設

省令第１２号）第１４条の４第２項の規定に基づき通知します。

省略

省略 省略

様式第７号（第４条関係） 宅地建物取引士資格登録簿変更登録通

知書

（表） 省略

（裏）

様式第７号（第４条関係） 宅地建物取引主任者資格登録簿変更登

録通知書

（表） 省略

（裏）

宅地建物取引士資格登録簿変更登録通知書

省略

年 月 日付けで申請のあつた宅地建物取引士資格

の変更登録申請については、次の事項について変更登録

したので、宅地建物取引業法施行規則（昭和３２年建設省令第

１２号）第１４条の７第２項の規定に基づき通知します。

省略

宅地建物取引主任者資格登録簿変更登録通知書

省略

年 月 日付けで申請のあつた宅地建物取引主任者

資格の変更登録申請については、次の事項について変更登録

したので、宅地建物取引業法施行規則（昭和３２年建設省令第

１２号）第１４条の７第２項の規定に基づき通知します。

省略

省略 省略

注 省略

様式第８号（第４条関係） 宅地建物取引士資格登録簿登録消除申

請書

注 省略

様式第８号（第４条関係） 宅地建物取引主任者資格登録簿登録消

除申請書

宅地建物取引士資格登録簿登録消除申請書

省略

宅地建物取引主任者資格登録簿登録消除申請書

省略

省略 省略

注 １ 宅地建物取引士証 の交付を受けている者にあつて

は、当該宅地建物取引士証 を添付すること。

２ 省略

様式第９号（第４条関係） 宅地建物取引士資格登録簿登録消除通

知書

注 １ 宅地建物取引主任者証の交付を受けている者にあつて

は、当該宅地建物取引主任者証を添付すること。

２ 省略

様式第９号（第４条関係） 宅地建物取引主任者資格登録簿登録消

除通知書

宅地建物取引士資格登録簿登録消除通知書

省略

宅地建物取引主任者資格登録簿登録消除通知書

省略

省略 省略

様式第１０号（第４条関係） 宅地建物取引士証提出書 様式第１０号（第４条関係） 宅地建物取引主任者証提出書

宅地建物取引士証提出書

省略

宅地建物取引主任者証提出書

省略

省略 省略

宅地建物取引士証

発 行 番 号

省略 取 引 主 任 者 証

発 行 番 号

省略

宅地建物取引士証

交 付 年 月 日

省略 取 引 主 任 者 証

交 付 年 月 日

省略

省略 省略
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附 則

（施行期日）

１ この規則は、平成２７年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この規則施行の際現に提出されている改正前の愛媛県宅地建物取引業法施行細則様式第８号の規定による宅地建物取引主任者資格登録

簿登録消除申請書は、改正後の愛媛県宅地建物取引業法施行細則様式第８号の規定による宅地建物取引士資格登録簿登録消除申請書とみ

なす。

３ この規則施行の際現にある改正前の愛媛県宅地建物取引業法施行細則様式第１号の規定による従事者変更届出書の用紙は、当分の間、

これを訂正して使用することができる。

�愛媛県告示第３９６号
漁船損害等補償法（昭和２７年法律第２８号）第１１２条の２第２項の

規定による届出を審査した結果、次の加入区について、同法第１１２

条第１項の規定による同意があったと認めたので、同法第１１２条の

２第３項及び漁船損害等補償法施行規則（昭和２７年農林省令第１８号）

第２６条の３の規定により告示する。

平成２７年３月３１日

愛媛県知事 中 村 時 広

（南予地方局産業経済部管内）

三机加入区

大江志津小島加入区

�������
�愛媛県告示第３９７号
漁船損害等補償法（昭和２７年法律第２８号）第１１３条の２第１項第

１号の規定により、次の加入区について、漁船損害等補償法に基づ

く付保義務の発生（平成２３年４月愛媛県告示第４５８号）による保険

に付すべき義務は、平成２７年３月３０日限り消滅したので、同条第２

項及び漁船損害等補償法施行規則（昭和２７年農林省令第１８号）第２６

条の３の規定により告示する。

平成２７年３月３１日

愛媛県知事 中 村 時 広

（南予地方局産業経済部管内）

三机加入区

大江志津小島加入区

注 １ 交付を受けている宅地建物取引士証 を添付するこ

と。

２ 省略

様式第１１号（第４条関係） 宅地建物取引士証返還請求書

注 １ 交付を受けている宅地建物取引主任者証を添付するこ

と。

２ 省略

様式第１１号（第４条関係） 宅地建物取引主任者証返還請求書

宅地建物取引士証返還請求書

省略

宅地建物取引主任者証返還請求書

省略

省略 省略

宅地建物取引士証

発 行 番 号

省略 取 引 主 任 者 証

発 行 番 号

省略

宅地建物取引士証

交 付 年 月 日

省略 取 引 主 任 者 証

交 付 年 月 日

省略

省略 省略

注 省略

様式第１５号（第５条関係） 合格証書

注 省略

様式第１５号（第５条関係） 合格証書

省略

宅地建物取引業法（昭和２７年法律第１７６号）第１６条第１項の

規定による宅地建物取引士資格試験 に合格したことを証

する。

省略

省略

宅地建物取引業法（昭和２７年法律第１７６号）第１６条第１項の

規定による宅地建物取引主任者資格試験に合格したことを証

する。

省略

告 示
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�愛媛県告示第３９８号
海岸法（昭和３１年法律第１０１号）第３条第１項の規定により海岸保全区域を指定したので、海岸保全区域の指定（昭和５２年９月愛媛県告

示第９８９号）の一部を次のように改正する。

平成２７年３月３１日

愛媛県知事 中 村 時 広

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

海岸

名
市町

主管

省

管理

者
区 域

海岸

名

市町

村

主管

省

管理

者
区 域

中之

庄

四国

中央

市

国土

交通

省

愛媛

県知

事

基点１から基点１１までを順次結ん

だ線、基点１１と補助点７を寒川港港

湾区域境界線に沿つて結んだ線、補

助点７、補助点６、補助点５、補助

点４、補助点３及び補助点２を順次

結んだ線、補助点２と補助点１を三

島川之江港港湾区域境界線に沿つて

結んだ線並びに補助点１と基点１を

結んだ線により囲まれた区域

基点及び補助点の表示（角度の表

示は、真北）

基点１は、四国中央市三島金子一

丁目字金子１９５１番地先の標柱（北緯

３３度５８分５８秒、東 経１３３度３２分１７

秒）

基点２は、基点１から２１８度２０分

００秒３１．９２メートルの地点

基点３は、基点２から３１０度０３分

３８秒６２５．３３メートルの地点

基点４は、基点３から２２０度４９分

４０秒５６１．２０メートルの地点

基点５は、基点４から２３６度２０分

００秒５７２．３２メートルの地点

基点６は、基点５から１４７度２０分

００秒３９４．００メートルの地点

基点７は、基点６から２２８度２０分

００秒８３．００メートルの地点

基点８は、基点７から２６０度２０分

００秒１０８．００メートルの地点

基点９は、基点８から２２７度２０分

００秒３６１．００メートルの地点

基点１０は、基点９から２３１度２０分

００秒１５３．００メートルの地点

基点１１は、基点１０から２４７度２０分

００秒１７３．００メートルの地点

補助点７は、基点１１から３３６度２０

分００秒８１．００メートルの地点

補助点６は、基点１０から３４０度００

分１８秒７３．３０メートルの地点

補助点５は、基点６から２９０度３３

分１８秒１５５．２３メートルの地点

中之

庄

伊予

三島

市

国土

交通

省

愛媛

県知

事

１点から１２点までを順次結んだ

線、１２点と１３点を寒川港港湾区域境

界線に沿つて結んだ線、１３点から２０

点までを順次結んだ線及び２０点と１

点を結んだ線により囲まれた区域

１点は、伊予三島市金子一丁目

１９４７番地４地先に設置した標識柱

２点は、１点から２２５度１７８メート

ルの地点

３点は、２点から２４３度３０分３６４メ

ートルの地点

４点は、３点から２３８度３８３メート

ルの地点

５点は、４点から３３３度５１４メート

ルの地点

６点は、５点から２４３度４３９．５メー

トルの地点

７点は、６点から１５４度３９４メート

ルの地点

８点は、７点から２３５度８３メート

ルの地点

９点は、８点から２６７度１０８メート

ルの地点

１０点は、９点から２３４度３６１メート

ルの地点

１１点は、１０点から２３８度１５３メート

ルの地点

１２点は、１１点から２５４度１７３メート

ルの地点

１３点は、１２点から３４３度８１メート

ルの地点

１４点は、１３点から７６度３０分１７８メ

ートルの地点

１５点は、１４点から６５度５８９メート

ルの地点

１６点は、１５点から３３３度３０分３５５メ

ートルの地点

１７点は、１６点から６３度３０分６１４メ

ートルの地点

１８点は、１７点から１５２度５２３メート

ルの地点
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�愛媛県告示第３９９号
海岸法（昭和３１年法律第１０１号）第３条第１項の規定により海岸保全区域を指定したので、海岸保全区域の指定（昭和３３年３月愛媛県告

示第２７７号）の一部を次のように改正する。

平成２７年３月３１日

愛媛県知事 中 村 時 広

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

補助点４は、基点５から２７８度５７

分０４秒１２８．４６メートルの地点

補助点３は、基点４から２８２度２０

分１４秒１１３．７８メートルの地点

補助点２は、基点３から３５８度００

分０８秒１４７．１１メートルの地点

補助点１は、基点１から３８度２０分

００秒３３．１２メートルの地点

１９点は、１８点から５９度３０分３９２メ

ートルの地点

２０点は、１９点から５７度３０分４３２．５

メートルの地点

改 正 後 改 正 前

豊後水道東沿岸 豊後水道東沿岸

海岸名

地区

海岸

名

地先

海岸

名

区 域 海岸名

地区

海岸

名

地先

海岸

名

区 域

省略 省略

省略 省略

三崎港

（伊方

町）

三崎 三崎 基点１から基点１７までを順次結んだ線

並びに基点１７、補助点１１、補助点１０、補

助点９、補助点８、補助点７、補助点

６、補助点５、補助点４、補助点３、補

助点２、補助点１及び基点１を順次結ん

だ線により囲まれた区域

基点及び補助点の表示（角度の表示

は、真北）

基点１は、西宇和郡伊方町三崎１１２２番

地先の標柱（北緯３３度２３分１６秒、東経

１３２度０７分１５秒）

基 点２は、基 点１か ら６５度０７分３８秒

７．４１メートルの地点

基点３は、基点２から３４３度２７分５８秒

１４６．０８メートルの地点

基点４は、基点３から３２８度１３分１２秒

９９．３３メートルの地点

基 点５は、基 点４か ら５６度２３分５２秒

２８．９３メートルの地点

基点６は、基点５から３１６度１９分４０秒

１００．８２メートルの地点

基点７は、基点６から３１５度３２分１１秒

３５．２０メートルの地点

基点８は、基点７から３１６度４１分５４秒

２８．２２メートルの地点

三崎港

（三崎

町）

三崎 三崎 イ線、ロ線、ハ線、ニ線及びホ線により

囲まれた区域

注

イ線 三崎町三崎字タキノマエ３４２１番

地々先三崎地区海岸護岸石積西端起点

標柱から３０度２０メートルの地点まで引

いた線

ロ線 イ線の終点より三崎町三崎字ハマ

１６８４番地物揚場標柱から６６度２０メート

ルの地点に至る三崎海岸護岸及び物揚

場並びに道路護岸天端前肩から陸地側

２０メートルの線

ハ線 ロ線の終点から２４７度５０メートル

の地点まで引いた線

ニ線 ハ線の終点よりイ線の起点から

２１１度３０メートルの地点に至る三崎海

岸護岸及び物揚場並びに道路護岸天端

前肩から海面側３０メートルの線

ホ線 ニ線の終点とイ線の起点を結んだ

線

��������������
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�愛媛県告示第４００号
海岸保全区域の指定（昭和３２年９月愛媛県告示第７２１号）の一部

を次のように改正する。

平成２７年３月３１日

愛媛県知事 中 村 時 広

別表二名の項を削る。

基点９は、基点８から３１６度５６分５４秒

１０．４７メートルの地点

基点１０は、基点９から３０１度０１分１７秒

７４．２５メートルの地点

基点１１は、基点１０から２２５度４１分０８秒

１２２．５２メートルの地点

基点１２は、基点１１から３１５度５０分０５秒

１７２．１３メートルの地点

基点１３は、基点１２から２６７度１５分４６秒

６６．４７メートルの地点

基点１４は、基点１３から２３８度１２分０８秒

８５．０４メートルの地点

基点１５は、基点１４から２５１度５７分５２秒

８６．６１メートルの地点

基点１６は、基点１５から２４３度５２分２０秒

１９７．２１メートルの地点

基点１７は、基点１６から２３４度０７分０３秒

１０７．０３メートルの地点

補助点１１は、基点１７から１８０度５５分４０

秒１１１．７２メートルの地点

補助点１０は、基点１６から９１度５９分３３秒

１６０．１６メートルの地点

補助点９は、基点１３から１５８度４５分０２

秒１２９．３４メートルの地点

補助点８は、基点１１から１７７度４７分３３

秒１４９．２０メートルの地点

補助点７は、基点１０から１７３度１８分３４

秒１３９．７６メートルの地点

補助点６は、基点４から１８４度３８分５３

秒１２２．２３メートルの地点

補助点５は、基点３から２３２度３４分５０

秒１６６．２７メートルの地点

補助点４は、基点３から１９９度０３分５６

秒１９３．４８メートルの地点

補助点３は、基点３から１９３度２６分２６

秒１６０．６５メートルの地点

補助点２は、基点３から１８５度１７分１６

秒１６９．３５メートルの地点

補助点１は、基点３から１７０度４０分０６

秒１４９．６８メートルの地点

省略 省略
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�愛媛県告示第４０１号
海岸法（昭和３１年法律第１０１号）第３条第１項の規定により、次のとおり海岸保全区域を指定する。

平成２７年３月３１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第４０２号
電線共同溝の整備等に関する特別措置法（平成７年法律第３９号）第３条第１項の規定に基づき、電線共同溝を整備すべき道路として指定

した区間を次のように変更した。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２７年３月３１日

愛媛県知事 中 村 時 広

海 岸 名 市 町 主 管 省 管 理 者 区 域

燧灘沿岸二
名海岸

四国中央市 国土交通省 愛媛県知事

基点１から基点８までを順次結んだ線並びに基点８、補助点８、補助点７、補助点６、補助点５、
補助点４、補助点３、補助点１及び基点１を順次結んだ線により囲まれた区域
基点及び補助点の表示（角度の表示は、真北）
基点１は、四国中央市川之江町３７２１番６に設置された標柱
基点２は、基点１から１３５度４１分０２秒９．２６メートルの地点
基点３は、基点２から４７度０１分４８秒１１８．３６メートルの地点
基点４は、基点３から３２０度０８分５２秒５２９．１７メートルの地点
基点５は、基点４から２５度５３分０６秒４５６．６５メートルの地点
基点６は、基点５から１１５度５２分５７秒５０２．００メートルの地点
基点７は、基点６から２２度３８分１５秒６３５．００メートルの地点
基点８は、基点７から３５９度４４分１８秒１９．２０メートルの地点
補助点８は、基点８から１４度０４分５５秒３０．００メートルの地点
補助点７は、基点７から２９９度５０分４４秒１４９．００メートルの地点
補助点６は、基点６から３１２度２５分４８秒１５８．００メートルの地点
補助点５は、基点５から３２９度２２分４３秒８１．５４メートルの地点
補助点４は、基点４から２８０度３０分０１秒７０．５３メートルの地点
補助点３は、基点３から２８２度０９分３４秒７３．１１メートルの地点
補助点１は、基点１から３１５度４１分０２秒５０．７４メートルの地点
基点９から基点１３までを順次結んだ線並びに基点１３、補助点１３、補助点１２－２、補助点１２－１、補

助点１１、補助点９及び基点９を順次結んだ線により囲まれた区域
基点９は、四国中央市川之江町余木１１０５番２に設置された標柱
基点１０は、基点９から１６５度１０分３７秒２６．００メートルの地点
基点１１は、基点１０から４９度５０分００秒１９５．００メートルの地点
基点１２は、基点１１から３７度０１分３４秒４２９．００メートルの地点
基点１３は、基点１２から２４度２６分４１秒６４７．００メートルの地点
補助点１３は、基点１３から２９４度１２分０８秒１５２．００メートルの地点
補助点１２－２は、基点１２から３２９度２５分２１秒１８５．００メートルの地点
補助点１２－１は、基点１２から２８７度１２分４２秒１６３．００メートルの地点
補助点１１は、基点１１から２８２度０７分２０秒１６９．００メートルの地点
補助点９は、基点９から８度２７分５７秒７０．００メートルの地点

道路の種類 路 線 名 旧・新
別 区 間 敷 地 の

幅 員

メートル

延 長

キロメートル

県 道 六軒家石手線

旧

松山市道後湯之町１５６３番１から

同市道後湯之町１６１２番７まで
７．０～２７．６ ２０９．０

松山市祝谷町１丁目４８７番１から

同市道後鷺谷町甲１６５７番１まで
１０．０～２０．０ ３２６．０

新
松山市祝谷町１丁目４８７番１から

同市道後湯之町８７６番６まで
９．８～２１．８ ６１０．０

〃
道後公園線

六軒家石手線

旧
松山市道後町２丁目７１２番９地先から

同市道後湯之町１６１２番７地先まで
１６．１～４３．７ ６６０．０

新
松山市道後町２丁目７１２番９地先から

同市道後湯之町８７２番２地先まで
１６．１～４３．７ ５５３．０
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�愛媛県訓令第２号

総 務 部

企 画 振 興 部

県 民 環 境 部

経 済 労 働 部

農 林 水 産 部

産業技術研究所

愛媛県ＥＶ開発推進班規程を廃止する訓令を次のように定める。

平成２７年３月３１日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県ＥＶ開発推進班規程を廃止する訓令

愛媛県ＥＶ開発推進班規程（平成２２年愛媛県訓令第８号）は、廃止する。

附 則

この訓令は、平成２７年４月１日から施行する。

�愛媛県教育委員会規則第３号
地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴う関係教育委員会規則の整備等に関する規則を次のように定

める。

平成２７年３月３１日

愛媛県教育委員会

委員長 松 岡 義 勝

地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴う関係教育委員会規則の整備等に関する規則

（愛媛県教育委員会公告式規則の一部改正）

第１条 愛媛県教育委員会公告式規則（昭和３１年愛媛県教育委員会規則第５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（目的）

第１条 地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律

第１６２号）第１５条第２項の規定に基づく公告式は、この規則の定め

るところによる。

（規則の公布）

第２条 教育委員会規則（以下「規則」という。）は、教育委員会

（以下「委員会」という。）の会議において議決した日から起算

して７日以内に番号、公布の旨の前文及び年月日を記入し、教育

長が署名して公布する。

２ 省略

（規程の公布）

第４条 委員会の定める規程で、公表を要するものの公布は、番

号、公布の旨の前文、年月日及び教育長名を記入し、教育長印を

押さなければならない。

２ 省略

（目的）

第１条 地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律

第１６２号）第１４条第２項の規定に基く 公告式は、この規則の定め

るところによる。

（規則の公布）

第２条 教育委員会規則（以下「規則」という。）は、教育委員会

（以下「委員会」という。）の会議において議決した日から起算

して７日以内に番号、公布の旨の前文及び年月日を記入し、委員

長が署名して公布する。

２ 省略

（規程の公布）

第４条 委員会の定める規程で、公表を要するものの公布は、番

号、公布の旨の前文、年月日及び委員長名を記入し、委員長印を

押さなければならない。

２ 省略

（愛媛県教育委員会会議規則の一部改正）

第２条 愛媛県教育委員会会議規則（昭和３１年愛媛県教育委員会規則第６号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

教育委員会規則

訓 令
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改 正 後 改 正 前

（定例会、臨時会）

第２条 省略

２ 省略

３ 臨時会は、教育長が必要と認めるとき又は委員２名以上の者か

ら書面で会議に付議すべき事件を示して請求があつたとき、これ

を開催する。

（会議の招集）

第３条 会議開催の日時及び場所は、会議に付議すべき事件ととも

に、教育長があらかじめ委員に通知しなければならない。

（委員の応招）

第４条 省略

２ 委員は、会議の招集に応ずることができないときは、その事由

を具して会議開会の指定時刻までに教育長に届け出なければなら

ない。

（会議の順序）

第６条 会議は、おおむね次の順序で行う。

� 省略

� 議事録承認

�～� 省略

（発言）

第７条 委員は、議事について発言しようとするときは、教育長の

許可を得なければならない。

２ 省略

（採決）

第９条 教育長は、論旨が尽きたと認めたときは、会議に諮つて

採決しなければならない。

（採決の方法）

第１０条 教育長は、順次各委員の賛否を求めて採決する。

２ 教育長は、必要があると認めるときは、会議に諮つて 記名又

は無記名の投票によつて採決することができる。

（議事録）

第１２条 会議の次第は、議事録に記載しなければならない。

（議事録の調製）

第１３条 議事録は、教育長が委員会事務局の職員のうちから

指名して、これを作成させる。

２ 議事録は、会議で承認した後、教育長又は教育長の指名した委

員１名が署名しなければならない。

（議事録記載事項）

第１４条 議事録には、次に掲げる事項を記載しなければならない。

�～� 省略

� 教育長等の報告

� 議題及び議事

� 省略

� その他教育長又は会議において必要と認めた事項

（議事録の公表）

第１５条 議事録は、これを公表しなければならない。ただし、地方

教育行政の組織及び運営に関する法律第１４条第７項ただし書の規

定により会議を公開しないこととした事件に係る部分について

は、この限りでない。

（補則）

（定例会、臨時会）

第２条 省略

２ 省略

３ 臨時会は、委員長が必要と認めるとき又は委員２名以上の者か

ら書面で会議に付議すべき事件を示して請求があつたとき、これ

を開催する。

（会議の招集）

第３条 会議開催の日時及び場所は、会議に付議すべき事件ととも

に、委員長があらかじめ委員に通知しなければならない。

（委員の応招）

第４条 省略

２ 委員は、会議の招集に応ずることができないときは、その事由

を具して会議開会の指定時刻までに委員長に届け出なければなら

ない。

（会議の順序）

第６条 会議は、おおむね次の順序で行う。

� 省略

� 会議録承認

�～� 省略

（発言）

第７条 委員は、議事について発言しようとするときは、委員長の

許可を得なければならない。

２ 省略

（採決）

第９条 委員長は、論旨が尽きたと認めたときは、会議にはかつて

採決しなければならない。

（採決の方法）

第１０条 委員長は、順次各委員の賛否を求めて採決する。

２ 委員長は、必要があると認めるときは、会議にはかつて記名又

は無記名の投票によつて採決することができる。

（会議録）

第１２条 会議の次第は、会議録に記載しなければならない。

（会議録の調製）

第１３条 会議録は、委員長が委員会事務局の職員のうちから教育長

の推薦するものを指名して、これを作成させる。

２ 会議録は、会議で承認した後、委員長又は委員長の指名した委

員１名が署名しなければならない。

（会議録記載事項）

第１４条 会議録には、次に掲げる事項を記載しなければならない。

�～� 省略

� 教育長等の報告の要旨

� 議題及び議事の大要

� 省略

� その他委員長又は会議において必要と認めた事項

（補則）
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第１６条 この規則に定めるもののほか、会議の運営について必要な

事項は、教育長が会議に諮つて決定する。

第１５条 この規則に定めるもののほか、会議の運営について必要な

事項は、委員長が会議に諮つて決定する。

（愛媛県教育委員会事務委任規則の一部改正）

第３条 愛媛県教育委員会事務委任規則（昭和３１年愛媛県教育委員会規則第７号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（目的）

第１条 地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律

第１６２号。以下「法」という。）第２５条第１項の規定に基づく事務

の委任については、この規則の定めるところによる。

（委任事務）

第２条 愛媛県教育委員会（以下「委員会」という。）は、法第２５

条第２項各号（法第３７条第２項の規定により読み替えて適用され

る場合を含む。）に掲げる事務及び次に掲げる事務を除き、その

権限に属する事務を教育長に委任する。

�～� 省略

２ 教育長は、前項の規定により委任された事務のうち、委員会又

は教育長が特に必要があると認めるものについては、その管理及

び執行の状況を委員会に報告するものとする。

（協議）

第３条 教育長は、前条第１項の規定にかかわらず、委任された事

務について、重要かつ異例の事態が生じたときは、これを委員会

に協議するものとする。

（目的）

第１条 地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律

第１６２号。以下「法」という。）第２６条第１項の規定に基づく事務

の委任については、この規則の定めるところによる。

（委任事務）

第２条 愛媛県教育委員会（以下「委員会」という。）は、法第２６

条第２項各号（法第３７条第２項の規定により読み替えて適用され

る場合を含む。）に掲げる事務及び次に掲げる事務を除き、その

権限に属する事務を教育長に委任する。

�～� 省略

（協議）

第３条 教育長は、前条 の規定にかかわらず、委任された事

務について、重要かつ異例の事態が生じたときは、これを委員会

に協議するものとする。

（愛媛県教育委員会が当事者となる争訟に係る権限に属する事務を教育長に委任する規則の一部改正）

第４条 愛媛県教育委員会が当事者となる争訟に係る権限に属する事務を教育長に委任する規則（昭和３４年愛媛県教育委員会規則第６号）

の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２

号）第２５条第１項の規定に基づき、愛媛県教育委員会が当事者とな

る争訟に係る権限を愛媛県教育委員会教育長に委任する。

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２

号）第２６条第１項の規定に基き 、愛媛県教育委員会が当事者とな

る争訟に係る権限を愛媛県教育委員会教育長に委任する。

（独立行政法人日本スポーツ振興センター法に規定する愛媛県教育委員会が処理すべき事務を教育長に委任する規則の一部改正）

第５条 独立行政法人日本スポーツ振興センター法に規定する愛媛県教育委員会が処理すべき事務を教育長に委任する規則（昭和３５年愛媛

県教育委員会規則第９号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２

号）第２５条第１項の規定に基づき、独立行政法人日本スポーツ振興

センター法（平成１４年法律第１６２号）第３０条に規定する愛媛県教育委

員会が処理すべき事務を愛媛県教育委員会教育長に委任する。

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２

号）第２６条第１項の規定に基づき、独立行政法人日本スポーツ振興

センター法（平成１４年法律第１６２号）第３０条に規定する愛媛県教育委

員会が処理すべき事務を愛媛県教育委員会教育長に委任する。

（愛媛県教科書採択委員会規則の一部改正）

第６条 愛媛県教科書採択委員会規則（昭和４１年愛媛県教育委員会規則第４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。
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改 正 後 改 正 前

（趣旨）

第１条 この規則は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律

（昭和３１年法律第１６２号）第２１条第６号の規定に基づき、県立学校

（中等教育学校の前期課程並びに特別支援学校の小学部及び中学

部を除く。）において使用する教科書（以下「教科書」とい

う。）の採択に関し必要な事項を定めるものとする。

（趣旨）

第１条 この規則は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律

（昭和３１年法律第１６２号）第２３条第６号の規定に基づき、県立学校

（中等教育学校の前期課程並びに特別支援学校の小学部及び中学

部を除く。）において使用する教科書（以下「教科書」とい

う。）の採択に関し必要な事項を定めるものとする。

（愛媛県教育委員会傍聴規則の一部改正）

第７条 愛媛県教育委員会傍聴規則（昭和６０年愛媛県教育委員会規則第５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（傍聴することができない者）

第３条 次の各号のいずれかに該当する者は、委員会の会議を傍聴

することができない。

�～� 省略

� 前各号のほか、教育長が傍聴を不適当と認める者

（傍聴の制限等）

第４条 教育長は、傍聴席が満員となつたときは、新たな傍聴を制

限し、又は拒否することができる。

（傍聴人の守るべき事項等）

第５条 省略

２ 傍聴人は、写真、映画等を撮影し、又は録音等をしてはならな

い。ただし、特に教育長の許可を得たときは、この限りでない。

３ 教育長は、傍聴人が前２項の規定に違反したときは、直ちにこ

れを制止し、その命令に従わない者を退場させることができる。

（教育長の指示）

第７条 前各条に規定するもののほか、傍聴人は、教育長の指示に

従わなければならない。

（傍聴することができない者）

第３条 次の各号のいずれかに該当する者は、委員会の会議を傍聴

することができない。

�～� 省略

� 前各号のほか、委員長が傍聴を不適当と認める者

（傍聴の制限等）

第４条 委員長は、傍聴席が満員となつたときは、新たな傍聴を制

限し、又は拒否することができる。

（傍聴人の守るべき事項等）

第５条 省略

２ 傍聴人は、写真、映画等を撮影し、又は録音等をしてはならな

い。ただし、特に委員長の許可を得たときは、この限りでない。

３ 委員長は、傍聴人が前２項の規定に違反したときは、直ちにこ

れを制止し、その命令に従わない者を退場させることができる。

（委員長の指示）

第７条 前各条に規定するもののほか、傍聴人は、委員長の指示に

従わなければならない。

（愛媛県教育委員会事務局組織規則の一部改正）

第８条 愛媛県教育委員会事務局組織規則（平成元年愛媛県教育委員会規則第５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（趣旨）

第１条 この規則は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律

（昭和３１年法律第１６２号。以下「地教行法」という。）第１７条第２

項の規定に基づき、愛媛県教育委員会事務局（以下「事務局」と

いう。）の組織に関し必要な事項を定めるものとする。

（各課及び室の所掌事務）

第３条 各課及び室の所掌事務は、次のとおりとする。

教育総務課（第１６号から第２１号まで及び第２５号の事務にあっては、

教職員厚生室の所掌とする。）

� 省略

� 総合教育会議に関すること。

� 委員会の教育長及び委員 の秘書に関すること。

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

（趣旨）

第１条 この規則は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律

（昭和３１年法律第１６２号。以下「地教行法」という。）第１８条第２

項の規定に基づき、愛媛県教育委員会事務局（以下「事務局」と

いう。）の組織に関し必要な事項を定めるものとする。

（各課及び室の所掌事務）

第３条 各課及び室の所掌事務は、次のとおりとする。

教育総務課（第１６号から第２１号まで及び第２５号の事務にあっては、

教職員厚生室の所掌とする。）

� 省略

� 委員会の委員長、委員及び教育長の秘書に関すること。

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

改 正 後 改 正 前
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� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

	 省略


 省略

� 省略

� 省略


 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

省略

保健体育課（第５号、第６号及び第８号の事務のうち競技力向上

対策に関する事務にあっては、国体競技力向上対策室の所掌とす

る。）

�～� 省略

� 地教行法第２７条の５の規定による求めに対する助言及び援助

に関すること（第１号から第４号までの事務に関することに限

る。）。

� 省略

義務教育課

�～� 省略

� 地教行法第２７条の５の規定による求めに対する助言及び援助

に関すること（小学校、中学校及び中等教育学校の前期課程に

おける第９号に規定する教育課程、学習指導その他の指導並び

に第１２号の事務に関すること（他の主管に属するものを除く。）

に限る。）。

高校教育課

�～� 省略

� 地教行法第２７条の５の規定による求めに対する助言及び援助

に関すること（高等学校及び中等教育学校の後期課程における

第１４号に規定する教育課程、学習指導、生徒指導及び職業指導

に関すること（他の主管に属するものを除く。）に限る。）。

人権教育課

�～� 省略

� 地教行法第２７条の５の規定による求めに対する助言及び援助

に関すること（第２号及び第３号の事務に関することに限

る。）。

� 省略

特別支援教育課

�～� 省略

� 地教行法第２７条の５の規定による求めに対する助言及び援助

に関すること（第５号の事務に関することに限る。）。

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

	 省略


 省略

� 省略

� 省略


 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

省略

保健体育課（第５号、第６号及び第８号の事務のうち競技力向上

対策に関する事務にあっては、国体競技力向上対策室の所掌とす

る。）

�～� 省略

� 地教行法第２７条の２の規定による求めに対する助言及び援助

に関すること（第１号から第４号までの事務に関することに限

る。）。

� 省略

義務教育課

�～� 省略

� 地教行法第２７条の２の規定による求めに対する助言及び援助

に関すること（小学校、中学校及び中等教育学校の前期課程に

おける第９号に規定する教育課程、学習指導その他の指導並び

に第１２号の事務に関すること（他の主管に属するものを除く。）

に限る。）。

高校教育課

�～� 省略

� 地教行法第２７条の２の規定による求めに対する助言及び援助

に関すること（高等学校及び中等教育学校の後期課程における

第１４号に規定する教育課程、学習指導、生徒指導及び職業指導

に関すること（他の主管に属するものを除く。）に限る。）。

人権教育課

�～� 省略

� 地教行法第２７条の２の規定による求めに対する助言及び援助

に関すること（第２号及び第３号の事務に関することに限

る。）。

� 省略

特別支援教育課

�～� 省略

� 地教行法第２７条の２の規定による求めに対する助言及び援助

に関すること（第５号の事務に関することに限る。）。
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� 省略

（事務局に置く職員）

第７条の２ 省略

２ 省略

（部に置く職員）

第８条 省略

２ 省略

（必要に応じて置く職員）

第１０条 省略

２～５ 省略

６ 指導主事は、地教行法第１８条第３項に規定する職務に従事する。

７～１５ 省略

（教育長の期末手当に関する規則の廃止）

第９条 教育長の期末手当に関する規則（平成１２年愛媛県教育委員会規則第９号）は、廃止する。

附 則

（施行期日）

１ この規則は、平成２７年４月１日から施行する。

（愛媛県教育委員会公告式規則の一部改正に伴う経過措置）

２ 地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律（平成２６年法律第７６号。以下「改正法」という。）附則第２条第１項

の場合においては、第１条の規定による改正後の愛媛県教育委員会公告式規則第２条第１項及び第４条第１項の規定は適用せず、第１条

の規定による改正前の愛媛県教育委員会公告式規則第２条第１項及び第４条第１項の規定は、なおその効力を有する。

（愛媛県教育委員会会議規則の一部改正に伴う経過措置）

３ 改正法附則第２条第１項の場合においては、第２条の規定による改正後の愛媛県教育委員会会議規則第２条第３項、第３条、第４条第

２項、第７条第１項、第９条、第１０条、第１３条、第１４条第７号及び第１６条の規定は適用せず、第２条の規定による改正前の愛媛県教育委

員会会議規則（以下「改正前の会議規則」という。）第２条第３項、第３条、第４条第２項、第７条第１項、第９条、第１０条、第１３条、

第１４条第７号及び第１５条の規定は、なおその効力を有する。この場合において、改正前の会議規則第１３条中「会議録」とあるのは「議事

録」とする。

（愛媛県教育委員会事務委任規則の一部改正に伴う経過措置）

４ 改正法附則第２条第１項の場合においては、第３条の規定による改正後の愛媛県教育委員会事務委任規則第１条から第３条までの規定

は適用せず、第３条の規定による改正前の愛媛県教育委員会事務委任規則第１条から第３条までの規定は、なおその効力を有する。

（愛媛県教育委員会が当事者となる争訟に係る権限に属する事務を教育長に委任する規則の一部改正に伴う経過措置）

５ 改正法附則第２条第１項の場合においては、第４条の規定による改正後の愛媛県教育委員会が当事者となる争訟に係る権限に属する事

務を教育長に委任する規則の規定は適用せず、同条の規定による改正前の愛媛県教育委員会が当事者となる争訟に係る権限に属する事務

を教育長に委任する規則の規定は、なおその効力を有する。

（独立行政法人日本スポーツ振興センター法に規定する愛媛県教育委員会が処理すべき事務を教育長に委任する規則の一部改正に伴う経

過措置）

６ 改正法附則第２条第１項の場合においては、第５条の規定による改正後の独立行政法人日本スポーツ振興センター法に規定する愛媛県

教育委員会が処理すべき事務を教育長に委任する規則の規定は適用せず、同条の規定による改正前の独立行政法人日本スポーツ振興セン

ター法に規定する愛媛県教育委員会が処理すべき事務を教育長に委任する規則の規定は、なおその効力を有する。

（愛媛県教育委員会傍聴規則の一部改正に伴う経過措置）

７ 改正法附則第２条第１項の場合においては、第７条の規定による改正後の愛媛県教育委員会傍聴規則第３条第４号、第４条、第５条第

２項及び第３項並びに第７条の規定は適用せず、第７条の規定による改正前の愛媛県教育委員会傍聴規則第３条第４号、第４条、第５条

第２項及び第３項並びに第７条の規定は、なおその効力を有する。

（愛媛県教育委員会事務局組織規則の一部改正に伴う経過措置）

８ 改正法附則第２条第１項の場合においては、第８条の規定による改正後の愛媛県教育委員会事務局組織規則第３条教育総務課の項第３

号の規定は適用せず、第８条の規定による改正前の愛媛県教育委員会事務局組織規則第３条教育総務課の項第２号、第７条の２第３項及

� 省略

（事務局に置く職員）

第７条の２ 省略

２ 省略

３ 教育長に事故があるとき、又は教育長が欠けたときは、副教育

長が、その職務を代行する。

（部に置く職員）

第８条 省略

２ 省略

３ 教育長及び副教育長に事故があるとき、又は教育長及び副教育

長が欠けたときは、部長は、あらかじめ教育長が定めた順序で、

その職務を代行する。

（必要に応じて置く職員）

第１０条 省略

２～５ 省略

６ 指導主事は、地教行法第１９条第３項に規定する職務に従事する。

７～１５ 省略
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び第８条第３項の規定は、なおその効力を有する。

（教育長の期末手当に関する規則の廃止に伴う経過措置）

９ 改正法附則第２条第１項の規定により在職する教育長の期末手当については、廃止前の教育長の期末手当に関する規則は、なおその効

力を有する。

�愛媛県教育委員会訓令第１号
教育委員会事務局

教 育 機 関

愛媛県教育委員会公印規程の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成２７年３月３１日

愛媛県教育委員会

委員長 松 岡 義 勝

愛媛県教育委員会公印規程の一部を改正する訓令

愛媛県教育委員会公印規程（昭和３６年愛媛県教育委員会訓令第２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（公印の種類）

第２条 公印は、職印及び庁印の２種とし、次に掲げるとおりとす

る。

� 職印

省略

� 省略

２ 省略

（公印の管守者）

第４条 次の公印は、教育総務課長が管守する。

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

２～４ 省略

（告示）

第８条 教育長印、教育委員会印を新設し、改刻

し、又は廃止したときは、その旨を告示するものとする。

（公印の使用）

第１０条 省略

２ 教育総務課長の管守する 教育長印又は教育委員

会印を使用する証票、賞状等（以下「証票等」という。）で、事

前に一括して当該公印を押なつしておくことが適当と認められる

ものについては、教育総務課長又はこれらの公印に係る公印取扱

者は、当該公印を事前に押なつさせることができる。

３～５ 省略

（旧印の保存）

第１３条 公印の管守者は、改刻により不用となつた旧公印又は職制

等の変更により使用しなくなつた公印を、その時から起算して、

次により保存しなければならない。

� 地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する

法律（平成２６年法律第７６号）による改正前の地方教育行政の組

織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第１２条に規定

する教育委員長の印、教育長及び教育委員会印 永年

（公印の種類）

第２条 公印は、職印及び庁印の２種とし、次に掲げるとおりとす

る。

� 職印

教育委員長印

省略

� 省略

２ 省略

（公印の管守者）

第４条 次の公印は、教育総務課長が管守する。

� 教育委員長印

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

２～４ 省略

（告示）

第８条 教育委員長印、教育長印、教育委員会印を新設し、改刻

し、又は廃止したときは、その旨を告示するものとする。

（公印の使用）

第１０条 省略

２ 教育総務課長の管守する教育委員長印、教育長印又は教育委員

会印を使用する証票、賞状等（以下「証票等」という。）で、事

前に一括して当該公印を押なつしておくことが適当と認められる

ものについては、教育総務課長又はこれらの公印に係る公印取扱

者は、当該公印を事前に押なつさせることができる。

３～５ 省略

（旧印の保存）

第１３条 公印の管守者は、改刻により不用となつた旧公印又は職制

等の変更により使用しなくなつた公印を、その時から起算して、

次により保存しなければならない。

� 教育委員長印の組織及び運営に関する法律の一部を改正する

法律（平成２６年法律第７６号）による改正前の地方教育行政の組

織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第１２条に規

定する教育委員長の、教育長及び教育委員会印 永年

教育委員会訓令
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� 省略

２ 省略

別表２（第３条関係）

第１ ひな形

１ 職印

� 省略

２ 省略

別表２（第３条関係）

第１ ひな形

１ 職印

愛媛県教

育委員会

教育長印

愛媛県教
育委員会
事務局副
教育長印

愛媛県教
育委員会
事務局管
理部長印

愛媛県教育

委員会事務局

管理部教育

総務課長印

愛媛県教

育委員会

委員長印

愛媛県教

育委員会

教育長印

愛媛県教
育委員会
事務局副
教育長印

愛媛県教
育委員会
事務局管
理部長印

中 予 教

育 事 務

所 長 印

愛媛県立川

之江高等

学校長印

愛媛県教育

委員会事務局

管理部教育

総務課長印

中 予 教

育 事 務

所 長 印

愛媛県立川

之江高等

学校長印

２ 省略

備考

１～３ 省略

第２ 寸法

２ 省略

備考

１～３ 省略

第２ 寸法

公印の種類 寸法方（ミリメートル） 公印の種類 寸法方（ミリメートル）

職印 省略 職印
教育委員長印

省略
省略 省略

省略 省略

附 則

１ この訓令は、平成２７年４月１日から施行する。

２ 地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律（平成２６年法律第７６号）附則第２条第１項の場合においては、改正後

の愛媛県教育委員会公印規程第２条第１項、第４条第１項、第８条、第１０条第２項及び別表２の規定は適用せず、改正前の愛媛県教育委

員会公印規程第２条第１項、第４条第１項、第８条、第１０条第２項及び別表２の規定は、なおその効力を有する。

��������������
�愛媛県教育委員会訓令第２号

教育委員会事務局

教 育 機 関

愛媛県教職員安全衛生管理規程の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成２７年３月３１日

愛媛県教育委員会

委員長 松 岡 義 勝

愛媛県教職員安全衛生管理規程の一部を改正する訓令

愛媛県教職員安全衛生管理規程（平成２１年愛媛県教育委員会訓令第４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表第２（第１９条関係）

健康診断の種類及び内容

別表第２（第１９条関係）

健康診断の種類及び内容

種類 対象職員 検査項目 実施回数 備考 種類 対象職員 検査項目 実施回数 備考

省略 省略

胃検診 ３５歳以上の

職員

胃部Ｘ線撮

影検査

その他必要

な検査

省略 胃検診 ３５歳以上の

職員

胃部Ｘ線撮

影検査

省略

省略 省略
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附 則

この訓令は、平成２７年４月１日から施行する。

�愛媛県人事委員会規則７－１１６０
愛媛県職員の退職手当の支給等に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２７年３月３１日

愛媛県人事委員会委員長 宇都宮 嘉 忠

愛媛県職員の退職手当の支給等に関する規則の一部を改正する規則

第１条 愛媛県職員の退職手当の支給等に関する規則（愛媛県人事委員会規則７―４７９）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

人事委員会規則

改 正 後 改 正 前

（就業促進手当に相当する退職手当等の支給手続）

第１６条 受給資格者は、条例第１０条第１０項第４号から第６号までの

規定による退職手当の支給を受けようとするときは、同項第４号

に掲げる就業促進手当に相当する退職手当のうち、雇用保険法第

５６条の３第１項第１号イに該当する者に係る就業促進手当に相当

する退職手当にあつては就業手当に相当する退職手当支給申請書

（様式第１５号の５）に、同号ロに該当する者に係る就業促進手当

（雇用保険法施行規則（昭和５０年労働省令第３号）第８３条の４第

１項に規定する就業促進定着手当を除く。）に相当する退職手当

にあつては再就職手当に相当する退職手当支給申請書（様式第１５

号の６）に、同省令第８３条の４第１項に規定する就業促進定着手

当に相当する退職手当にあつては就業促進定着手当に相当する退

職手当支給申請書（様式第１５号の７）に、同法第５６条の３第１項

第２号に該当する者に係る就業促進手当に相当する退職手当にあ

つては常用就職支度手当に相当する退職手当支給申請書（様式第

１６号）に、条例第１０条第１０項第５号に掲げる移転費に相当する退

職手当にあつては移転費に相当する退職手当支給申請書（様式第

１７号）に、同項第６号に掲げる広域求職活動費に相当する退職手

当にあつては広域求職活動費に相当する退職手当支給申請書（様

式第１８号）にそれぞれ受給資格証を添付して、退職当時の所属長

を経て、任命権者に提出しなければならない。第１２条第７項ただ

し書の規定は、この場合について準用する。

２ 任命権者は、前項に規定する就業手当に相当する退職手当支給

申請書、再就職手当に相当する退職手当支給申請書、就業促進定

着手当に相当する退職手当支給申請書、常用就職支度手当に相当

する退職手当支給申請書、移転費に相当する退職手当支給申請書

及び広域求職活動費に相当する退職手当支給申請書の提出を受け

たときは、受給資格証に必要な事項を記入した上、返付しなけれ

ばならない。

（受給資格者の氏名等の変更の届出）

第１６条の２ 受給資格者は、受給資格証の交付を受けた後、氏名又

は住所若しくは居所を変更した場合においては、氏名・住所変更

届（様式第１８号の２）に、当該変更の事実を証明する書類及び受

給資格証を添付して、退職当時の所属長を経て、任命権者に提出

しなければならない。ただし、受給資格証を提出することができ

ないことについて正当な理由があるときは、受給資格証を添付し

ないことができる。

２ 任命権者は、前項に規定する氏名・住所変更届の提出を受けた

ときは、受給資格証に必要な改定をした上、返付しなければなら

ない。

（就業促進手当に相当する退職手当等の支給手続）

第１６条 受給資格者は、条例第１０条第１０項第４号から第６号までの

規定による退職手当の支給を受けようとするときは、同項第４号

に掲げる就業促進手当に相当する退職手当のうち、雇用保険法第

５６条の３第１項第１号イに該当する者に係る就業促進手当に相当

する退職手当にあつては就業手当に相当する退職手当支給申請書

（様式第１５号の５）に、同号ロに該当する者に係る就業促進手当

に相当する退職手当

にあつては再就職手当に相当する退職手当支給申請書（様式第１５

号の６）に、同項第２号

に該当する者に係る就業促進手当に相当する退職手当にあ

つては常用就職支度手当に相当する退職手当支給申請書（様式第

１６号）に、条例第１０条第１０項第５号に掲げる移転費に相当する退

職手当にあつては移転費に相当する退職手当支給申請書（様式第

１７号）に、同項第６号に掲げる広域求職活動費に相当する退職手

当にあつては広域求職活動費に相当する退職手当支給申請書（様

式第１８号）にそれぞれ受給資格証を添付して、退職当時の所属長

を経て、任命権者に提出しなければならない。第１２条第７項ただ

し書の規定は、この場合について準用する。

２ 任命権者は、前項に規定する就業手当に相当する退職手当支給

申請書、再就職手当に相当する退職手当支給申請書

、常用就職支度手当に相当

する退職手当支給申請書、移転費に相当する退職手当支給申請書

及び広域求職活動費に相当する退職手当支給申請書の提出を受け

たときは、受給資格証に必要な事項を記入した上、返付しなけれ

ばならない。
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（高年齢受給資格者の氏名等の変更の届出及び高年齢受給資格証

の再交付）

第１８条 第１６条の２の規定は高年齢受給資格者の氏名等の変更の届

出について、前条の規定は高年齢受給資格証 の再交付について

準用する。この場合において、前２条中「受給資格者」とあるの

は「高年齢受給資格者」と、「受給資格証」とあるのは「高年齢

受給資格証」と、前条中「失業者の退職手当受給資格証再交付申

請書（様式第１９号）」とあるのは、「失業者の退職手当高年齢受

給資格証再交付申請書（様式第２０号）」と読み替えるものとす

る。

様式第７号（第１２条－第１８条関係） 失業者の退職手当受給資格証

（ 高年齢受給資格証

の再交付）

第１８条

前条の規定は、高年齢受給資格証の再交付について

準用する。この場合において、同条 中「受給資格者」とあるの

は「高年齢受給資格者」と、「受給資格証」とあるのは「高年齢

受給資格証」と、 「失業者の退職手当受給資格証再交付申

請書（様式第１９号）」とあるのは「失業者の退職手当高年齢受給

資格証再交付申請書 （様式第２０号）」と読み替えるものとす

る。

様式第７号（第１２条－第１８条関係） 失業者の退職手当受給資格証

省略 省略

受給

資格

者

氏 名 性別 男・女 年 齢 満 歳
受給

資格

者

氏 名 性別 男・女
生年月日 年 月 日

年 齢 満 歳

省略 省略

省略 省略

省略

技能

習得

手当

受講手当
日額 円

月 日支給開始

省略

技能

習得

手当

受講手当
日額 円

年 月支給開始

特定職種

受講手当

月額 円

月 日支給開始

通所手当
月額 円

月支給開始
通所手当

月額 円

年 月支給開始

省略 省略

省略

任命権者 �

省略

愛媛県知事 �

注１ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

２ 「性別」欄は、該当するものを○で囲むこと。

様式第８号（第１２条関係） 失業者の退職手当受給資格証交付請求

書

様式第８号（第１２条関係） 失業者の退職手当受給資格証交付請求

書

省略

任命権者 様

省略

省略

愛媛県知事 様

省略

省略 省略

注１ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

２ 請求者の氏名は、記名押印に代えて署名することができ

る。

様式第１３号（第１３条関係） 公共職業訓練等受講届 様式第１３号（第１３条関係） 公共職業訓練等受講届

省略 省略

公共職

業訓練

等に関

する事

項

種 類

職業能力

開発促進

法（昭和

４４年法律

第６４号）

第２０条に

規定する

公共職業

訓練

雇用保険法

（昭和４９年

法 律 第１１６

号）第６３条

第１項第３

号の講習及

び訓練

障害者の

雇用の促

進等に関

する法律

（昭和３５

年法律第

１２３号）

第１３条の

適応訓練

高年齢者等の

雇用の安定等

に関する法律

（昭和４６年法

律第６８号）第

２３条第１項の

計画に準拠し

た同項第３号

に掲げる訓練

公共職

業訓練

等に関

する事

項

種 類

職業能

力開発

促進法

第２０条

に規定

する公

共職業

訓練

雇用保

険法第

６３条第

１項第

３号の

講習及

び訓練

炭鉱労働者

等の雇用の

安定等に関

する臨時措

置法第２３条

第１項第４

号の講習

障害者

の雇用

の促進

等に関

する法

律第５

条の適

応訓練

高年齢者等の

雇用の安定等

に関する法律

第１５条第１項

の計画に準拠

した同項第３

号に掲げる訓

練

省略 省略

省略 省略

愛 媛 県 報平成２７年３月３１日 第２６５９号
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注１ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

２ 「昼夜間の別」欄、「寄宿の事実」欄、「職業」欄及び

「同居・別居の別」欄は、該当事項を○で囲むこと。

３ 受給資格者氏名は、記名押印に代えて署名することがで

きる。

様式第１５号（第１５条関係） 傷病手当に相当する退職手当支給申請

書

様式第１５号（第１５条関係） 傷病手当に相当する退職手当支給申請

書

傷病手当に相当する退職手当支給申請書 傷病手当に相当する退職手当支給申請書

受給資格証番号

申 請 者 氏名 性別 男・女
生年

月日
年 月 日 申 請 者 氏名 性別 男・女

生年

月日
年 月 日

診療

担当

者の

証明

省略

診療

担当

者の

証明

省略

傷病の経過 年 月 日 治癒、転医、中止、継続中 傷病の経過 年 月 日 治ゆ、転医、中止、継続中

傷病のため職業に就くことがで

きなかつたと認められる期間

省略 傷病のため職業につくことがで

きなかつたと認められる期間

省略

省略 省略

支給

申請

期間

同一の傷病に

より受けるこ

とができる給

付

� � � � � � �

支給

申請

期間

健康保険の傷

病手当金等の

支給を受ける

ことができる

期間

年 月 日から�	

	�

日間
年 月 日まで

上記給付を受

けることがで

きる期間

年 月 日から�	

	�

日間
年 月 日まで

年 月 日から�	

	�

日間
年 月 日まで

傷病手当に相

当する退職手

当の支給を受

けようとする

期間

年 月 日から�	

	�

日間
年 月 日まで

傷病手当に相

当する退職手

当の支給を受

けようとする

期間

年 月 日から�	

	�

日間
年 月 日まで

内職若しくは手伝

いをした日又は収

入のあつた日、そ

の額等

内職又は

手伝いを

した日

月 日

月 日

月 日

収入のあ

つた日、

その額等

月 日 収入額 円（ 日分の収入）

月 日 収入額 円（ 日分の収入）

月 日 収入額 円（ 日分の収入）

省略 省略

注１ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

２ 「性別」欄及び「傷病の経過」欄は、該当事項を○ で

囲むこと。

３ 「同一の傷病により受けることができる給付」欄は、

「傷病のため職業に就くことができなかつたと認められる

期間」欄の期間のうち、同一の傷病により受けることがで

きる給付について、次の区分に従つて該当するもの全ての

番号を○で囲むこと。

� 健康保険法（大正１１年法律第７０号）による傷病手当金

� 労働基準法（昭和２２年法律第４９号）による休業補償又

は労働者災害補償保険法（昭和２２年法律第５０号）による

休業補償給付若しくは休業給付

注 性別欄及び傷病の経過欄 は、該当事項をマルで

囲むこと。

愛 媛 県 報平成２７年３月３１日 第２６５９号
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� 地方公務員災害補償法（昭和４２年法律第１２１号）による

休業補償その他法令により地方公務員に対して支給され

るこれに相当する給付

� 地方公務員等共済組合法（昭和３７年法律第１５２号）その

他各種の共済組合法による傷病手当金

� 国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）による傷病手

当金

� 警察官の職務に協力援助した者の災害給付に関する法

律（昭和２７年法律第２４５号）による休業給付その他法令に

より公務の遂行に協力した者に対して支給されるこれに

相当する給付

� 公害健康被害の補償等に関する法律（昭和４８年法律第

１１１号）による障害補償費

４ 「上記給付を受けることができる期間」欄は、「傷病の

ため職業に就くことができなかつたと認められる期間」欄

の期間のうち、「同一の傷病により受けることができる給

付」欄の給付を受けることができる期間を記入すること。

５ 申請者氏名は、記名押印に代えて署名することができ

る。

様式第１５号の２（第１５条の２、第１８条関係） 失業者の退職手当高

年齢受給資格証

様式第１５号の２（第１５条の２、第１８条関係） 失業者の退職手当高

年齢受給資格証

省略 省略

省略

任命権者 �

省略

愛媛県知事 �

注 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

様式第１５号の３（第１５条の２関係） 失業者の退職手当高年齢受給

資格証交付請求書

様式第１５号の３（第１５条の２関係） 失業者の退職手当高年齢受給

資格証交付請求書

省略

任命権者 様

省略

省略

愛媛県知事 様

省略

省略 省略

注１ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

２ 請求者の氏名は、記名押印に代えて署名することができ

る。

様式第１５号の５（第１６条関係） 就業手当に相当する退職手当支給

申請書

様式第１５号の５（第１６条関係） 就業手当に相当する退職手当支給

申請書

省略 省略

雇用契約ご

との雇用期

間が７日以

上である場

合

就職先

の事業

所

名 称 事業所番号

雇用契約ご

との雇用期

間が７日以

上である場

合

就職先

の事業

所

名 称

所 在 地
所 在 地

（電話 ） 事業の種類

１週間の所

定労働時間
時間 分 雇用年月日 年 月 日 雇用年月日 年 月 日 雇 用 期 間

雇 用 期 間

１ 定めあり

（ 年 月 日まで、 年 箇月）

２ 定めなし

１週間の所定労働時間 時間 分

省略 省略

就業先の事業所の名

称及び所在地

省略 就業先の事業所の名

称及び所在地

省略

愛 媛 県 報平成２７年３月３１日 第２６５９号

３７５



雇用契約ご

との雇用期

間が７日未

満である場

合

（電話 ） 省略 雇用契約ご

との雇用期

間が７日未

満である場

合

（電話 ） 省略

（電話 ） 省略
�������������������������
�������������������������

�������������������������
�������������������������

（電話 ） 省略

（電話 ） 省略

省略 省略

上記事業所の事業主は、受給資格に係る離

職前の事業主（関連事業主を含む。）であ

るか。

１ 離職前事業主で

ある

２ 離職前事業主で

はない

申請に係る就業について、公共職業安定所

への求職の申込みの日前に雇用の予約があ

つたか。

１ あつた

２ なかつた

申請に係る就業について、離職理由による

給付制限期間中の最初の１箇月である場合

に、公共職業安定所又は職業紹介事業者の

紹介を受けたか。

１ 受けた

（職業紹介事業者の

名称：

（電話番号： ））

２ 受けていない

注１ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

２ 「雇用期間」欄、「上記事業所の事業主は、受給資格に

係る離職前の事業主（関連事業主を含む。）であるか。」

欄、「申請に係る就業について、公共職業安定所への求職

の申込みの日前に雇用の予約があつたか。」欄及び「申請

に係る就業について、離職理由による給付制限期間中の最

初の１箇月である場合に、公共職業安定所又は職業紹介事

業者の紹介を受けたか。」欄は、該当する番号を○で囲む

とともに、必要事項を記入すること。

３ 申請者の氏名は、記名押印に代えて署名することができ

る。

様式第１５号の６（第１６条関係） 再就職手当に相当する退職手当支

給申請書

様式第１５号の６（第１６条関係） 再就職手当に相当する退職手当支

給申請書

省略 省略

就職先の（事業

を 開 始 し た ）

事 業 所

名 称 事業所番号 就職先の（事業

を 開 始 し た ）

事 業 所

名 称

省略 省略

省略 省略

職 種 １週間の所定労働時間 時間 分 職 種 雇 用 期 間

賃 金 月 額 万 千円

雇 用 期 間

１ 定めあり（ 年 月 日まで、 年 箇月）

契約更新条項（１ 有 ２ 無）

１年を超えて雇用する見込み（１ 有 ２ 無）

２ 定めなし

省略 省略

雇入れ（事業開始）

の日前３年間におけ

る就業についての再

就職手当に相当する

退職手当又は常用就

職支度手当に相当す

る退職手当の受給の

有無

１ 再就職手当に相当する退職手当又は

常用就職支度手当に相当する退職手当

を受給したことがある。

雇入れ（事業開始）

の日前３年間におけ

る就業についての再

就職手当

又は常用就

職支度手当に相当す

る退職手当の受給の

有無

１ 再就職手当 又は

常用就職支度手当に相当する退職手当

を受給したことがある。

２ 再就職手当に相当する退職手当又は

常用就職支度手当に相当する退職手当

を 受給したことがない。

２ 再就職手当に相当する退職手当及び

常用就職支度手当に相当する退職手当

のいずれも受給したことがない。

愛 媛 県 報平成２７年３月３１日 第２６５９号

３７６



注１ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

２ 申請者の氏名は、記名押印に代えて署名することができ

る。

３ 省略

４ 事業を開始した場合は、「採用内定年月日」欄、「職

種」欄、「１週間の所定労働時間」欄、「賃金月額」欄、

「雇用期間」欄及び事業主の証明は、記入の必要はないこ

と。

５ 「雇用期間」欄及び「雇入れ（事業開始）の日前３年間

における就業についての再就職手当に相当する退職手当又

は常用就職支度手当に相当する退職手当の受給の有無」欄

は、該当する番号を○で囲むとともに、必要事項を記入す

ること。

様式第１６号（第１６条関係） 常用就職支度手当に相当する退職手当

支給申請書

注１ 省略

２ 事業を開始した場合は、「採用内定年月日」欄、「職

種」欄 、

「雇用期間」欄及び事業主の証明は、記入の必要はないこ

と。

様式第１６号（第１６条関係） 常用就職支度手当に相当する退職手当

支給申請書

省略 省略

就 職 先 の

事 業 所

名 称 事業所番号
就 職 先 の

事 業 所

名 称

所在地 （電話 ） 所在地

省略 省略

雇 入 年 月 日 年 月 日 採用内定年月日 年 月 日 雇 入 年 月 日

（採用内定年

月日）

年 月 日

（ 年 月 日）
職 種

職 種 １週間の所定労働時間 時間 分

賃 金 月 額 万 千円 雇 用 形 態 常用、臨時、日雇 雇 用 期 間

雇 用 期 間

１ 定めあり（ 年 月 日まで、 年 箇月）

契約更新条項（１ 有 ２ 無）

１年を超えて雇用する見込み（１ 有 ２ 無）

２ 定めなし

省略 省略

雇入れの日前３年間

における就業につい

ての再就職手当に相

当する退職手当又は

常用就職支度手当に

相当する退職手当の

受給の有無

１ 再就職手当に相当する退職手当又は

常用就職支度手当に相当する退職手当

を受給したことがある。

雇入れの日前３年間

における就業につい

ての再就職手当

又は

常用就職支度手当に

相当する退職手当の

受給の有無

１ 再就職手当 又は

常用就職支度手当に相当する退職手当

を受給したことがある。

２ 再就職手当に相当する退職手当又は

常用就職支度手当に相当する退職手当

を 受給したことがない。

２ 再就職手当に相当する退職手当及び

常用就職支度手当に相当する退職手当

のいずれも受給したことがない。

省略

申請者氏名 �

省略

受給資格者氏名 �

省略 省略

注１ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

２ 申請者氏名は、記名押印に代えて署名することができ

る。

３ 「雇用期間」欄及び「雇入れ（事業開始）の日前３年間

における就業についての再就職手当に相当する退職手当又

は常用就職支度手当に相当する退職手当の受給の有無」欄

は、該当する番号を○で囲むとともに、必要事項を記入す

ること。

４ 省略

様式第１９号（第１７条関係） 失業者の退職手当受給資格証再交付申

請書

注 省略

様式第１９号（第１７条関係） 失業者の退職手当受給資格証再交付申

請書

愛 媛 県 報平成２７年３月３１日 第２６５９号

３７７



第２条 愛媛県職員の退職手当の支給等に関する規則の一部を次のように改正する。

様式第１４号を次のように改める

省略

任命権者 様

申請者
住 所

氏 名 �

省略

省略

愛媛県知事 様

住 所

氏 名 �

省略

省略 省略

注１ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

２ 記名押印に代えて署名することができる。

３ 「再交付理由」欄は、該当事項を○ で囲むこと。

様式第２０号（第１８条関係） 失業者の退職手当高年齢受給資格証再

交付申請書

注 再交付理由欄 は、該当事項をマルで囲むこと。

様式第２０号（第１８条関係） 失業者の退職手当高年齢受給資格証再

交付申請書

省略

任命権者 様

省略

省略

愛媛県知事 様

省略

省略 省略

注１ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

２ 記名押印に代えて署名することができる。

３ 「再交付理由」欄は、該当事項を○ で囲むこと。 注 再交付理由の項 は、該当事項をマルで囲むこと。

愛 媛 県 報平成２７年３月３１日 第２６５９号
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様式第１４号（第１４条関係）

愛 媛 県 報平成２７年３月３１日 第２６５９号

３７９



様式第１５号の６の次に次の１様式を加える。

愛 媛 県 報平成２７年３月３１日 第２６５９号

３８０



様式第１５号の７（第１６条関係） 就業促進定着手当に相当する退職手当支給申請書

愛 媛 県 報平成２７年３月３１日 第２６５９号
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様式第１８号の次に次の１様式を加える。
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様式第１８号の２（第１６条の２関係） 氏名・住所変更届
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附 則

（施行期日）

１ この規則は、公布の日から施行する。

（経過措置）

２ この規則施行の際現に交付している第１条の規定による改正前の愛媛県職員の退職手当の支給等に関する規則（以下「旧規則」とい

う。）様式第７号及び第１５号の２の規定による書類は、同条の規定による改正後の愛媛県職員の退職手当の支給等に関する規則（以下

「新規則」という。）様式第７号及び第１５号の２の規定による書類とみなす。

３ この規則施行の際現に提出されている旧規則様式第１３号、様式第１５号、様式第１５号の５、様式第１５号の６及び様式第１６号の規定による

書類並びに第２条の規定による改正前の愛媛県職員の退職手当の支給等に関する規則様式第１４号の規定による書類は、新規則様式第１３号、

様式第１５号、様式第１５号の５、様式第１５号の６及び様式第１６号の規定による書類並びに同条の規定による改正後の愛媛県職員の退職手当

の支給等に関する規則様式第１４号の規定による書類とみなす。
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�愛媛県人事委員会規則８－１
職員の大学院等派遣研修費用の償還に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２７年３月３１日

愛媛県人事委員会委員長 宇都宮 嘉 忠

職員の大学院等派遣研修費用の償還に関する規則の一部を改正する規則

職員の大学院等派遣研修費用の償還に関する規則（愛媛県人事委員会規則８―０）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（特別職地方公務員等となった者に関する特例）

第１１条 条例第５条第１項及び第２項の規定により読み替えて適用

する条例第３条第３項の人事委員会規則で定める期間は、次に掲

げる期間とする。

�・� 省略

� 国家公務員法第１０８条の６第１項ただし書の規定若しくは地

方公務員法第５５条の２第１項ただし書の規定により職員団体の

業務に専ら従事した期間又は行政執行法人の労働関係に関する

法律 （昭和２３年法律第２５７号）第７条第１項ただし書の

規定若しくは地方公営企業等の労働関係に関する法律（昭和２７

年法律第２８９号）第６条第１項ただし書の規定若しくは法人の

就業規則等の定めにより労働組合の業務に専ら従事した期間

� 省略

（特別職地方公務員等となった者に関する特例）

第１１条 条例第５条第１項及び第２項の規定により読み替えて適用

する条例第３条第３項の人事委員会規則で定める期間は、次に掲

げる期間とする。

�・� 省略

� 国家公務員法第１０８条の６第１項ただし書の規定若しくは地

方公務員法第５５条の２第１項ただし書の規定により職員団体の

業務に専ら従事した期間又は特定独立行政法人等の労働関係に

関する法律（昭和２３年法律第２５７号）第７条第１項ただし書の

規定若しくは地方公営企業等の労働関係に関する法律（昭和２７

年法律第２８９号）第６条第１項ただし書の規定若しくは法人の

就業規則等の定めにより労働組合の業務に専ら従事した期間

� 省略

附 則

この規則は、平成２７年４月１日から施行する。

��������������
�愛媛県人事委員会規則１１－９
教育長が兼ねることのできない営利企業等の地位を定める規則を次のように定める。

平成２７年３月３１日

愛媛県人事委員会委員長 宇都宮 嘉 忠

教育長が兼ねることのできない営利企業等の地位を定める規則

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第１１条第７項の人事委員会規則で定める地位については、営利企業

等の従事制限の基準等に関する規則（愛媛県人事委員会規則１１―０）第２条の規定を準用する。

附 則

１ この規則は、平成２７年４月１日から施行する。

２ 地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律（平成２６年法律第７６号）附則第２条第１項の規定により在職する教育

長の営利企業等の従事制限については、なお従前の例による。
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�愛媛県人事委員会告示第１号
愛媛県個人情報保護条例第２７条第１項の規定による口頭による開示請求をすることができる個人情報（平成１７年４月愛媛県人事委員会告

示第４号）の一部を次のように改正し、告示の日から施行する。

平成２７年３月３１日

愛媛県人事委員会委員長 宇都宮 嘉 忠

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

口頭による開示請求をすることがで

きる個人情報の内容

口頭による

開示請求を

することが

できる期間

口頭による

開示請求を

することが

できる場所

口頭による開示請求をすることがで

きる個人情報の内容

口頭による

開示請求を

することが

できる期間

口頭による

開示請求を

することが

できる場所
試験の

名称
開示する内容

試験の

名称
開示する内容

職員採

用候補

者（初

級）試

験

第１次試験不合格者に係る

得点

、順位及び一定の基準に

達しない場合は、その旨

省略 省略 職員採

用候補

者（初

級）試

験

第１次試験不合格者に係る

試験種目別得点、合計得

点、順位及び一定の基準に

達しない試験種目名

省略 省略

第２次試験受験者に係る第

１次試験の得点

及び順位並び

に第２次試験の試験種目別

得点、総合得点、総合順位

並びに一定の基準に達しな

い試験種目名及び検査種目

名

省略 第２次試験受験者に係る第

１次試験の試験種目別得

点、合計得点及び順位並び

に第２次試験の試験種目別

得点、総合得点、総合順位

並びに一定の基準に達しな

い試験種目名及び検査種目

名

省略

省略 省略

少年補

導職員

採用候

補者試

験

第１次試験不合格者に係る

得点、順位及び 一定の基

準に達しない場合は、その

旨

省略 省略 少年補

導職員

採用候

補者試

験

第１次試験不合格者に係る

得点、順位並びに一定の基

準に達しない試験種目名及

び検査種目名

省略 省略

省略 省略

省略 省略

警察官

（高校

卒程度

）採用

候補者

試験

第１次試験不合格者に係る

試験種目別得点、合計得点

及び順位並びに一定の基準

に達しない試験種目名及び

検査種目名（愛媛県警察官

を志望した者に限る。）

省略 省略 警察官

（高校

卒程度

）採用

候補者

試験

第１次試験不合格者に係る

得点、目別得点、合計得点

及び順位並びに一定の基準

に達しない試験種目名及び

検査種目名（愛媛県警察官

を志望した者に限る。）

省略 省略

第２次試験受験者に係る第

１次試験の試験種目別得

点、合計得点及び順位並び

に第２次試験の試験種目別

得点、合計得点及び順位

並びに一定の基準に達しな

い試験種目名及び検査種目

名（愛媛県警察官を志望し

た者に限る。）

省略 第２次試験受験者に係る第

１次試験の得点 目別得

点、合計得点及び順位並び

に第２次試験の試験種目別

得点、総合得点、総合順位

並びに一定の基準に達しな

い試験種目名及び検査種目

名（愛媛県警察官を志望し

た者に限る。）

省略

人事委員会告示
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警察官

（大学

卒）採

用候補

者試験

第１次試験不合格者に係る

試験種目別得点、合計得点

及び順位並びに一定の基準

に達しない試験種目名及び

検査種目名（愛媛県警察官

を志望した者に限る。）

省略 省略 警察官

（大学

卒）採

用候補

者試験

第１次試験不合格者に係る

得点、目別得点、合計得点

及び順位並びに一定の基準

に達しない試験種目名及び

検査種目名（愛媛県警察官

を志望した者に限る。）

省略 省略

第２次試験受験者に係る第

１次試験の試験種目別得

点、合計得点及び順位並び

に第２次試験の試験種目別

得点、合計得点及び順位

並びに一定の基準に達しな

い試験種目名及び検査種目

名（愛媛県警察官を志望し

た者に限る。）

省略 第２次試験受験者に係る第

１次試験の得点目別得点、

合計得点及及及び順位並び

に第２次試験の試験種目別

得点、総合得点、総合順位

並びに一定の基準に達しな

い試験種目名及び検査種目

名（愛媛県警察官を志望し

た者に限る。）

省略

�愛媛県人事委員会公告第１号
平成２７年度愛媛県警察官（男性）（大学卒及び大学卒特別募集）採用候補者試験公告

平成２７年３月３１日

愛媛県人事委員会

愛媛県警察本部

愛媛県警察官（男性）（大学卒及び大学卒特別募集）採用候補者試験を次のとおり行います。

なお、この試験（大学卒特別募集を除く。）を受けることにより、警視庁（東京都）、神奈川県、大阪府又は兵庫県の警察官になるみち

があります。

◆第１次試験日 平成２７年５月９日（土）、５月１０日（日）

◆受 付 期 間 平成２７年４月１日（水）～４月２０日（月）

〔持 参〕 午前８時３０分～午後５時１５分（土曜日及び日曜日を除く。）

〔郵 送〕 ４月２０日（月）までの消印有効

〔インターネット〕 ４月１日（水）午前８時３０分～４月１３日（月）午後５時１５分

◆試 験 会 場 松山南高等学校

《平成２７年度の変更点》

○体力試験を第１次試験で実施します。

○警察官（大学卒特別募集）採用候補者試験を実施します。

１ 試験区分、採用予定人員及び職務内容

試験は、次の試験区分ごとに行いますが、申し込むことができる試験区分は一つに限ります。

また、申込み後の試験区分の変更はできません。

試 験 区 分 都 府 県 名 採 用 予 定 人 員 職 務 内 容 採用予定時期

大 学 卒

愛 媛 県 ２９人程度

個人の生命、身体及び財産の保護、

犯罪の予防及び捜査、被疑者の逮捕、

交通の取締りその他公安の維持に従事

します。

平成２８年４月１日

警 視 庁 ３人程度

神 奈 川 県 ３人程度

大 阪 府 ５人程度

兵 庫 県 ３人程度

大 学 卒
特 別 募 集

愛 媛 県 １６人程度 平成２７年１０月１日

大学卒の試験区分を申し込む場合は、第２志望まで選択することができますが、第１志望は必ず愛媛県としてください。愛媛県の第１

次試験に合格した場合、第２志望はなかったものとみなします。

人事委員会公告
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また、申込み後の志望都府県の変更はできません。

２ 受験資格

� 日本の国籍を有する者

� 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第１６条各号のいずれにも該当しない者

� それぞれの試験について、次に該当する者

試 験 区 分 生 年 月 日 ・ 学 歴 ・ そ の 他

大 学 卒
昭和６０年４月２日から平成１０年４月１日までに生まれた男子で、学校教育法（昭和２２年法律第２６号）による大学（短期大学を除

く。）若しくはこれと同等と愛媛県人事委員会が認めるもの（以下「大学等」という。）を卒業した者又は大学等を平成２８年３月
末日までに卒業する見込みの者

大 学 卒
特 別 募 集

ア 昭和６０年４月２日から平成９年４月１日までに生まれた男子で、大学等を卒業した者又は大学等を平成２７年９月末日までに卒
業する見込みの者

イ 平成２７年１０月１日の採用に応じられる者

ただし、警視庁の受験資格（生年月日）は「昭和６０年５月１１日から平成６年４月１日まで」です。これに該当しない場合は、警視庁を

第２志望とすることはできません。

また、大学等に相当するものについては、他の都府県によっては愛媛県と異なる場合がありますので、志望する都府県に直接問い合わ

せてください。

３ 試験の方法等

� 試験は、第１次試験及び第２次試験とし、次のとおり行います。

なお、第２次試験は、第１次試験に合格した者に対して行います。

区分 試験・検査種目 配点 試 験 の 内 容

教 養 試 験 ５０点 大学卒業程度の一般的知識及び知能について、筆記試験を行います。（択一式５０題、解答時間２時間３０分）

体 力 試 験
（愛媛県のみ） ２０点

職務遂行に必要な体力について、試験を行います。

種 目 基 準

反復横とび ５０回以上／２０秒間

握力 ４５㎏以上（左右の平均）

上体起こし ２５回以上／３０秒間

腕立て伏せ ３０回以上

２０ｍシャトルラン ６５回以上

※基準に達しない種目が２種目以上ある場合、第１次試験の合計得点にかかわらず不合格となります。

第
１
次
試
験

スポーツ加点
（愛媛県のみ） ５点

柔道、剣道又はその他スポーツの資格等について、基準を満たしている場合は加点します。
（詳細は、別表「加点の申請について」を参照）

項 目 基 準

柔 道 ２段以上（講道館認定の段位に限る。）

剣 道 ２段以上（全日本剣道連盟認定の段位に限る。）

スポーツ歴

全国規模で行われるスポーツ大会（中学校卒業以
降の大会で地区予選を経たものに限る。）で、日
本選手権、国民体育大会、大学選手権、全国高等
学校総合体育大会、全国高等学校野球選手権大会
又はこれらに準ずる大会への選手としての出場経
験

身 体 検 査 －

職務遂行に必要な身体を有するかどうかについて、検査を行います。

項 目 基 準

視 力 両眼とも、裸眼視力が０．６以上又は矯正視力が１．０以
上であること。

聴 力 完全であること。

そ の 他 身体に障害その他の異常がなく健康であること。

※基準に達しない項目がある場合、第１次試験の合計得点にかかわらず不合格となります。

口 述 試 験 ７５点 人物について総合的に評定するため、個別面接を行います。
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第
２
次
試
験

作 文 試 験 ３０点 識見、思考力、表現力等について、作文試験を行います。
（課題１題、解答時間１時間）

適 性 検 査 － 職務遂行に必要な適性について、検査を行います。

身体精密検査 －
職務遂行に必要な健康度について、所定の身体検査書の提出により検査を行います。
なお、弁色力については、次の基準で検査を行います。
○弁色力 職務遂行に支障がないこと。

� 第１次試験合格者は、第１次試験の合計得点の高い順に決定します。ただし、第１次試験の各試験・検査種目のうち、一定の基準に

達しない種目がある場合は、合計得点にかかわらず不合格となります。

� 最終合格者は、第２次試験の合計得点の高い順に決定します。ただし、第２次試験の各試験・検査種目のうち、一定の基準に達しな

い種目がある場合は、合計得点にかかわらず不合格となります。

� 教養試験の例題及び前年度に出題した作文試験の課題を、愛媛県職員採用情報ホームページ（以下「ホームページ」という。）に掲

載しています。

また、愛媛県人事委員会事務局等において閲覧することもできます。

� 第１次試験の１日目は、体力試験及び身体検査に適した服装で来てください。

※ 教養試験以外の試験方法や基準等は愛媛県のものです。他の都府県については、それぞれの都府県に直接問い合わせてください。

別表 加点の申請について

項 目 証 明 書 類 申 請 方 法

柔 道 講道館が認定した段位を証明する書類の写し 受験申込時に申込書裏面の「スポーツ加点申請」欄
を記入の上、証明書類（Ａ４）を提出してください。
スポーツ歴で「出身校による全国大会参加証明書

（原本）」以外の証明書類を提出した場合、原本確認
又は追加書類の提出を求めることがあります。この場
合、第１次試験（１日目）当日の受付終了時までに原
本又は追加書類を提出してください。
※基準を満たさない場合、申込書裏面の「スポーツ加
点申請」欄の記入がない場合又は証明書類を欠く場合
（申込み後に求める原本確認又は追加書類の提出がで
きない場合を含む。）は加点しません。

剣 道 全日本剣道連盟が認定した段位を証明する書類の写し

ス ポ ー ツ 歴

出身校による全国大会参加証明書（原本）又は次の�、�の両方が証
明できる書類の写し
� 地区予選を経た全国大会であること
� 大会に選手として出場したこと
※ �は基準で例示している全国大会の場合は不要
※ �は氏名、大会名及び開催年月が明記されたものであること

４ 試験日、試験会場及び合格発表

区 分 試 験 日 試験・検査種目 試 験 会 場 合 格 発 表

第１次

試 験

平成２７年５月９日（土）

（午前８時３０分から午後５時３０分までの
うち人事委員会が指定する時間）

体力試験

身体検査
松山南高等学校

（松山市末広町１１番地１）

５月下旬

第１次試験当日にお知ら
せします。

平成２７年５月１０日（日）

午前９時から午後０時まで
�受付時間：午前８時から午前８時４５分�
� 遅刻した場合は受験できません。 	

教養試験

第２次

試 験

６月中旬に松山市内で実施予定です。

詳細は、第１次試験合格者に通知します。
７月中旬

体力試験及び身体検査の受付時間は、ホームページ（http : //www.pref.ehime.jp/employment/）へ４月２８日（火）までに掲載します。

なお、ホームページで確認ができない場合は愛媛県人事委員会事務局へ問い合わせてください。

愛媛県の合格発表は、合格者の受験番号を愛媛県庁前掲示板に掲示するほか、ホームページ上にも掲載します。また、合格した者には

書面で通知します。

※ 愛媛県以外の都府県については、それぞれの都府県に直接問い合わせてください。

５ 受験手続

� 郵送又は持参による申込み

申
込
用
紙
の
入
手
方
法

ダウンロードする場合
下記からダウンロードして、印刷して使用してください。

（申請書等電子配布サービス）http : //www.pref.ehime.jp/sinsei/title/top.html

郵便により交 付 を

請 求 す る 場 合

封筒の表に「警察官（男性・大卒）請求」と朱書し、宛先明記の返信用封筒（Ａ４判用／角型２号、１２０円切手貼付）

を同封の上、愛媛県人事委員会事務局へ請求してください。

直接入手する 場 合 愛媛県人事委員会事務局、愛媛県警察本部警務課、愛媛県警察学校又は県内各警察署等で交付します。
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申
込
方
法

郵送で申し込む場合

申込書及び受験票に必要事項を記入して、受験票に５２円切手を貼ってください。封筒の表に「警察官（男性・大卒）申

込み」と朱書し、申込書及び受験票を封入し、簡易書留郵便により愛媛県人事委員会事務局へ送付してください。スポー

ツ加点を申請する場合は、証明書類（Ａ４）を同封して送付してください。簡易書留郵便によらない方法での事故につい

ては、一切責任を負いません。

窓 口 で 直 接

申 し 込 む 場 合

申込書及び受験票に必要事項を記入して、愛媛県人事委員会事務局へ持参してください。スポーツ加点を申請する場合

は、証明書類（Ａ４）も持参してください。

受
験
票
の
交
付

郵送で申し込む場合

４月２１日（火）以降に受験票を郵送します。受験票が届いたら、必ず最近６か月以内に撮影した写真（上半身、脱帽、

正面向き、縦４．５㎝、横３．５㎝）を貼って、第１次試験の１日目に持参してください。

受験票が４月３０日（木）までに手元に届かない場合は、愛媛県人事委員会事務局へ問い合わせてください。

窓 口 で 直 接

申 し 込 む 場 合

受付後、その場で受験票を交付します。交付された受験票には、郵送で申し込む場合と同様に、必ず写真を貼って、第

１次試験の１日目に持参してください。

� インターネットによる申込み

愛媛県簡易申請システムの手続案内を確認してください。

（愛媛県簡易申請システム）http : //www.shinsei-ehime.lg.jp/

※ スポーツ加点を申請する場合は、インターネットで申し込むことができません。郵送又は窓口で直接申し込んでください。

６ 合格から採用まで

� この試験の最終合格者は、愛媛県警察官（男性）採用候補者として、試験区分ごとに作成する採用候補者名簿（以下「名簿」という。）

に記載されます。

この名簿は、原則として、大学卒は平成２８年４月以降の、大学卒特別募集は平成２７年１０月以降の採用に対するものであり、その有効

期間は、この名簿に記載された日（合格通知書に記載）から１年間です。

� 採用は、名簿に記載された者のうちから任命権者（警察本部長）が選考を行い、決定します。したがって、名簿に記載された者が全

て採用されるとは限りません。

また、名簿に記載されても、大学卒は平成２８年３月末日までに、大学卒特別募集は平成２７年９月末日までに大学等を卒業できなかっ

た場合は、採用されません。

� 採用者は、愛媛県巡査に任命されます。任命後は、愛媛県警察学校に入校し、６か月間初任教養を受けた後、県内各警察署に配置さ

れます。

� 警察官は、誰でも実力次第で昇任することができ、管区警察学校又は警察大学校に入校して、幹部としての教養を受ける機会が与え

られます。

※ 愛媛県以外の都府県については、それぞれの都府県に直接問い合わせてください。

７ 給与等

� 初任給は、職員の給与に関する条例（昭和２６年愛媛県条例第５７号）等の規定により、原則として、公安職給料表１級２１号給（現行給

料月額１９９，５００円）が支給され、このほか該当者に対しては、扶養手当、住居手当、通勤手当、特殊勤務手当、超過勤務手当、期末手

当、勤勉手当等が支給されます。

� 勤務に必要な被服等が支給されます。

※ 愛媛県以外の都府県については、それぞれの都府県に直接問い合わせてください。

８ 試験結果の開示

この試験の結果については、愛媛県個人情報保護条例（平成１３年愛媛県条例第４１号）第２７条第１項の規定に基づき、口頭で開示を請求

することができます。開示を請求する場合は、受験者本人が、本人であることを確認できる顔写真付きの書類（学生証、運転免許証等）

を持参の上、午前８時３０分（合格発表当日のみ、午後１時）から午後５時１５分までの間に、愛媛県人事委員会事務局へ直接お越しくださ

い。（ただし、土曜日、日曜日、祝日等の閉庁日は受付できません。）

なお、電話、はがき等による開示の請求はできませんので、注意してください

開示請求できる人 開 示 内 容 開 示 期 間 開 示 場 所

第 １ 次 試 験

不 合 格 者

第１次試験の試験種目別得点、合計得点及び順位

（ただし、一定の基準に達しない試験種目又は検査種目がある者につい

ては、順位に代えて当該試験種目名又は検査種目名）

第 １ 次 試 験

合 格 発 表 の

日 か ら １ 月 間

愛媛県人事委員会事務局

第 ２ 次 試 験

受 験 者

第１次試験の試験種目別得点、合計得点及び順位並びに第２次試験の試

験種目別得点、合計得点及び順位

（ただし、一定の基準に達しない試験種目又は検査種目がある者につい

ては、順位に代えて当該試験種目名又は検査種目名）

第 ２ 次 試 験

合 格 発 表 の

日 か ら １ 月 間
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※ 愛媛県以外の都府県の試験結果の開示については、それぞれの都府県に直接問い合わせてください。

９ 問い合わせ先等

申 込 み 先

問 い 合 わ せ 先

愛媛県人事委員会事務局 採用給与課 任用試験係

〒７９０－８５７０ 松山市一番町四丁目４番地２

電話 ０８９－９１２－２８２６

ホームページ http : //www.pref.ehime.jp/employment/

問 い 合 わ せ 先

愛媛県警察本部 警務課

〒７９０－８５７３ 松山市南堀端町２番地２

電話 ０８９－９３４－０１１０ 内線２６２１・２６２３

フリーダイヤル ０１２０－２０４－７２４

愛 媛 県 以 外 の

都府県に関する

問 い 合 わ せ 先

警視庁採用センター

電話 ０１２０－３１４－３７２

神奈川県警察本部警務課採用係

電話 ０１２０－０３－４１４５

大阪府警察官採用センター

電話 ０１２０－３７０－３１４

兵庫県警察官採用センター

電話 ０１２０－１４５－３１４

��������������
�愛媛県人事委員会公告第２号

平成２７年度愛媛県警察官（女性）（大学卒及び大学卒特別募集）採用候補者試験公告

平成２７年３月３１日

愛媛県人事委員会

愛媛県警察本部

愛媛県警察官（女性）（大学卒及び大学卒特別募集）採用候補者試験を次のとおり行います。

◆第１次試験日 平成２７年５月９日（土）、５月１０日（日）

◆受 付 期 間 平成２７年４月１日（水）～４月２０日（月）

〔持 参〕 午前８時３０分～午後５時１５分（土曜日及び日曜日を除く。）

〔郵 送〕 ４月２０日（月）までの消印有効

〔インターネット〕 ４月１日（水）午前８時３０分～４月１３日（月）午後５時１５分

◆試 験 会 場 松山南高等学校

《平成２７年度の変更点》

○体力試験を第１次試験で実施します。

○警察官（大学卒特別募集）採用候補者試験を実施します。

１ 試験区分、採用予定人員及び職務内容

試験は、次の試験区分ごとに行いますが、申し込むことができる試験区分は一つに限ります。

また、申込み後の試験区分の変更はできません。

試 験 区 分 採用予定人員 職 務 内 容 採用予定時期

大 学 卒 ６人程度 個人の生命、身体及び財産の保護、犯罪の予防及び

捜査、被疑者の逮捕、交通の取締りその他公安の維持

に従事します。

平成２８年４月１日

大 学 卒

特 別 募 集
４人程度 平成２７年１０月１日

２ 受験資格

� 日本の国籍を有する者

� 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第１６条各号のいずれにも該当しない者

� それぞれの試験について、次に該当する者

試 験 区 分 生 年 月 日 ・ 学 歴 ・ そ の 他

大 学 卒
昭和６０年４月２日から平成１０年４月１日までに生まれた女子で、学校教育法（昭和２２年法律第２６号）による大学（短期大学を除

く。）若しくはこれと同等と愛媛県人事委員会が認めるもの（以下「大学等」という。）を卒業した者又は大学等を平成２８年３月
末日までに卒業する見込みの者

愛 媛 県 報平成２７年３月３１日 第２６５９号
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大 学 卒
特 別 募 集

ア 昭和６０年４月２日から平成９年４月１日までに生まれた女子で、大学等を卒業した者又は大学等を平成２７年９月末日までに卒
業する見込みの者

イ 平成２７年１０月１日の採用に応じられる者

３ 試験の方法等

� 試験は、第１次試験及び第２次試験とし、次のとおり行います。

なお、第２次試験は、第１次試験に合格した者に対して行います。

区分 試験・検査種目 配点 試 験 の 内 容

第
１
次
試
験

教 養 試 験 ５０点 大学卒業程度の一般的知識及び知能について、筆記試験を行います。（択一式５０題、解答時間２時間３０分）

体 力 試 験 ２０点

職務遂行に必要な体力について、試験を行います。

種 目 基 準

反復横とび ４０回以上／２０秒間

握力 ２５㎏以上（左右の平均）

上体起こし １５回以上／３０秒間

腕立て伏せ １５回以上

２０ｍシャトルラン ３５回以上

※基準に達しない種目が２種目以上ある場合、第１次試験の合計得点にかかわらず不合格となります。

スポーツ加点 ５点

柔道、剣道又はその他スポーツの資格等について、基準を満たしている場合は加点します。
（詳細は、別表「加点の申請について」を参照）

項 目 基 準

柔 道 ２段以上（講道館認定の段位に限る。）

剣 道 ２段以上（全日本剣道連盟認定の段位に限る。）

スポーツ歴

全国規模で行われるスポーツ大会（中学校卒業以
降の大会で地区予選を経たものに限る。）で、日
本選手権、国民体育大会、大学選手権、全国高等
学校総合体育大会、全国高等学校野球選手権大会
又はこれらに準ずる大会への選手としての出場経
験

身 体 検 査 －

職務遂行に必要な身体を有するかどうかについて、検査を行います。

項 目 基 準

視 力 両眼とも、裸眼視力が０．６以上又は矯正視力が１．０以
上であること。

聴 力 完全であること。

そ の 他 身体に障害その他の異常がなく健康であること。

※基準に達しない項目がある場合、第１次試験の合計得点にかかわらず不合格となります。

第
２
次
試
験

口 述 試 験 ７５点 人物について総合的に評定するため、個別面接を行います。

作 文 試 験 ３０点 識見、思考力、表現力等について、作文試験を行います。（課題１題、解答時間１時間）

適 性 検 査 － 職務遂行に必要な適性について、検査を行います。

身体精密検査 －
職務遂行に必要な健康度について、所定の身体検査書の提出により検査を行います。
なお、弁色力については、次の基準で検査を行います。
○弁色力 職務遂行に支障がないこと。

� 第１次試験合格者は、第１次試験の合計得点の高い順に決定します。ただし、第１次試験の各試験・検査種目のうち、一定の基準に

達しない種目がある場合は、合計得点にかかわらず不合格となります。

� 最終合格者は、第２次試験の合計得点の高い順に決定します。ただし、第２次試験の各試験・検査種目のうち、一定の基準に達しな

い種目がある場合は、合計得点にかかわらず不合格となります。

� 教養試験の例題及び前年度に出題した作文試験の課題を、愛媛県職員採用情報ホームページ（以下「ホームページ」という。）に掲
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載しています。

また、愛媛県人事委員会事務局等において閲覧することもできます。

� 第１次試験の１日目は、体力試験及び身体検査に適した服装で来てください。

別表 加点の申請について

項 目 証 明 書 類 申 請 方 法

柔 道 講道館が認定した段位を証明する書類の写し 受験申込時に申込書裏面の「スポーツ加点申請」欄
を記入の上、証明書類（Ａ４）を提出してください。
スポーツ歴で「出身校による全国大会参加証明書

（原本）」以外の証明書類を提出した場合、原本確認
又は追加書類の提出を求めることがあります。この場
合、第１次試験（１日目）当日の受付終了時までに原
本又は追加書類を提出してください。
※基準を満たさない場合、申込書裏面の「スポーツ加
点申請」欄の記入がない場合又は証明書類を欠く場合
（申込み後に求める原本確認又は追加書類の提出がで
きない場合を含む。）は加点しません。

剣 道 全日本剣道連盟が認定した段位を証明する書類の写し

ス ポ ー ツ 歴

出身校による全国大会参加証明書（原本）又は次の�、�の両方が証
明できる書類の写し
� 地区予選を経た全国大会であること
� 大会に選手として出場したこと
※ �は基準で例示している全国大会の場合は不要
※ �は氏名、大会名及び開催年月が明記されたものであること

４ 試験日、試験会場及び合格発表

区 分 試 験 日 試験・検査種目 試 験 会 場 合 格 発 表

第１次

試 験

平成２７年５月９日（土）

（午前８時３０分から午後５時３０分までの
うち人事委員会が指定する時間）

体力試験

身体検査
松山南高等学校

（松山市末広町１１番地１）

５月下旬

第１次試験当日にお知ら
せします。

平成２７年５月１０日（日）

午前９時から午後０時まで
�受付時間：午前８時から午前８時４５分�
� 遅刻した場合は受験できません。 �

教養試験

第２次

試 験

６月中旬に松山市内で実施予定です。

詳細は、第１次試験合格者に通知します。
７月中旬

体力試験及び身体検査の受付時間は、ホームページ（http : //www.pref.ehime.jp/employment/）へ４月２８日（火）までに掲載します。

なお、ホームページで確認ができない場合は愛媛県人事委員会事務局へ問い合わせてください。

合格発表は、合格者の受験番号を愛媛県庁前掲示板に掲示するほか、ホームページ上にも掲載します。また、合格した者には書面で通

知します。

５ 受験手続

� 郵送又は持参による申込み

申
込
用
紙
の
入
手
方
法

ダウンロードする場合
下記からダウンロードして、印刷して使用してください。

（申請書等電子配布サービス）http : //www.pref.ehime.jp/sinsei/title/top.html

郵便により交 付 を

請 求 す る 場 合

封筒の表に「警察官（女性・大卒）請求」と朱書し、宛先明記の返信用封筒（Ａ４判用／角型２号、１２０円切手貼付）

を同封の上、愛媛県人事委員会事務局へ請求してください。

直接入手する 場 合 愛媛県人事委員会事務局、愛媛県警察本部警務課、愛媛県警察学校又は県内各警察署等で交付します。

申
込
方
法

郵送で申し込む場合

申込書及び受験票に必要事項を記入して、受験票に５２円切手を貼ってください。封筒の表に「警察官（女性・大卒）申

込み」と朱書し、申込書及び受験票を封入し、簡易書留郵便により愛媛県人事委員会事務局へ送付してください。スポー

ツ加点を申請する場合は、証明書類（Ａ４）を同封して送付してください。簡易書留郵便によらない方法での事故につい

ては、一切責任を負いません。

窓 口 で 直 接

申 し 込 む 場 合

申込書及び受験票に必要事項を記入して、愛媛県人事委員会事務局へ持参してください。スポーツ加点を申請する場合

は、証明書類（Ａ４）も持参してください。

受
験
票
の
交
付

郵送で申し込む場合

４月２１日（火）以降に受験票を郵送します。受験票が届いたら、必ず最近６か月以内に撮影した写真（上半身、脱帽、

正面向き、縦４．５㎝、横３．５㎝）を貼って、第１次試験の１日目に持参してください。

受験票が４月３０日（木）までに手元に届かない場合は、愛媛県人事委員会事務局へ問い合わせてください。

窓 口 で 直 接

申 し 込 む 場 合

受付後、その場で受験票を交付します。交付された受験票には、郵送で申し込む場合と同様に、必ず写真を貼って、第

１次試験の１日目に持参してください。

� インターネットによる申込み

愛媛県簡易申請システムの手続案内を確認してください。

（愛媛県簡易申請システム）http : //www.shinsei-ehime.lg.jp/

※ スポーツ加点を申請する場合は、インターネットで申し込むことができません。郵送又は窓口で直接申し込んでください。
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６ 合格から採用まで

� この試験の最終合格者は、愛媛県警察官（女性）採用候補者として、試験区分ごとに作成する採用候補者名簿（以下「名簿」という。）

に記載されます。

この名簿は、原則として、大学卒は平成２８年４月以降の、大学卒特別募集は平成２７年１０月以降の採用に対するものであり、その有効

期間は、この名簿に記載された日（合格通知書に記載）から１年間です。

� 採用は、名簿に記載された者のうちから任命権者（警察本部長）が選考を行い、決定します。したがって、名簿に記載された者が全

て採用されるとは限りません。

また、名簿に記載されても、大学卒は平成２８年３月末日までに、大学卒特別募集は平成２７年９月末日までに大学等を卒業できなかっ

た場合は、採用されません。

� 採用者は、愛媛県巡査に任命されます。任命後は、愛媛県警察学校に入校し、６か月間初任教養を受けた後、県内各警察署に配置さ

れます。

� 警察官は、誰でも実力次第で昇任することができ、管区警察学校又は警察大学校に入校して、幹部としての教養を受ける機会が与え

られます。

７ 給与等

� 初任給は、職員の給与に関する条例（昭和２６年愛媛県条例第５７号）等の規定により、原則として、公安職給料表１級２１号給（現行給

料月額１９９，５００円）が支給され、このほか該当者に対しては、扶養手当、住居手当、通勤手当、特殊勤務手当、超過勤務手当、期末手

当、勤勉手当等が支給されます。

� 勤務に必要な被服等が支給されます。

８ 試験結果の開示

この試験の結果については、愛媛県個人情報保護条例（平成１３年愛媛県条例第４１号）第２７条第１項の規定に基づき、口頭で開示を請求

することができます。開示を請求する場合は、受験者本人が、本人であることを確認できる顔写真付きの書類（学生証、運転免許証等）

を持参の上、午前８時３０分（合格発表当日のみ、午後１時）から午後５時１５分までの間に、愛媛県人事委員会事務局へ直接お越しくださ

い。（ただし、土曜日、日曜日、祝日等の閉庁日は受付できません。）

なお、電話、はがき等による開示の請求はできませんので、注意してください

開示請求できる人 開 示 内 容 開 示 期 間 開 示 場 所

第 １ 次 試 験

不 合 格 者

第１次試験の試験種目別得点、合計得点及び順位

（ただし、一定の基準に達しない試験種目又は検査種目がある者につい

ては、順位に代えて当該試験種目名又は検査種目名）

第 １ 次 試 験

合 格 発 表 の

日 か ら １ 月 間

愛媛県人事委員会事務局

第 ２ 次 試 験

受 験 者

第１次試験の試験種目別得点、合計得点及び順位並びに第２次試験の試

験種目別得点、合計得点及び順位

（ただし、一定の基準に達しない試験種目又は検査種目がある者につい

ては、順位に代えて当該試験種目名又は検査種目名）

第 ２ 次 試 験

合 格 発 表 の

日 か ら １ 月 間

９ 問い合わせ先等

申 込 み 先

問 い 合 わ せ 先

愛媛県人事委員会事務局 採用給与課 任用試験係

〒７９０－８５７０ 松山市一番町四丁目４番地２

電話 ０８９－９１２－２８２６

ホームページ http : //www.pref.ehime.jp/employment/

問 い 合 わ せ 先

愛媛県警察本部 警務課

〒７９０－８５７３ 松山市南堀端町２番地２

電話 ０８９－９３４－０１１０ 内線２６２１・２６２３

フリーダイヤル ０１２０－２０４－７２４

�愛媛県公営企業管理規程第２号
愛媛県立病院料金規程の一部を改正する管理規程を次のように定める。

平成２７年３月３１日

愛媛県公営企業管理者 俊 野 健 治

愛媛県立病院料金規程の一部を改正する管理規程

愛媛県立病院料金規程（昭和４６年愛媛県公営企業管理規程第１１号）の一部を次のように改正する。

公営企業管理規程
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次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 後

別表第１（第２条関係） 別表第１（第２条関係）

名 称 区 分 単位 金 額 備考 名 称 区 分 単位 金 額 備考

省略 省略

省略 省略

診断書

料

生命保険診断書 省略 診断書

料

生命保険診断書 省略

特殊診断書

死体（胎）検案書
病死 １部 ６，５００円

死体（胎）検案書
病死 １部 ５，９００円

省略 省略

普通証明書

省略

普通証明書

省略
出産証明書 １部 １，８００円 出産証明書 １部 １，７００円

死産証明書 死産証明書

文書料 省略 文書料 省略

省略 省略

自動車損害賠償保障法

（昭和３０年法律第９７

号）に基づく明細書

１部 ４，５００円

自動車損害賠償保障法

（昭和３０年法律第９７

号）に基づく明細書

１部 ４，４００円

省略 省略

脳ドッ

ク
１回

３３，８００円

（人間ドック

と併せて受け

る場合にあつ

ては、２４，４００

円）

脳ドッ

ク
１回

３３，６５０円

（人間ドック

と併せて受け

る場合にあつ

ては、２４，０８０

円）

省略 省略

乳がん

検診料
１回

１１，３００円

（人間ドック

と併せて受け

る場合にあつ

ては、６，３００

円）

乳がん

検診料
１回

１１，１８０円

（人間ドック

と併せて受け

る場合にあつ

ては、６，１８０

円）

省略 省略

診療日の午前８時３０分

以降午後５時１５分以前

（以下「診療時間」と
べん

いう。）に分娩した場

合

１件 ２０１，０００円

診療日の午前８時３０分

以降午後５時１５分以前

（以下「診療時間」と
べん

いう。）に分娩した場

合

１件 １７４，０００円

べん

分娩介

助料

べん

診療時間外に分娩した

場合
１件 ２２６，０００円

べん

分娩介

助料

午前５時後午後１０時前
べん

に分娩した場合（診療

日の午前８時３０分以降

午後５時１５分以前に分
べん

娩した場合を除く。）

１件 １９９，０００円

午後１０時以降翌日午前
べん

５時以前に分娩した場

合

１件 ２０２，０００円
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べん

分娩衛

生材料

費

１件 ５，１００円

べん

分娩衛

生材料

費

１件 ５，１４０円

省略 省略

新生児

健診料

日齢１ １回 ３，５００円
新生児

健診料

日齢１ １回 ３，４５０円

日齢５
１回 １，１００円

日齢５
１回 １，０８０円

日齢１４ 日齢１４

省略 省略

新生児

介補料
１日 ７，７００円

新生児

介補料
１日 ７，６６０円

省略 省略

施術料
初検料 １回 ２，８００円

施術料
初検料 １回 ２，５８０円

省略 省略

省略 省略

人工授

精料
１回 ５，９００円

人工授

精料
１回 ６，０１０円

死後処

置料
１回 ４，０００円

死後処

置料
１回 ３，９９０円

省略 省略

セカン

ドオピ

ニオン

外来料

１回 ５，２００円

セカン

ドオピ

ニオン

外来料

１回 ５，１９０円

省略 省略

長期入

院料

保険外併用療養費に係

る厚生労働大臣が定め

る医薬品等（平成１８年

９月厚生労働省告示第

４９８号。以下「告示 第

４９８号」という。）第９

号に規定する者以外の

者が入院した場合

１日

告示第４９８号第

１０号に規定す

る点数に１００分

の１５を乗じて

得た点数（１

点未満の端数

があるときは

、その端数を

四捨五入して

得た点数）に

１点につき１０

円を乗じて得

た額

長期入

院料

保険外併用療養費に係

る厚生労働大臣が定め

る医薬品等（平成１８年

９月厚生労働省告示第

４９８号。以下「告示 第

４９８号」という。）第９

号に規定する者以外の

者が入院した場合

１日

告示第４９８号第

１０号に規定す

る点数に１００分

の１５を 乗 じ、

１点の単価を

１０円として計

算した

、その端数を

四捨五入して

得た点数）に

１点につき１０

円を乗じて得

た額

省略 省略

注 省略

別表第２（第２条関係）

注 省略

別表第２（第２条関係）

名 称 区 分 単位 金 額 名 称 区 分 単位 金 額

省略 省略

歯科
てつ

補綴

に係

る料

金

省略 歯科
てつ

補綴

に係

る料

金

省略

マウスガード料 １個 ４，７６０円 マウスガード料 １個 ２０，４５０円

オールセラミッ

ク冠料

ジルコニア １歯 ９５，２４０円

ｅ－ｍａｘ １歯 ７６，１９０円
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歯科

口腔

外科

に係

る料

金

矯正用アンカー

インプラント埋

込術料

１本 ２５，０００円

矯正用アンカー

インプラント除

去術料

１本 ４，６３０円

注 省略 注 省略

附 則

この管理規程は、平成２７年４月１日から施行する。

平成２７年３月３１日 発行

愛 媛 県 報平成２７年３月３１日 第２６５９号

３９６


